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eま じ あ Xこ

最近の通信技術、情報処理技術の著 しい進歩 と、 デ ィジタル通信技術を基盤 とした各種新 サー

ビスの出現 と通信の 自由化を背景に、企業内、企業 間のネ ッ トワーク構 築が急速 に進展 する もの

と考え られ る。

また、高度情報通信 システムを支え る技術の発展 とともに、各種デ ィジタル通信機器、高機能

ワークステー ション等、ネ ッ トワー クを構成す る機器 は多様化 し、多種多様な情報機器、情報 シ

ステムを組合せて、 よ り経済性が高 く効率 の良いネ ッ トワー クを構築する ことが重要 な課題 とな

ってい る。

一方で は、ISO(国 際標準化機構)やCCITT(国 際電信電話諮問委員会)を 中心 と して

ネ ッ トワークに関連 した主要技術の国際的な標準化、規格化が進め られている。

このよ うに、ネ ッ トワークを取 り巻 く環境は、社会的 に も技術的に も大 きく揺れ動 きなが ら発

展 しよ うと している。

そ こで、本調査研究で は、 こうした観点か らメーカー、ユ ーザー側 にとって最 も大 きな課 題で

あ るネ ッ トワークの相互接続 に関す る最新の技術動 向、標準化動向を調査するとともに、更 に将

来 のネ ッ トワーク構成 の中心 として動 くであろうLAN(LocalAreaNetwork)に っ いての技 術

動 向と今後の課題を取 りま とめることと した。

ここに、本調査研究を進 めるためにご協力を賜 った関係 各位 に対 して深 く感謝の意を表す とと

もに、本報告書が各方面 に利用 され、わが国情報産業の発展 に寄与す ることを念願す る次第で あ

る。

昭和62年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー
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第1章 総 論

1.1調 査研究の概要

本調査研究を進め るにあた って は、高度情報通信 システムの構築 ・支援 に携わ っている外

部有識者 か らなるrネ ッ トワー ク応用技術委員会』を組織 し、具体的な調査研究内容 ・範囲

等の基本方針 を検討 す るとともに、 これに基づ きネ ッ トワークの技術動 向/応 用形態 の分析

等を実施 した。

本調査研究 の最終的な ターゲ ッ トとしては、将来予想 され るであろ うネ ッ トワーク応用形

態の未来像を導 き出す ことにあるが、調査研究 テニマ として は広範囲 に及ぶ ため、あ る程度

研究テーマを絞 って取 り組む ことと した。

本調査研究 の主要 テーマと して は、異機種 ネ ッ トワー ク相互接続 を集中的なテーマ と して

取 り上げ、更 に将来のネ ッ トワー ク構成の中心 として動 くであろ うLAN(LocalArea

Network)に ついての技術動向 と今後の課題 について も調査研究する こととした。

本報告書は、LANの ネ ッ トワーク構成をベースと した上で、異機種ネ ッ トワーク相互接

続の現状 と課題 につ いて取 りま とめた ものである。

1.1.1目 的

近年の高度情報処理 システムにおいては、通信技術、情報処理技術の著 しい発達 と従 来

の文字情報 に加えて、音声、図形、画像、文書等の各種 メデ ィア情報の多様化を背景 に新

しいネ ッ トワー クの応用技術が次 々に実用化 されて くる もの と予想 され る。

一方では
、CCITT(国 際電信電話諮 問委員会:ConsultativeCo㎜itteeforTeleg-

raph&Telecomunication)やISO(国 際標準化機i構:InternationalOrganizaonfor

Standardization)を 中心 と してネ ッ トワー クに関連 した主要技術 の国際的な標準化、規格

化が進め られて いる。 また、ユーザー側における最近 の情報処理 高度化の動 向を見 ると、

異なった情報処理 システムを通信回線を介 して相互接続 し、業務 を遂行するとい う形 のネ

ッ トワー クの構築が進みっっあるが、 メーカーが異 なる とコンピュータの相互接続 は難 し

く、ユーザー及 びメーカー側共 に、 この実現 のために多大 な労力を必要 として いる。

現状では この条件が充分に ク リアされていない し、各 メーカーの企業戦略 と してネ ッ ト

ワークアーキテ クチ ャ(NetworkArchitecture)が オ ープ ンな ものとな って いないために、

ユーザーは機器の選択 自由や各 メーカーの製品を 自由に組み合わせてそれぞれの情報処理

ニーズにあ った システ ムを構築す ることが 出来ない こと も事実で ある。
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これ らの問題 を解決す るために は、ネ ッ トワーク化の基盤 と して重要 なネ ッ トワークア

ーキテ クチ ャを標準化 し、あ らゆ るコンピュータの相互接続を保証す ることが必要であ る。

そのためネ ッ トワークアーキテ クチ ャの標準化は今後の情報処理高度化の基本的な基盤

で あると言え る。

これに対 しメーカー側で は、ネ ッ トワー ク技術を利用す るユ ーザ ー側 のニーズを充分 に

把握す ることが出来ない現状であ り、 またユーザー側 にとって もネ ッ トワー ク相互接続 に

関す る内容が良 く分か らないため、それぞれの立場で問題を抱えて いるのが現状である。

そ こで、本調査研究ではメーカー、ユーザー側に とって最 も大 きな課題で あるネ ッ トワ

ー クの相互接続に関す る最新の技術動向
、標準化動向を調査す るとと もに、今後のネ ッ ト

ワー ク応用形態の方向 と課題にっいて も分析す ることを 目的 とした。

1.1.2基 本方針

ネ ッ トワー クの標準化に関す る調査研究 事業 は、すでに各機関 ・委員会において、詳細

かつ専門的に進め られている。 また、ネ ッ トワークの技術動 向(伝 送技術/交 換技術/通

信処理技術及 びその技術を利用 したハ ー ド/ソ フ トの製品群等)に つ いて もいろいろな資

料 ・解説書 ・セ ミナー等によ り広 く世の中に紹介 されている。

従 って これ らの シーズ先行形 の技術動向を ボ トムア ップ的考察 で取 り上げて も、国内の

種 々の委員会ですで に行われて お り、多分 に検討内容が重複す るもの と予想 される。また、

一部のテーマを絞 り込み
、詳細、専 門的 に検討を進める ことは、多 くのユーザ ーにとって

難解な もの とな って しま うので 、各 テーマをユーザーの立場か ら複合的/総 括的に整理 し、

ユ ーザーに対 して今後 のネ ッ トワー ク検討の一つの指針を与え る もの と したい。

そのためネ ッ トワー クの利用技術/応 用形態 とい った視点を切 り口にあ る程度総合的な

検討が必要 と考え られ る。一方 ユ ーザー側 の将来ニーズ として考え られ るマルチメデ ィア

化/複 合ネ ッ トワーク化/マ ルチベ ンダー化 にどのように対応す ることが可能か、或 いは

これ らのニーズに対応 した今後の製品開発 ・標準化への検討状況等 を整理す るとともに将

来のネ ッ トワーク技術の望 ま しい発展の方向を示す ことと したい。

そ こで、本調査研究のテーマと してはネ ッ トワーク発展形態の基 本モデル(図1-1を

参照)を 想定 し、それを一つの切 り口 として取 り上げ、 それ に対応 したネ ッ トワーク技術

について現状の製品化 ・標準化 レベル と問題点等を洗い出 しさ らに今後の実現 イメー ジを

検討す ることとした。
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図1-1ネ ッ トワー ク発 展 形態 の基本 モ デ ル

① LANと ホス ト系 システ ムとの接続
LANは 閉ざされた網 と して機能す る限 りにおいては異機種 ネ ッ トワー ク接続問題 は生 じない。

LANは ホ ス ト系ネ ッ トワー クと接続す ることによ り、その機能 は飛躍的 に拡大す る。

ホス トを頂点 とした垂直的統合の概念で ある。
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③LANとLANと の相互接続
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1.1.3具 体的内容

ネ ッ トワーク化 の進展 は、 コンピュータの単体利用 か ら企業内及び企業間にわた る異機

種 コンピュータの相互接続(マ ルチベ ンダー環境)へ と発展するも の と考え られ る。

また、85年4月 の通信 自由化 に伴 う法的制約の無 くな った現在、異機種 ネ ッ トワー ク

相互 の接続 は、各企業が直面 しつつある問題である。'

異機種ネ ッ トワー ク相互接続 の目的は、ユーザーが必要 に応 じて コンピュータや端末 あ

るいはこれ らを含 む システ ムを選択 し、 これ らの間を 自由に組 合せてそれぞれの業務ニ ー

ズにあった システムを構築す ることである。 このたあネ ッ トワーク相互接続 という問題 は、

通信す るアプ リケー ション ・プ ロセスの業務を離れて独立 して存 在するので はな く、 アプ

リケー ション ・プ ロセスを含めたトータルの通信 システムを実現す るとい う観点か ら考え る必

要がある。

そのためには、 ネ ッ トワー クアーキテクチ ャの標準化が出来ているか、あるいは標準ネ

ッ トワークアーキテ クチ ャでな くとも、その仕様が公開 され利用が許可 されて いなければ

な らない。ネ ッ トワークアーキテクチャの標準化作業 は、国際機 関であ るISOに おけ る

TC97/SC21と 呼ばれ る部会が中心 とな って行 って いる。 そ こでは、標準 ネ ッ トワー ク

アーキテ クチ ャの基本概念 とも言 うべきOSI参 照モ デル(開 放型 システム間相互接続の

ための基 本参照 モデル:OpenSystemsInterconnection-BasicReferenceModel)を 標

準化 し、 これ に基づ いて必要 なプロ トコルの標準化を進めてい る。 このOSI参 照モデル

(図1-2参 照)で は、7階 層のプ ロ トコル レイヤと各階層 の機能分担を決 めている。

7階 層 の各 プ ロ トコル レイヤの概要 は次 の通 りであ る。

① アプ リケー ション層

ユーザーが作成す るアプ リケーション ・プログラムと連携す るフ ァイル転送、 ジ ョブ

転送、仮想端末等のプ ロ トコルやネ ッ トワーク管理プ ロ トコルが実行され る。

② プ レゼ ンテー シ ョン層

アプ リケーシ ョン層 に対 してデータを共通に扱え るよ うに抽象的な構文を提供 し、他

エ ン ドシステム との転送 には具体的な構文を使用 して、異 なるデータ表現を使用す るエ

ン ドシステム と交信で きるよ うにす る。

③ セ ション層

アプ リケー シ ョン層か らの要求 によ り送信権の制御や データ ・フローの同期制御及 び

ア クテ ィ ビテ ィの制御等によ り会話が秩序正 しく行え るよ うな機能 を提供す る。
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④ トラ ンスポー ト層

ネ ッ トワーク層が提供す るサー ビスにデ ータ転送上 の誤 りがあ る場合 は、誤 り検出 ・

回復によ り誤 りを無 くした り、 エ ン ドシステムの フロー制御や コネ クションの多重化等

の機能 を提供する。

⑤ ネ ッ トワーク層

複数 の網を経 由す る場合、両端のエ ン ドシステムで トランスポー ト層 に対 して同一品

質のサー ビスが提供出来 るよ うに調整す る機能を持 ち、各種の網 に対応す るプロ トコル

(X.25パケッ}レベル等)が 動作す る。

⑥ データ リンク層

隣接 システム間でデータを転送 するためのプ ロ トコル(HDLC手 順等)が 動作する。

⑦ 物 理 層

物理的、電気的な制御を行 うプ ロ トコル(X.21等)が 動作す る。

プ ロ トコルの標準化 は、特にアプ リケー ション層を含む上位層 の標準化が完成 してい

ないため、アプ リケー ション ・プ ロセスを含む トータルの通信 システムを実現するに は、

個 々の システムに対 して開発 しなけれ ばな らないのが現状であ る。 しか しなが ら、サ ブ

ネ ッ トワークレベルを標準的な もので構築 しておけばネ ッ トワー クの相互接続は容易で

ある。 サブネ ッ トワー クは、一般 にはネ ッ トワーク層(OSI参 照 モデルの第3層 相

当)以 下の通信機能 を持つが、異機種 ネ ッ トワー クの相互接続 には、やは りネ ッ トワー

クアーキテ クチ ャの整合が必要であ る。以上のよ うに、異機種ネ ッ トワー ク相互接続の

よりどころとしては、標準ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャとしてOSIを マ ッピングさせ

て考え ることが可能で あ り、OSI準 拠 の共通プ ロ トコルによって単 なる通信の相互接

続だけでな く、 アプ リケーシ ョンが相互 に通信可能な上位3層 を考慮 したネ ッ トワーク

相互接続が可能であ る。

OSIモ デルにおけるアプ リケーシ ョン層の一例 と して、次の よ うな標準 プ ロ トコル

が考え られている。

・トランザ クシ ョン処理

・遠隔デー タベースアクセス(RDA:RemoteDatabaseAccess)

・ファイル転送ア クセス(FTAM:FileTransferAccessandManagement)

・MHS/MOTIS(MessageHandlingSystem/MessageOrientedTextInterchangeSystems)

・ODA/ODIF(OfficeDocumentArchitecture/OfficeDocumentInterchangeFormats)
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図1-20SIの プ ロ トコル 階層

エンドシステム エンドシステム

リケーション層

テーション 層

セション 層

ンスポート 層

ネットワーク層

データリンク層

物 理 層

ア プ リ ケ ー シ ・ ン プ ロ ト コ ル
.、 一

プ レゼ ンテ ー シ ョンプ ロ トコル
∈_

セ シ ョ ンプ ロ トコル
～'

トラ ンス ポ ー トプ ロ トコル
'

中継 システム

ネ ッ トワー ク

プ ロ トコル
∈

データリンク

プ ロ ト コ ル

'

デー列 ンク

プ ロ ト コ ル
∋∈

物理
プロ トコル

物理
プ ロ トコル

_∋ 晴≡,

物 理 媒 体 物 理 媒 体
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一 方 、 今後 の発 展 、普 及 が 期待 され るLANに 関す る標準 は、IEEE(米 国電 気 電 子技 術

者 協 会:InstituteofElectricalandElectronicEngineers)の802委 員 会 の原 案 を参 考

に してISO/TC97のSC6、SCI3に お いて 国 際標 準 化 作業 が=進め られ て い る。 ま た、民 間

で も これ まで に ユ ーザ　一側 主体 に よ るOSI準 拠 のLANと してMAP(ManufacturingAuto-

mationProtocol)/TOP(TechnicalandOfficeProtocol)の 開発 が 行 わ れ て い る。

MAP(生 産 自動化 の ため の通 信 規 約)は 、GM社(GeneralMotors)の 提 唱 して い るFA

用LANで あ り、 様 々なベ ンダーの プ ログ ラマ ブ ル ・デバ イ スが相 互 に通 信 で きる よ うな 標準

的 な通 信 規約 と して 、ISOのOSIモ デ ル(7階 層 モデ ル)を ベ ー ス にIEEE802.4委 員

会 の規 格 を採 用 して い る。 また、 ボ ー イ ング社(Boeing)が 主 導 して い るOA用LANで あ る

TOPに つ い て もMAPと 同様 にOSIモ デ ル を基 礎 と して い る。 この うちMAPに つ いて は、

米 、 日、 欧 な どのユ ーザ ー によ るMAP国 際連 合会 議 が 結 成 され るな ど国 際 的 な 普及 の動 きを

見 せ つつ あ る。

この よ うなMAP/TOPが 普 及 す れ ば、 多 くの ベ ンダー が共 通 の通 信 規 約 を採 用 す る こと

にな るので 、 ユ ーザ ー は任 意 の メー カ ーの 製 品 を選 択 す る こ とが で き、 あ る特 定 の メー カ ーの

製 品 に束 縛 され る ことな く 自由に製 品 の導 入 を 検討 す る ことがで き る。 ま た、MAPは 、 将 来

のCIM(ComputerIntegratedManufacturing)の 中核 をな す ネ ッ トワー クと して期 待 され る。

以 上 の よ うな ことか ら、 広域 ネ ッ トワー クだ けで な く将 来 の ネ ッ トワー ク構 成 の 中 心 とな るで

あ ろ うLANに つ いて の 現状 動 向 、標 準 化 動 向 につ い て も検 討 を行 うこ と と した 。
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1.2ネ ッ トワーク相互接続 の背景

今El、 オ フィス、工場 を問わずあ らゆ る分野で電話、複写機等各種事務機器及 び コンピュ

ータとその関連機 器が導入 され、業務運営 の効率 向上を 限 り無 く図 ってきている。

また、 それ等 の技 術革新 は著 しく、今後 とも高機能化、高性能化、低価格化が一段 と進み、

ますます身近な もの と して、多 くの分野で コンピュータを利用 した高度 な情報化の展開が促

進 され、 日常生 活に も色 々な面で拘わ って くる様 になるであろ う。

この情報化の発展 に於 いて、ユーザーが 目的に応 じて、各種の ワークステー ションや各種

の コンピュータを利 用 し、 これ等の間を 自由に接続 して、所要 の業務を遂行 出来 るためのネ

ッ トワー クの技 術が重要 な課題であることは言 うまで もない。

オ フィスや工場 に於 いて はより一層の業務運営 の効率向上に向け、従来か らの コンピュー

タの端末機器等 に加 えて、各種オ フィスプ ロセ ッサー、電子 ファイル機器、パ ー ソナル コ ン

ピュー タ、 ワー ドプ ロセ ッサ ー、フ ァクシ ミリ、多機能電話、テ レビ会議等 々の普及が図 ら

れ、 これ等機 器を必要 に応 じて相互 に接続 し、高度 な要求 を達成す る為の情報伝達の効率向

上が一段 と求 め られ ている。

更 に、製品を中心 とした、原材料供給者か ら小売店 に至 る各業界を接続する垂直型の情報

交換、金融業界 や各種 サー ビス業界 に代表 され る水平型の情報交換、そ してそれ らを複合 し

た利用への拡大等、企業 間ネ ッ トワークへの発展が高度で、効率の良 い情報化社会を 目指 し

て、要求 されて来 ている。

そ して、海外 を含 あたエ リアの拡大である。 ビジネ スの国際化へ対応 した、海外の拠点 と

を結ぶネ ッ トワー クの充実等 々、高度情報化、ネ ッ トワーク化 の推進が、ます ます要請 され

て来て いる状況 にあ る。

この様 に、今迄例 えば、電話 は電話、フ ァクシミリはファクシ ミリ、 コンピュータの端末

機器 は端末機器、或 いは、A社 はA社 、B社 はB社 等 々、それ ぞれ独 自に限 られた領域 で機

能 していればすんで いた ものが、 より便利で、 より高度 な、 よ り経済的な利用への拡大 と発

展が求め られて来て いる。

例えば、手元の一つの ワー クステー ションを利用 して、社 内の各種 コンピュータとの接続

処理 は勿論、 フ ァクシ ミリや電子 メール システムへの利用が 自由に出来、そ してそれ等 は 自

社か ら他企業間へ、更 には海外へ と、必要に応 じて 自由に接続 し要求を果たす ことが出来 る

様な環境が求め られて来ている。

この様 にネ ッ トワー ク相互接続の関連技術が、色 々な面で、今後 の情報化社会の要 にな っ
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て来て いる状況 にある。

そ こで、以下 にユーザ ー業務の立場か らネ ッ トワークに対す る要件 を整理す る と次のよ う

になる。

① 従来の コンピュータか ら端末機器、 コンピュータか らコンピュー タの一方 向の接続形態

に対 して、 ワークステーシ ョンと ワークステー ション、 コンピュータとコンピュータ更 に

ワー クステー ション等、必要 とす る情報の対象、処理 の対象に応 じた効率 の良 い、 自由な

N:Nの 接続が出来 ること。

② 大型 コンピュータによ る集中処理の形態 か ら、各種 コンピュータと各種 ワー クステー シ

ョンとを有機的に接続す る分散処理等、高度 な接続処理が出来 ること。

③ 数値デー タに加え、 メ ッセージ、図形デー タ、 イメー ジデー タ、音声等、情報の多様化

と、それ等データの複合処理 に対 して統合 され たネ ッ トワークで接続出来 ること。

④ これ等に使用 され る、各種 ワー クステーシ ョンの機能、各種OA関 連機器の機能が相互 ・

多 目的利用に対応出来 ること。

⑤ 各種 コンピュータ、各種 ワー クステー ション、各種OA関 連機 器等の相互接続 に於 いて

高速性、大容量 に対 して も効率 よ く接続 出来 る同一の通信 ネ ッ トワー クであ ること。

⑥ 企業 内、企業間に於 いて、LAN接 続、PBX接 続、LAN/PBXと 広域網 との接続

によ るネ ッ トワークの多 目的利用が 出来 ること。

⑦ ネ ッ トワークのセキ ュリテ ィ。

⑧ ネ ッ トワークの管理

等 々、ネ ッ トワークに係 わ るニ ーズを整理す ることが出来 る。

そ して、 これ等に於いて、今迄の様 なそれ ぞれが独 自の閉 じたネ ッ トワー クアーキテクチ ャ

によって限 られていた状況か ら、 これか らは全て の面で相互接続性が大 きな課題 とな って来て

いる状況 にある。

この様 な状況 か ら、現状の主 に各 メーカー固有技術のネ ッ トワーク体系 に対 して、OSI等

の標準化が大 きな課題で あ り、よ り良 い情報化社会 の効率の良 い実現 の為 に、 この当た りの整

理 がユーザーにとって急務 にな っている。
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3ネ ッ トワーク相互接続の現状 と問題点

.3.1概 要

(1)異 機種接続の形態 と問題点

形CPU

態

CCU

端 末

CPU－ 端 末 CPU-CPU ネ ッ トワーク 間

、

〈
.4 ±

/＼
ノ 、

問

題

点

・個別 にCPU又 は

端末 でプ ロ トコル

変換 し対応す る。

↓

・対応の負荷が大

・拡 張性 が欠如

・個別 にCPU間 で

プ ロ トコルを定義

し対応す る。

(例 、JCA、 全銀協)

↓

・対応 の負荷が大

・拡張性が欠如

・業務毎 に対応 が

必要

・メー カ ー毎 に異 な る

ネ ッ トワ ー ク ・ア ー

キ テ クチ ャを 変換 し対 応 す る。

↓

・個別対応が困難

↓

標準化の必要性

{
・対応 の負荷の軽減

・拡張性の維持
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(2)標 準化の動 向

広域ネ ッ トワークに関 しては、ISOとCCITTに より図1-3の よ うな スケジュール

で標準化が進 め られている。LANに 関 して はIEEE802委 員会 にお いて標準化が進め

られてい る。 しか し、実用面では未だ未完の部分が多 く、現在作業が進行中の状態である。

実用面か ら見 ると、CPU-CPU間 の業務別の個別対応の方法 は一部で は非常によ く普

及 している。例えば 日本 チ ェー ンス トア協会の標準手順 によるスーパーマーケ ッ トとメーカ

ー/問 屋間の受発注デー タの受 け渡 しや
、銀行間の現金 自動支払機の相互利用 などがあげ ら

れ る。

図1-3CCITTとISOの ス ケ ジュ ール

'70'75'80'85'90

11111

X.25、'84

(SGW) △ △
△MHSISDN

CCITT ・HDLC ,X.25(SGVI皿)

'74 '77'80'84'87

ISO HDLC △ △ △ △
(SC6) 開 始OSI5レ イヤー6.7レ イヤー

ノ

(SC16)参 照(予 定)

モデル

,78△,86/1

ECMACOS(米)

そ の 他
△

SPAG(欧)
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(3)ISOとCCITTで 作成 され るOSIの 開発規格 は、どの様 なパ ター ンに も対応で きる

よ う、数千ペ ージにわた る莫大な量の仕様書で構成 されてお り、又、規格の中 にはオプ シ ョ

ン機能等、選択が まか されている部分があ り、OSI規 格 だけで異機種接続を行 うことは事

実上不可能であ る。

異機種接続を容易 にす るため、使用す る通信網、業務 に応 じて適用す るプロ トコルを絞 り

込み、最適 なプロ トコルを各層か ら選択す る作業が必要 となる。 この作業 を機能標準(Funct-

ionalStandard)の 設定、あるいはサブセ ッ トの切 り出 しと呼ぶ。

また、各 メーカーがOSI製 品の開発を完了 した時に、その システ ムが本当 にOSIの 規

格 に準拠 しているかを調べ るための、効率の良 い試験方 法(適 合性試験、ConformanceTest)

を確立す る必要があ る。

これ らの作業(特 にサ ブセ ッ トの切 り出 し)に っいては、製品を開発する各 メーカーが、

各 々勝手 にサブセ ッ トの切 り出 しを行 ったので は、DTE(デ ータ端末装置:DataTermi-

nalEquipment)の 異機種 間接続がで きな くな る。 これを防止す るために政府、 ユーザ ー団

体、 メーカーが協力 し、政府支援の もとメーカーがOSI推 進団体を作 り、 メーカー間で協

調 しなが ら作業を行 って いる。欧州、米国、 日本 におけ るOSI実 用化推進体制(図1-4

を参照)と 主 な機関の活動 は以下の とお りである。

図1-40SI実 用化推進体制

欧 州 米 国 日 本

政 府 支 援 EC委 員会
・ガ イ ドライ ン NBS 通 産 省
・技術/資 金 各国主官庁

民 間 グ ル ー プ COS

SPAG GM(MAP) POSI

ボーイ ング(TOP)

CEN(ISO)
CENELEC

標 準 化 (IEC) ANSI JISC
CEPT

(CCITT)

ESPRIT MAPユ ーザ グル ー プ 大型 プロジェク ト

研 究 開 発
プ ロ ジ ェ ク ト TOPユ ーザ グル ー プ 〔電 子 計算 機 相 互 運 用デ ータベース システム〕

ECテ ス トセ ンタ ー COS

試 験 検 証 OSINET(NBS) INTAP(将 来)

SPAG
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L

①SPAG(StandardsPromotionandApplicationGroup)

・1983年3月 設立(シ ー メ ンス、ICL、BULL等 の12社 の ヨー ロ ッパ 企 業 に よ る民 間

グル ープ)

・OSIサ ブ セ ッ トの切 り出 しを 行 い、 フ ァン ク シ ョナ ル ス タ ンダ ー ドを 作成

〔GUS(GuidetotheUseofStandards)の 出版〕

・OSI製 品 によ る異 機種 間相 互 接 続 の デ モ ンス トレー シ ョン

・OSI製 品 の適 合性 試験 を 行 う新 会 社 の 設立

②COS(CorporationforOpenSystems)

・1985年9月 にNCR 、 スペ リー、AT&Tな ど17社 が設 立 に む けて 活 動 を 始 め、1986年

3月 に正 式 に発足 。(GM、 ボ ー イ ング社 な どの ユ ーザ ー企 業 やIBMも 参加 し、1986

年10月 現在57社 が加 入)

・OSIサ ブ セ ッ トの切 り出 しを 行 い、 フ ァ ンク シ ョナ ル ス タ ンダ ー ドを 作 成

・OSI製 品 に よ る異 機 種 間相 互 接 続 の デ モ ンス トレー シ ョ ン

cOSI製 品 の適 合性 試 験

③POSI〔PromotingconferenceforOSI(OSI推 進 協議 会)〕

・1985年12月 設 立(沖 電 気工 業 、 東 芝 、 日本 電 気 、 日立製 作 所 、 三菱 電 機 、 富 士 通 な どの

民 間 グル ープ)

・OSI推 進 の ため の企 業 レベ ル の ポ リシーの 決 定、 情 報交 換

・企業 レベ ル で のOSIサ ブセ ッ ト化 の ポ リシーの決 定

・欧米 メー カー との情 報 交 換 、相 互 協 力

④INTAP〔lnteroperabilityTechnologyAssociationforlnformationProcessing,

Japan(情 報 処理 相 互 運 用 技 術 協 会)〕

・1985年12月 設立(NTT、 沖 電 気 工 業 、 東芝 、 日本電 気 、 日立 製 作 所 、 三 菱 電機 、 富 士

通 、 松 下電 器 、住 友 電工 、 日本IBM、 日本 ユ ニパ ックの11社 と通 産 省 よ り支 援 を受 け

て い る民 間 グル ー プ)

・OSIサ ブセ ッ トの切 り出 しを行 い、 フ ァ ンク シ ョナル ス タ ンダ ー ドを作 成

・OSI製 品 の適 合性 試 験(予 定)

⑤ESPRITプ ロ ジ ェ ク ト

エ スプ リ(ESPRIT:欧 州 情 報 通 信 開発 戦 略)は 、ECが 費 用 負 担 を 行 い 、 コ ン ピュ

ー タ/通 信 分 野 で 欧州 企 業が 共 同 で基 礎 的 な研 究 開 発 を実 施 す るプ ロ ジ ェ ク トで あ る。 この
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プロジェク トの一つ としてOSIに 関す る研究開発が行われている。

⑥ECテ ス トセ ンター

EC委 員会が1986年2月 に設立 を発表 したOSI製 品の適合性試験を行 うためのセ ンタ

ーであ る。欧州8ヶ 国、16機 関よ り構成 されている。

⑦OSINET

NBS(米 国商務 省国家標準局:NationalBureauofStandards)が 中心 となって、O

SI製 品の適合性を試験す る環境を提供す るためのネ ッ トワー ク。

OSINETは 試 験のための ツールであ り、テス トサー ビス開発の支援 を行 う。

⑧ 大型 プ ロジェク ト 「電子計算機相互運用データベース システ ム」

通産省工業技術院 は大型 プ ロジェク トの一つ として、昭和60年 度 よ り 「電子計算機相互

運用デー タベ ース システムの研究開発」を開始 した。 この研究開発の一部 と してOSIが

ある。

研究開発期間 として は昭和66年 度末 までの7年 間を予定 して いる。
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(4)OSIの 適用例の現状 と問題点

しか し世 の中にはrOSI参 照 モデルに準拠』 してい ると言われ る製品 も既 に多数出回 っ

て いることも事実であるが、各階層別 に見てみると図1-5の よ うになる。

図1-50SI準 拠の製 品例

階 層 MAP 郵 政 パソコン G4FAX テレテックス MHS ISDN

・ISOCASE

アプ リケ ー シ ョン カ ー ネ ル T.5 T.60 X.420
・MMFS T.72 T.72 X.411
・FTAM 未 定

プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン 未 定 T.6 T.61 X.409

T.73 T.73

対 象 外
ISO8327 X.225 X.225BAS相 当

セ シ ョ ン カ ー ネ ル

全 二 重 BCS拡 張 (T.62)

ISO8073 X.224ク ラ ス0 X.224

トラ ン ス ポ ー ト

クラス4 (T.70) ク ラ ス0,1

ISO T.70 T.70 1,450

ネ ッ ト ワ ー ク X.25 X.25 (CSDN X.25

CLNS (CSDN用) 用) 1,451

IEEE T.71 T.71 1,440

デ ー タ ・ リ ン ク 802.2 HDLC HDLC HDLC HDLC HDLC

LLCク ラス1 十 十

HDTM HDTM 1,441

IEEE

V.27 L430

物 理 802.4 V.27ter X.21 X.21 X.21

ter 1,431

(参考)

1.XXX

T.xx

X.xxx

V.xx

ISOxxxx

ISDNに 関す るCCITT勧 告

テ レマテ ィー クに関す るCCITT勧 告

データ網 に関す るCCITT勧 告

データ網に関するCCITT勧 告

ISO国 際規格

これ らはいずれ もOSIに 準拠 した規格であるが、それ ぞれ各層 に異 なったサブセ ッ トを採用

している。

OSI適 用製品同士で も他の規格 とは相互の互換性 は考 えて いない場合が多 く、 また同一規格

内で も、単純 に互換性が有 るとは限 らな い。
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(5)ネ ッ トワーク管理

現在 のOSIの 標準化作業で特 に遅れてい るのがネ ッ トワー ク管理 で、 ネ ッ トワークの相

互接続 を行 う場合 に次の管理が問題 となる。

・障害 ・問題判別管理

・パ フォーマ ンス管理

・構成 ・変更管理

・機密管理

・課金管理

特 に大規模 なネ ッ トワー ク同士 をっ な ぐ場合 には、ネ ッ トワーク間の不干渉性(こ ちらの

網 の トラブルが他の網に悪影響を与え ない)あ るいはア ドレス体系の独立性な どが必要にな

る。

(6)情 報 の公開VS.著 作権

OSIの 実用化 とは別に個 々の メーカーのネ ッ トワークアーキテ クチ ャのイ ンタフェース

(interface)を 公開 し、相互接続す る方法 も考え られる。

この利点 は、既存の メーカーのネ ッ トワークアーキテ クチャ上で開発 されて いるアプ リケ

ーシ ョン ・ソフ トが その まま使用で き、且つOSIの 場合よ り伝送/処 理効率が良い。

問題点 としては、技術的仕様書の完備 と著作権の問題が考え られ る。

しか し、一般的に、通信イ ンタフェースに関 しては、情報公開の方向にあ る。
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1.3.2問 題 事 例

現 在標準化が推進 されてい るLANや 広域網相互接続の他 に も、ユーザーか らみて相互接続

が出来な くて困 っている例が非常 に多い。身近な ものか ら例 を上げて見ると、次のよ うな もの

が あ る。

①MUX-MUX

A社 B社

MUX

(TDM) DSU

×

スーパー・ディジタル

DSU

MUX

(TDM)

② テレビ会議

A社 B社

テ レビ会議

×

テ レビ会議

口 口

③PBX-PBX

A社 B社

高機能
サービス

高機能
サー ビス

・単純な音声伝送 しか出来ない
・ディジタルPBX ・ディジタルPBXの 高機能 サー ビス

の相互乗 り入れ ば出来 ない

.ディジタルPBX

④PBX－ 電話

A社 B社

高機能
サー ビス

×

蹴
・同一 メー カ ーの もの しか 出来 な い

●ディジタルPBX

－18一
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1.4ネ ッ トワーク相互接続の今後 の課題

ユーザ ーが 目的 に応 じて、各種 の コンピュータや各種 の ワークステー シ ョンを採用 して、

これ等の間を 自由に接続 して コ ンピュータネ ットワークを構築 し、多種多様 な業務処理の

要件 に対 して、機能を実現 して行 く為 には、各 々の製品の機能、性能、価格等の改善 に加

えて、 これ らを効率 よ く相互接続出来 るネ ッ トワー クアーキテ クチ ャの標準化が不可欠で

あ り、ISO及 びCCITTを 中心 にOSIの 標準化が進め られて いる状況にある。

OSIの 標準化の促進 は当然であ るが、一方 これに沿 って、情報化社会の発展に伴 う多

様 な利用形態や利用環境 に対 して、現実の場で どの様 に相互接続 を実現 して行 くかの課題

も多 く、そ う言 った面か ら問題 を整理 してお く。

先ず は、今後OSIの 製品化 を待 って、新規 にOSI標 準のみを用いてネ ッ トワー クシ

ステムを構築 すればよいケースでは問題がないが、 これはあまり現 実的ではない。

特殊 なケースを除 き、OSIの 製 品化を待 てないケース とか、既にOSIに よ らない各

メイ ンフ レーマの固有技術 に則 った、ネ ッ トワークシステムを構築済であ り、将来その一

部 として、OSIに よる相互接続を追加併設 して行 くことになる。各 メイ ンフレーマの固

有技術で構築 されている既 開発 システ ムの尾大な ソフ トウェア資産 とハ ー ドウェアを活か

し、既 開発 システムの機能向上 と して、相互接続のニーズに対応 出来 なければな らない。

その為 には、各 メイ ンフレーマの固有技術 に対 して、現状 の業務 システムとのイ ンタフ

ェースを変え ることな しに、他方、ネ ッ トワークシステム側 をOSI標 準 に整合性を とる

変換機能 と、当然の事 なが らハー ドウェアで共用出来るソフ トウェアの製品化が課題であ

る。 また、従来のネ ッ トワークか ら円滑に移行する為の技術情報及 び移行支援が必要 とな

ろ う。

次 に、OSIの 標準が多種多様な システム形態に対応出来 る様 に、標準規格 の多 くが、

適用条件 に合わせ サブセ ッ トを選択 出来 る構造にな っている点で ある。 これ は、各製品毎

に勝手 なサ ブセ ッ トをっまみ ぐい して開発 して しまうと、OSI準 拠 といいなが ら、現実

にはそれ らの製 品の間では、相互接続 が出来ない問題が出て くる。 してが って、OSIサ

ポー ト製品の開発に際 して、標準規格 のサブセ ッ トを製品体系 に整理 し統一 して行 くこと

が必要 となって来 る。

それ か ら、OSIサ ポー ト製品 は、多様 な システム形態に適用可能 な ものと して、 また

今後 の標準規格 の拡張 に際 して、その機能追加が容易に対応出来 るよ うに、OSI階 層構

成 に整 合したシステム構造 が課題であ る。例えば、OSIの7階 層 の全 てに対 して きちん
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と自由に組合せ利用出来 ることは、その場合のオーバーヘ ッ ド等、性能上の問題 とか開発

コス トか ら無理 な点 もあ り現実的で はないが、業務をサ ポー トす る上位層 とネ ッ トワー ク

をサポー トす る下位層の モジュールのそれぞれ は、その一部 にっいて、組合 せで利用す る

ことが必要であ る。

そ して、OSIに よる相互接続が普及 して行 く為 に、OSIに 対す る適切 な理解を広 く

得 ることが肝要である。OSIが 現実的な もの と して推進 されて来ているにも拘 らず、ユ

ーザーの間で よ く、OSIに よ って何が出来 る様 になるのか とか、 どの程度待てばどの様

な機能を持 つ製品が提供 され るのか と言 った事が聞かれて いる。 この ことは、OSIの 促

進 に対 して、情報化社会 の発展に於 いて、OSI標 準が いっ頃、 どの様 な分野で、 どの様

に関係 して、何が どの様 に良 くな って行 くのかをよ く見 える様に して行かなければな らな

い点である。

そ して、当然 の ことであるがOSI標 準化 の開発の効率 よい推進 と、各メイ ンフ レーマ

の固有技術での実現 レベルを凌 ぐ、機能 ・性能 のよい低 コス トのOSIサ ポー ト製品が市

場に出て来 ることが、や はり何 と言 って も重要 なポイ ン トである。

次に、異 メーカー間のネ ッ トワー ク相互接続 の場合 と、OSIに よ るネ ッ トワー ク相互

接続の場 合について今後 の課題 を整理 してみ ると次 のよ うな点が あげ られる。

① 異 メーカー間の相互接続

・各 メーカーの通信 イ ンタフ ェース(interface)の 技術情報 の公開 と仕様書の完備

・著作権問題の明確化

②OSIに よる相互接続

・OSIの サブセ ッ トの混乱 を統一 し、接続確認 のための検証 セ ンター ・検証方法 の確立

・国内と海外のOSI仕 様を統一 に し、複数のOSIの 乱立を防 ぐ

・ネ ットワーク管理 の充実

・トランザ クション処理(リ アル タイム処理)機 能の確立

・ネ ッ トワー クの相互乗 り入れだけでな く、データベ ースの相互 アクセスの標準化
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1.5ネ ッ トワーク相互接続の将来イメージ

今後 はますます通信回線 ・端末機の多 目的利用が進むであろ う。 また、異 な ったメデ ィア間

の相互乗 り入れ も可能 になるであ ろう。 したが って、高度化、多様化 した音声系、非音声系の

マルチメデ ィア情報を表現形態、記憶媒体の違いを意識す ることな く利用 で きる高度 なネ ッ ト

ワー クシステムが近 い将来実現す るものと思われ る。(例'FAX-PCイ メージ、 ワープ ロ)

・電 話 機

(テ レビ電 話)

・GIVFAX

・PC

'ワ ー フ ロ

・ビデオ テ ック ス

・複 合 端 末

WS:WorkStation

LAN:LocalAreaNetwork

ISDN:IntegratedServicesDigitalNetwork
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相互接続第2章





第2章 相 互 接 続

2.1異 種 システム相互接続

2.1.1現 状 と問題点

(1)ユ ーザ ー側か らの要件

(A)ユ ーザ ーについて

企業の規模 ・形態等 によ る差異 は有 る ものの、ユ ーザ ーの内部 に於 いて も或 る程度

の役割分担が有 り、各 々の持つニ ーズや問題点 の認識度合いは様 々である。又、それ

らが整合性を持 っているわけで は無い。

ユーザ ー内の機能 は、 システムの提供者であるr情 報通信部門』 と、受益者であ る

『エ ン ドユーザ ー部 門Sの2つ に大別 され る。

情報通信部 門に関 しては、経理財務部門や総務部 門の中の1っ のセ クシ ョンとして

位置付 け られて いるケースか ら、独立 した部門 とな って いるケースまで様 々で あ り、

それぞれの持つ背景によ り、ニーズや価値基準 も微妙 に異な って いる。

情報通信部 門の役割 として は、次のよ うな点があげ られ る。

①企画立案 ・調査研究……企業に於 けるイ ンフラス トラ クチ ャの企画 と して、デー タ

ベ ースや汎用的なアプ リケー ションの設計 、ネ ッ トワー クの統合 ・マルチメデ ィア化

・国際化の検討、衛星通信の利用、汎用的な リソース計画、TV会 議 ・ビデオテ ック

ス等 ニ ューメデ ィアの導入等を企画検討す ると共 に、その前提 とな る技術動向 ・製品

動 向等 に関す る調査研究を行 って いる。又、企業 内の情報通信系の整合性を保っ ため

には、ハ ー ドウ ェア、 ソフ トウェアに対す る評価や選定 も重要であ る。

②開発 ・保守 ……企画 された案件やエ ン ドユ ーザーのニ ーズに基づ く特定の アプ リケ

ー ションの仕様 の決定 ・開発 ・テス トを経て、その システムを実施す ると共 に、実施

後の仕様変 更に対 し、更新 ・保守 を行 う。 ここでは、仕様 と共 に処理形態(バ ッチ、

リアル等)や 、特 に他の システム との接続が要求 され る場合には、伝送方法、 回線 の

種類、伝送 コー ド、 レコー ドフォーマ ッ ト、運用手ll頂、 障害回復手順が先ず検 討 され

る。

③運用 …… システム実施後の、ユーザー部門との接点 とな り、オペ レー ションスケジ

ュールの作成や問合せ窓 口となると共 に、保守案件の取 りま とめ等を行 う。

④設備 ・機器 ……ハー ドウェア、ネ ッ トワー クの敷設 ・移設や、 これに付帯す る電源
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設備 ・空調設備 の管理、家具什器の調達、 防音 ・耐震設計等 を行 う。

一方、エ ン ドユ ーザー部門の役割 と しては、次のよ うな点があげ られ る。

①企画 ……戦 略に基づ くアプ リケーシ ョンニ ーズを取 りまとめると共 に,実 施後 もユ

ーザー側の窓口業務 を果 たす
。又、経営企画 に関連 して データベースの検索や シ ミュ

レー ション等を行 う。

②エ ン ドユ ーザー、オペ レーター……実 際に端末機器等を操作す る事 によ り、 日々の

伝票処理等を行 う。

(B)ユ ーザーニーズ

業務の遂行 に必要 な機器 ・回線 ・ソフ トウェアの導入に当た ってのユ ーザ ーの価値

尺度 は次の二つ に分け られ る。

①先行投資の観点に立 って、装 置産業的 に整備するイ ンフラス トラ クチ ャに類す るも

の

②費用対効果の観点か ら、個別 に採算 を弾 いた上で実施 され るもの

実現の方法 としては、独 自の仕様 に基づ く製造 ・開発を行 う場合 と、既存製品によ

って対処す る場合 とが有 る。ハ ー ドウ ェアや付属す る基本 ソフ トウ ェアについてはメ

ーカーの提供す る製 品を利用 する割合が高 く
、 ソフ トウェアについてはユ ーザ ー仕様

に基づ くアプ リケー ション開発 が為 され る割合が高 い。従 ってユーザーの立場 にとっ

ては、国際的な標準 ・規約等 は長期的 な計画策定 に当た って考慮 すべき要素で はある

が、通常の業務の遂行 に当た っては二次的な要素であ り、む しろメーカーが提供する

具体的なハー ドウェア ・ソフ トウ ェアの内容や将来性等が重視 される と共 に、業界標

準 や取引先 ・競合先 の動向へ の対応が重要な要素 となる。

次 に、ユーザ ーがニーズを認識す る階層 は概ね次の様に分類出来 る。

①役割の遂行 ……企業や組織 の持 つ基本的な役割の遂行に関連する要件 に対す る もの

で、企画 ・調査の役割の中で検討 され る。

②案件の遂行 ……特定のプ ロジェク トの遂行 にとって必要 とされ る二」 ズで、企画、

開発設備等多 くの役割が関与す る。他のネ ッ トワー クとのゲー トウェイ ・CPU間 接

続 や関連 す るコー ドの取扱いが論 じられ る。

③ 問題発生……具体 的な項 目が 問題点 と して認識された場合の解 決であ り、 プロ トコ
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ルの差異や接続 相手先 との障害時の運用の調整等が該 当す る。

④ クレーム……エ ン ドユーザ ーか ら指摘された欠 陥に類す る もので、 マニ ュアルとの

相違、機器の操作性 、機能の不備、 レスポンス遅延等あ らゆる レベ ルの問題が提示 さ

れ る。

(C)相 互接続の対象

業務の内容 によ り対象の グルー ピングは異なるが、エ ン ドユ ーザ ーの立場に基づい

た分類の一例 と して次の様な ものが考え られる。

① ワー クステ ーシ ョン(キ ーボー ド/デ ィスプ レイ系)

デー タ処理や メ ッセー ジ処理の様 にキーボー ドとデ ィスプ レイを用いて業務処理 を

行 うもので、一般 に企業 内OAと 称 され る分野 に属す る。 システムはエ ン ドユーザー

・イ ンタフ ェースを通 してユ ーザーと接 しているが、内部的 には ワークステー ション

特性、LAN、 ホス ト、 ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャ、アプ リケー ション等多 くの要

素を含んで いる。

又、 ビデオテ ックスの様 に独特の分野 として成 り立 っている もの も有 る。

② フ ァクシ ミリ

現状G皿 が主流 とな ってお り、FAX機 同士で の通信が大半を 占めてい るが、 コン

ピュー タ ・アウ トプ ッ ト・フ ァックスの様な ファックスイメー ジの切出 し機器や、イ

メージ蓄積 フ ァイルか ら出力 される ものが増加す る傾向にある。又、 ミニ ファックス

や メモ電話のよ うに手軽 に利用出来 る機器が浸透 しつつある。

③音 声(電 話 ・PBX)

従来のアナログ系の通話 に加えて、符号化 ・圧縮技術 の進歩 によ り、デ ィジタル系

の通話 も利用可能 とな った。同様 に音声蓄積 や合成音 ・音声認識等が新たな入 出力方

法 とな りつつあ る。

④動 画

CATV等 基 本的には片方向で ありテ レビと同一の方式を持つ ものに加 え、 テ レビ

会議 やテ レビ電話 の様 なデ ィジタル回線の利用を前提 とした双方向通信 が可能 な新た

な方式が出現 している。

加 えて、提供者側 の観点か らは、以下の様 な ものが有 る。
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⑤回 線

広域網 は、NTTの 独 占か ら新規参入業者 を含めた市場競争の時代 に入 り、従来 の

アナログ回線 に加えて、デ ィジタル回線網 によるサー ビスが急速 に普及 して いる。通

信媒体 も金属 か ら光 フ ァイバーや衛星の利用 まで多岐 に亘 ってお り、各 々の特質を理

解 し、利用 して行 くことが重要 である。

LANに 関 して は、複数 の標準 ・数多 くの製品が 出されてお り、個 々には機能 的に

優れた物 も有 るが、企業内ネ ッ トワークとしての統合化 は将来 の案件であろう。

⑥MUX

デ ィジタル回線利用の前提 として、デ ィジタルMUXの 導入が必要 となっているが、

多重化方式が複数有 り選定が困難である。

⑦各種サ ー ビス

第2種 通信事業者 によ り各種 の通信サー ビスが行われてお り、国際的なネ ッ トワー

クの展開 も含め、利用機会 の進展が期待 され る。

(D)相 互接続 ニーズと問題点

デ ィジタル技術の著 しい進展 は、従来 のデータプ ロセスと通信 との境界を克服 しつ

つあ り、企業内に於 ける情報通信 システムの統合化及 び他企業 との情報 の電子的交換

の要求が、ネ ッ トワー クのイ ンター コネ ク トの必要性 を高めている。

今 日見 られ る様 な情報通信 の発展を当初 か ら予測で きて いた企業 は稀で、一般的に

は背景 ・目的 ・実施時期等 が異 な るシステムが複数混在 してお り、その間の互換性 は

乏 しい と思われ る。一方、他 企業 との接続 に関 しては、限定 された業界標準等 によ っ

て辛 うじて接続 され ている以外 は メーカーの手順に依存 してお り、 これ に適合 したハ

ー ドウェア ・ソフ トウ ェアを揃 えた上で
、限定 的にアプ リケー ションを稼働 させ るこ

とが、現実的な解決方法であ る。

前述の① ワークステー シ ョン、② ファク シミリ、③音声、④動画、⑤回線、⑥MU

X、 ⑦各種 サー ビス.に 関連 した相互接続ニ ーズは、同種の システムの相互接続 と異

種 システムの融合 とに大別 され るが、特徴的な問題点を挙げ ると、次のよ うにな る。

① 一① 企業 に於 ける多 くの問題 は、ユーザ ーアプ リケー ションを含んでいるこの部

分 に集中 していると考え られ る。

操作の容易性 とシステ ム(エ ン ドユ ーザーイ ンタフェース)の 統合 とい う、通常 は
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相反す るニ ーズ に対 して、単機能簡易端末 と複合機能高級端末の双方を導入 してお り、

端末 －LAN-HOSTの 互換性 に欠 ける。今後の課題 として は、操作性の向上等を

含め、 ワークステニ ションの インタフェースの統合が期待 され る。

異な ったネ ッ トワー ク間で アプ リケーションを共有す るケースで は、企業 内 ・企業

間を問わずネ ッ トワークアーキテ クチ ャの差異 の克服が第一の課題 とな る。

メーカーが提供 する基本的なネ ッ トワークソフ トに も、使用者が設 定する事項があ

り、 この差やバ ージ ョンの違いにより、同一メーカーだか らと言 って も互換性 は保障

されていない。 ま してや、異な ったメーカーの機器の接続 に関 して は、アーキテ クチ

ャの差異を当然 の前提 と して も、双方のアーキテ クチ ャを 同一 レベルで理解 し、開発

・保守 ・運用 を行 って行 く事 には非常 な困難が有 り、結果的 には低位 のプ ロ トコルに

よ る接続 に止 ま っている。

OSIに 対 す る期待 は有 るものの、ユーザーアプ リケー ション間の結合が 『いつ ・

どのよ うに』可能 となるのか、又、現時点でユ ーザーが事前 に準備 しておける事 が有

るのか等、具体 的な係わ り合 いに関 して明 らか にされ た もの は見当た らず、評価出来

ない状態に置 かれて いる。

データベースサー ビスの利用 に当た っては、プ ロ トコル、 アクセス方法、使用 する

端末が各 々特定 されてお り、統合化 やオペ レーシ ョン上の阻害要 因 とな ってい る。

② 一② 現在G皿 機が大 幅に普及 しているが、加えて ミニ フ ァックス ・メモ電話等、

相互 に完全な互換性のない ものが出現 して きてお り、特に、蓄積交換機能を利用 する

場合 には、通信先の機種 な どの情報管理が、送達確認方法や入力時刻 ・出力時刻 の様

な情報の付加方法が画一化 されて無い点等 と併せ、商活動上問題 となる可能性 が有 る。

③ 一③ 回線 のデ ィジタル化 にっれて、音声の符号化技術が進歩 して お り、64K・32K

あるいはそれ以下での通話 が可能 とな っている。CCITTのNo,7共 通線信号方式 をメー

カー各社が採用す る方向に有 るが、メーカーによ って メ ッセ ージの形式等 に差が有 る

為、異な ったメーカーのPBX間 を接続 しデ ィジタル ・ワン リンクで通話す る事 は不可

能 に近 く、機種選定の 自由度 を著 しく阻害 してい る。

電話機 －PBX間 の伝送方式が統一 されてお らず、PBXと 接続出来 るデ ィジタル電話

は同一 メーカーの製品に限定 されて しまう。

④ 一④TV会 議の導入 が始 ま り、低価格化 と相侯 って今後の普及が期待 されてい る

が、通信速度 ・符号化技法 ・機能 ・操作方法等が統一 されてお らず、公衆網を利 用 し
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た他社 とのTV会 議 の実現等、将来 の拡張性に対す る期待が有 る反面、設置 した機器

の対応可能性 に不安 を残 してい る。

⑤ 一⑤LAN同 士 の接続やLANと 広域 網 との接続に当た り、ア ドレッシング方式

や管理方式が統一 されていない事等が原因 して、 ゲー トウェイによ る処理が必要であ

る。

又、根本的 には互換性の無 い複数 の標準が、ユーザーに混乱を もた らしている。

⑥ 一⑥ デ ィジタル多重化方式及び監視制御方式が標準化 されてお らず、結果 的には

同一 メーカーの製 品間で ないと接続 出来ない。高速デ ィジタル網を利用 した企業の広

域ネ ッ トワークの実現 にあた って は、機種選定 の自由度が著 しく阻害され るばか りか、

一旦選定 したメーカーの製品開発力や販売政策 に長期間左右 され る事 となる
。

⑦一⑦ 各種の電子 メールサ ー ビスが行われているが、各サー ビスのネ ッ トワー ク間

接続が進展せず、閉 じたネ ッ トワーク内で しか通信 出来ない。今後 は電話 と同様 の利

便性が期待 され るが、MHSを 規定 して いるX400シ リーズの中で も 〈注>P1～P3と 比

べ るとP4は 未だ標準化が進んでお らず、NTTPCとKDMと の間で通信が出来無い等現実

の問題が発生 して いる。

デ ィジタルデータ網のパケ ッ ト交換 サー ビス(DDX-P)が 数多 く利用 されてい るが、

レイヤ1～3が 共通であ って も、 メーカーのネ ッ トワークアーキテクチャの差が原因

して上位層には整合性が無 い為、現実的には同一 メーカーの システム内の伝送 に しか

利用出来ず、異 メーカー間で はゲー トウェイを介 して これを利用 して いる。

① 一② アウ トプ ッ ト媒体 と してフ ァクシ ミリを使用す るケースが増加 しつつあ るが、

コー ド/イ メー ジ交換を行 う為 のイ ンタフェース仕様 や電話番号情報の受渡 し方法が

まちまちで、代替性 に欠 ける。

① 一④ ワークステー ションを単 にデータの表示装置 として使用するだけで無 く、C

ATVやTV会 議 のモニ ターや コン トローラー として利用す る等、LANも 含 あた共

有化が期待 されている。

① 一⑤ 従来か ら端末 －HOST間 の接続 は個別の仕様 に基づ いて個 々に為 されてお

り、r古 いケーブル程下 に有 る。』 と.いう設 備面での障害が発生 している。今後 は、

電話、 ワー クステー シ ョンや フ ァクシ ミリを始 め としたオ フィス機器、 コンピュー タ、

PBX等 の相互接続 が可能で、効率が良 く、加えて既存設備の有効利用を可能 とす る

汎用的なLANに よ るネ ッ トワークの統合化が望 まれ る。
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③ 一⑥MUX-PBX間 の仕様が標準化 されてお らず、同一 メー カー以外の機器 に

デ ィジタル接続出来 る可能性 は乏 しく、回線 や接続 され る各種の機器がデ ィジタル化

されて も、接続に当たっては一旦 アナ ログ信号 に変換す る必要が有 り、'結果 としてユ

ーザーは、デ ィジタル化のメ リッ トを全面的には享受 出来ない。

(注)P1～P3は,MHS勧 告で規定している主要なプロトコル

Pl

P2

P3

MTA(メ ッセ ー ジ転 送 エ ー ジェ ン ト)間 の プ ロ トコル

UA(利 用 者 エ ー ジ ェ ン ト)間 の プ ロ トコ ル

SDE(発 信 配信 機能)の プ ロ トコ ル

(2)ベ ンダー側か らの要件

情報処理 システ ムは、 ホス トコンピュー タを中心 に、ネ ッ トワニ クを介 して様 々な機能

を持 つ端末が接続 されて構成 され るのが一般的である。

ひ とっの情報処理 システムにおいては、情報の表現形式(符 号、デー タ構造 など)や 通

信処理方式 は統一 された ものが用 い られ、 システム内での情報交換 はス ムーズに行われ る。

しか し、ベ ンダーが異 なるシステムでは、データの形式や処理上の手続 き、通信方式等

が異 な ることが多いので、それ らの システムを相互接続 して情報の交換 を した り、共通の

アプ リケー ションを実施す ることは困難であ る。 同 じベ ンダーが提供 す るシステムにお い

て さえ、個 々の システム同士で データに互換性が得 られない ことが珍 しくない。

コンピュータによ る情報処理が普及 し、異なるベ ンダーの システム間で互 いにデータを

流通 させ たいとい うニーズが増えて きたため、 この点が大 きな問題にな っている。

互換性が十分でない主要な原因 と して、情報処理 システムを構成す る多様 な要素技術の

標準化が十分 に行われていない とい うことがあげ られ る。 さらに、個 々の要素技術 に標準

化 され た ものであ って も、 システム化す る際の組み合わせ方法が異なれば、 システム間の

相互接続がで きな くなるとい う点 にも注意を払 わねばな らない。

なぜ、要素技 術の標準化あ るいは互換性を保つ システム化が困難なのであろ うか。

情報処理 システ ムの開発は、ユ ーザー特有の多様なニーズを もとに、ベ ンダー側の新規

技術 開発を織 り込 んで進め られて きた。 この分野 における技術開発の速度 は きわめて速 い。

技術開発 はベ ンダー間の競争であ り、互換性の保持 と開発速度 は往 々に して相反す るも

ので ある。同一 のベ ンダーの システムにおいて も、 システムの性能 向上 のために新 しい技

術を採用す る時に、古 いシステムとの互換性が犠牲にされ ることがある。 さ らに、ベ ンダ

ーの市場戦略上 、他 システム との差別化を図 るため、意図的に互換性 を持 たせ ない ことも

ある。
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しか し、互換性 のない製品をむやみに作 り出す ことは、ベ ンダーの立場 として も得策で

ないことが多 くな った。ネ ッ トワーク化が進 む ことによ り、互換性のない製品 は他の シス

テムと接続がで きず、 自 らの適用市場 をせば めて しま う。製品を開発する上で も、互換性

の少ない技術や製品 は他への流用がで きず、生産性低下、開発 コス ト上昇の原因になる。

そ こで、ネ ッ トワーク技術をベース とす る情報処理 システ ムの開発において、通信処理

機能など、 いろいろな アプ リケー シ ョンが共通 に使用で きる機能を、アプ リケーシ ョンと

切 り離 して標準 的な形で利用で きるよ うに し、製品の互換性保持 と開発効率化を図るよ う

にな って きた。

通信 に関す る機能を分類 ・整理 し、体系的 にま とめた ものをネ ッ トワークアーキテ クチ

ャとい う。ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャとは、通信 システ ム全体を、個 々の要素技術の階

層的な集 りと して とらえ、各要素技術の役 割分担 と相互関係 を明確に して、統一性があ る

(従 って、互換性が増す)形 で通信 システムを構築で きるよ うにす るものであ る。

以下では、ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャ的な観点か ら、ネ ッ トワー クを介 した情報処理

システムの相互接続 にっいて述 べる。

2.1.2ネ ッ トワーク技 術か らみた相互接続

ネ ッ トワー クアーキテクチ ャの階層構 成 は、上位層 と下位層に大別す ることがで きる。

上位層にはアプ リケー ションに依存度 が高い機能がおかれ、下位層 には実際のネ ッ ト

ワークに依存度す る機能が位 置す る。

(1)相 互接続を可能 にす る条件

ネ ッ トワークを介 して情報処理 システムを相互接続す る目的は、異なる システ ムあるい

は機器間で共通 のアプ リケーシ ョンを実行す ることで ある。 これを可能 にす るためには、

各 々の システ ム、機器間において情報の表現方法や伝達方法に互換性 を持 たせ なければな

らない。

現実の システ ムで は、情報を表現す る符号や、情報 をフ ァイルに記録 する際の様式、あ

るいはそれ らをネ ッ トワークを介 して伝送す る ときの通信制御方法 などがそれ ぞれ異な る

ので、互換性を持 たせ るために、なん らかの変換作業が必要 にな る。

2つ の システムをA、Bと した とき、AとB2つ の方 式を相互接続す るための変換方法

には、次 の3つ がある。

(a)Aの 方式をBの 方式に合わせ る(ま たはその逆)。
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(b)A、B両 方式 を相互変換す る装置(ゲ ー トウ ェイ)を 作 る。

(c)A、Bを 各 々C方 式に変換 して接続す る。

A、B2つ の方式において、片方の比重が他方に くらべて きわめて大 きいときは(a)の方

法が とられ る。例えば、B方 式 のホス トコンピュータにA方 式の端末を接続 す るよ うな場

合である。 しか し、 このような方法を とるたあには、合わせる側 に他方の方式が完全 に分

か っている必要があ る。A、B各 々の方式が異 なるベ ンダーの もので ある場合、技術情報

が公 開されてい るケースを除 き、 この条件が満足されない ことが多 い。(技 術情報 の他 に、

使用権 など別の問題が障害 になることもある。)

A、B両 方式 と もシステ ムの規模 が大 きい場合、(b)の方法が とられ る。 この方 法によれ

ば各 々の システ ムの変更が不要 なので、過去の資産の流用性が高まるとい うメ リッ トが あ

る。 しか し、 この方法 には以下 に示 すい くつかの問題がある。

・ゲー トウ ェイを作 る側においては両方の方式が完全に分 かっていな けれ ばな らない。

これ は、(a)の問題 と同様で、ベ ンダーの技術情報の非公開性が障壁になる ことが多 い。

・両方式の機能差。両方式で共通に使用で きる機能は低 い側の もので制 限され るので、 シ

ステム全体 と して十分な機能が発揮で きない。

・相互接続す るシステムが増え ると、 ゲー トウ ェイの数が組み合わせ分必要 になる。例 え

ば、2シ ステムな らゲー トウェイは1個 でよいが、3シ ステムで は3個 、4シ ステムでは

6個 の よ うに増 える。 ゲー トウェイの数だけで はな く種類 も増え るので、開発 コス トが膨

大 にな る。

ネ ッ トワー ク化 により相互接続すべ きシステムが増加す ると、(b)方式の対応で は実現が

困難 にな り、(c)方式が適 当にな る。(c)では各ベ ンダーが 自システムと、共通方式であ るC

方式 との ゲー トウェイを作 るので、ベ ンダーの技術情報の非公開性 が障壁 になることはな

い。開発 す るゲー トウェイの数は相互接続す る システム数の和なので、 システ ム数が増 え

るほど(b)に くらべて経済的になる。

(c)方式 のポイ ン トは、共通のC方 式 と して適 当な ものが得 られ るかど うかであ る。 共

通方式の機能が不足すれば、 これがネ ックとなって全体の機能を低下 させて しまう。 さら

に、方式 の共通性 を保っために母体 とな る組織が必要であ る。(方 式 の審議 ・決定、資料

化、維持 ・管理 などを行 う。)こ の共通方式 と して適 当な ものの例 は、公的機関 によ って

標準化 される方式であ る。 ネ ッ トワーク相互接続のための標準方式 を実現す るため、IS
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0/CCITT(国 際標準化機構/国 際電信電話諮問委員会)な どの国際標準化機関、各

国の諸機 関において活発な活動が行われてい る。

(2)ネ ッ トワー クアーキテクチ ャの標準化

1974年 にIBMがSNA(SystemsNetworkArchitecture)と い うネ ッ トワー クアーキ

テ クチャを発表 して以来、汎用 ホス トコンピュータを持 つメーカーの ほとん どが、独 自の

ネ ッ トワー クアーキテ クチャを持つよ うにな った。ネ ッ トワークアーキテ クチ ャという概

念を製品に取 り入れる ことによ り、通信をベースに した情報処理 システ ムの開発が効率 化

され、 システム拡張の際に製品 の互換性 が取 りやす くな った。

しか し、ベ ンダーごとにネ ッ トワークアーキテ クチャが異な るため、マルチベ ンダーの

システムを構築 したい というニーズには十 分に応え られない。 これを解決する方法のひ と

つが、(1)の(c)方 式である。標準化 されたネ ッ トワークアーキテ クチ ャを作 り、標準ネ ッ

トワークアーキテクチ ャを共通方式 と して異 な るベ ンダー同士の システムを相互接続 させ

よ うというものであ る。 さ らによい方法 と して、ベ ンダ ー独 自のネ ッ トワー クアーキテク

チャをゲー トウェイによ って変換す るのではな く、初めか ら標準ネ ッ トワークアーキテ ク

チ ャに従 って個 々の システムを作 ってお けば、ゲー トウェイを経由することによ る機能や

性能の低下を避 け られ、 コス ト的だ も有利にな る。

ネ ッ トワークアーキテ クチ ャの標準化 は、ISOとCCITTの 共 同作業 によって進め

られている。 この標準ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャはOSI(OpenSystemsInterconnec-

tion)と よばれ、通信 に必要な機能 を7つ の階層に分 けて規定 してい る。

OSI標 準の作成 は1978年 か ら開始 され、1988～9年 に主要部分の標準化が終 る計画 に

な っている。

しか し、OSIの 標準化が終 った と して も、それを使 ってす ぐに製品の開発がで きるわ

けで はない。OSI標 準 は、広い適用範 囲を持 たせ るため規定内容が多岐に亘 っている。

内容にはさまざまの選択肢がっ け られ、 アプ リケーシ ョンによ って最適 な方法 を選べ る

よう にな っている。その選び方がベ ンダー ごとにまちまちであれば、や はり製 品の互換性

はな くな って しまう。

そのため、OSIの 標準化作業 と並行 して、実 際に製 品を作 るための標準機 能の選 びか

たを規約化す る作業が行われている。 この規約 の ことを 「機能標準(FunctionalStandard)」

とい う。

機能標準の作成 は、ISOやCCITTと 別組織で行われている。 日本で は、INTA
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P(情 報処 理 相 互 運 用技 術 協 会)やTTC(電 信 電話 技 術協 会)な どの 民 間 団体 を 中 心 に

進 め られ(JISやJUSTと も関連 す る)、 米 国 で はCOS(CorporationforOpenSys-

tems)、NBS(NationalBureauofStandards)、 欧 州 で はSPA'G(StandardsPromoti-

onandApplicationGroup)、CEN/CENELEC(EuropeanCo㎜itteeforStanda-

rdization/EuropeanCommitteeforElectrotechnicalStandardization)な ど の機 関 が、

相互 に 調整 を と りなが ら進 め て い る。

機 能 標準 で は、 基 本 的 な アプ リケ ー シ ョ ンに対 して、OSI標 準 の 中 か らどの よ うな機

能 を 使用 す るか を 定 め る。 各種 のパ ラ メ ー タに対 して も具 体 的 な値 を決 め、 実 現 され る シ

ステ ムの機 能 に大 きな差 異 が生 じな いよ うにす る。 この よ うに して決 め られ た機能 の集 り

を機 能 プ ロフ ァイル と呼 ぶ こ とが あ る。

アプ リケー シ ョ ンの種 類 と して、 次 の よ うな ものが 標準 化 の 対 象 に な って い る。

(a)FTAM(FileTransferandAccessManagement;フ ァイ ル転 送 とア クセ ス管 理)

(b)MHS/MOTIS(MessageHandlingSystem/MessageOrientedTextInter-

changeSystems;メ ッセ ー ジ通 信 処 理 システ ム/メ ッセ ー ジ指 向 型 テ キ ス ト交換

システ ム;両 者 は同 じ もの で あ るが 、CCITT(MHS)、ISO(MOTI

S)で 呼 びか たが 異 な る。)

(c)分 散 デ ー タベ ース ア クセ ス

(d)ODA/ODIF(OfficeDocumentArchitecture/OfficeDocumentInterchange

Format;事 務 文書 体 系/事 務 文 書 交換 様 式)

(e)ト ラ ンザ ク シ ョン処 理

2.1.3今 後の課題

(1)ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャ標準化の促進

OSIと してのネ ッ トワークアーキテ クチ ャ標準化及 び機能標準 の早期作成が、ネ ッ ト

ワー クによる システ ム相互接続 を容易 にする うえで、効果が きわめて大 きい。各 国で は、

民 間団体だ けで な く、政府機 関 もさまざまな形でバ ックア ップを して いる。主要 なベ ンダ

ーあるいはユ ーザーか ら十分な支持が得 られれば、 ここ数年の間に標準が固 まり、普及が

始 まろ う。特に普及 の初期にあたって は、 マルチベ ンダー システムを構築で きるよ うな強

力 なユ ーザ ー、あ るいは公的機関な どが積極的に標準方式を採用 して い くことが、普及 に

対 して効果的である。
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(2)異 種 システムの相互接続

OSIの よ うな標準 システムを介 さないで異種 システ ムの相互接続を行 う場合、接続の

ための技術情報の開示が必要である。 しか し、 このよ うな情報 は、 それを開発 したベ ンダ

ーの固有財産であ り
、 その権利 は法律によ って保護 されている。扱 いについては、立場 に

よ って利害関係が異 なる場合があ り、相互接続 を行 う場合にはケースバイケースで問題解

決を図 って いかねばな らない。 この問題 については、ユ ーザー、ベ ンダー各 々の権利を尊

重 しっつ、良識あ るルール作 りを図 ってい く必要が ある。

㈲ 標準ネ ッ トワークアーキテクチ ャによ るシステム相互接続

標準ネ ッ トワークアーキテ クチ ャを介 して の システム相互接続は(2)のよ うな問題が少な

いので、標準その ものが支持 されれば、有効 な方法 となろ う。そのためには、標準 ネ ッ ト

ワークアーキテクチ ャが実用的な レベルで十分 な機能を持 ってお り、かっ実 際の製品上で

の実現が容易 な もので なければな らない。

もう一 つ重要 なことは、標準ネ ッ トワー クアーキテクチャに準拠 した製品に対す る機能

面の保証である。通信 のためにはか な り複雑 な処理機能が必要 なので、2っ の システムを

接続す る前 に、両 システムが標準を正 しく実現 していることを確認 しておかなければな ら

ない。 さもない と、接続 に不具合が生 じた ときの処 置が困難になって しま う。 この保証 の

ための事前試験 を コンフォーマ ンス(適 合性)試 験 とい う。 コンフォーマ ンス試 験 は、欧

米では一部の通信機能について既に実施 されてい る。

米国で は、1984年 にITI(IndustrialTechnologyInstitute)の 中にNETC(Netwo-

rkEvaluationandTestCenter)が 設立 され た。 ここでは現在、OSIに 準拠 したMAP

(ManufacturingAutomationProtocol)方 式のLANに 対 して、LLC、 トラ ンスポー ト、

セ ション、CASEに っいての試験を行 って いる。

欧州では、前述のCEN/CENELEC、SPAGが 官民一体 とな って、EC内 で統

一 された機能標準を作 り、 それを欧州標準規格(EuropeanNorm)と して制定 しよ うとして

いる。 この標準規格に沿 った製品に対 し、欧州 全体で有効 となる適合性試験を行 うサー ビ

ス(EuropeanConformanceTestingService)実 施機関の設立を1985年 か ら進 めてい る。

日本 にお けるOSI準 拠製品の適合性試験実施計画は、欧米よ り遅れている。現在 は、

前述のINTAPに おいて適合性試験 システム開発計画が進め られてお り、TTCで も検

討がなされてい る。 ネ ッ トワー ク相互接続 のために適合性試験 は不可欠の もので あ り、早

急に、公平 な立場で コンフォーマ ンス試験を行 う機関の設立が望 まれ る。
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2.1.4将 来 動 向

現在の コンピュー タ通信 は、EDPシ ステムなど数値処理 を中心 に した業務向けの も

のが多 い。 しか し今後 は、 メ ッセージ通信(電 子 メールなど)や データベー ス検索の よ

うなよ り広い情報通信に適用 され ることが増える。 コンピュータ通信に使用 され るメデ

ィア も、従来 の数値 デー タや文字の ほか、図形、画像、 あるい は音声 などの多様な メデ

ィアが対象になる。

このよ うな種 々の メデ ィアを用いた通信サー ビスは、テ レマテ ィー クサ ー ビスとい う

呼びかたで標準化が進 め られている。 これ らはネ ッ トワー クアーキテクチ ャの標準化 そ

の ものではないが、密接な関係を持 っている。情報の表現形式 にかかわ る部分 など、種

々の通信機能が標準ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャのなかに取 りこまれてい る
。

これか ら普及が予想 され る情報通信 サー ビスは、既存の情報処理 システムで は扱 って

いない ものが多 いため、 システム間相互接続 に対す る既存 システ ムか らの制約条件 が少

ない。標準 ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャが普及す るため には、それ に適 した、ニーズの

高い アプ リケー ションが必要である。テ レマテ ィークサー ビス、あ るい は電子 メールな

どのサー ビスはOSI標 準ネ ッ トワークアーキテ クチャの普及を促進 させ る効果的 な役

割を果 そ う。LAN(LocalAreaNetwork)やISDN(lntegratedServicesDigital

Network)な どのネ ッ トワー クシステム も、新 しい技術であ るために比較 的、既存 システ

ムか らの制約条件が少ない。 これ らのネ ッ トワーク技術 も、OSI標 準 ネ ッ トワー クア

ーキテクチ ャをベ ースに して発展す るであろ う
。

OSIに 対す るベ ンダーの対応 は、その立場によって差はあ るものの、おおむね肯定

的である。近 い将 来には、各ベ ンダー独 自のネ ッ トワー クアーキテ クチ ャとOSIと の

相互変換技術が開発 され、異種 システ ム間の相互接続 はよ り広 い範 囲に普及が進 もう。
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2.2ネ ッ トワー クの相互接続

各企業 におけるネ ッ トワー クと言えば、従来データ通信を中心 としたアナ ログ回線 によ り構

成 される伝送路網が中心で あ った。昭和60年 春の通信関連法の改正 によ り、企業内の通信 にと

どまらず、企業 間にまたが った通信が大幅 に自由化 され た。一方 これ に関連 して、高速 デ ィジ

タル伝送サー ビスの開始、 デ ィジタルPBX、 小形 のパ ケ ッ ト交換機、FAXの メー リング ・

システム、マルチメデ ィア多重化装置、各種LAN等 企業内、企業 間の通信の効率化を可能 と

す る商品が続 々とメーカーか ら発表 され ている。

この様 な環境下で昨今の企業 内ネ ッ トワー クはデ ィジタル化、マルチメデ ィア化が進展 し、表

2-1に 示す様 に各企業 にお けるネ ッ トワークが高度化、複雑化 の傾向にある。

既に、 デー タ通信 システムという単一 メデ ィアにおけるネ ッ トワークの世界 において は2.1、

2.3に 述べ られ る様 に、異種 システム間、異種のLAN接 続等 が実現 されると共 に、 ネ ッ トワ

ー ク相互の接続が実現 され
、企業内、企業 間の活動 の効率化、迅速化が進 め られている。

しか しなが ら、通信技術の進展 に伴ない、 デ ィジタル化、 マルチ メデ ィア化が進 む過程 の中で

のネ ッ トワーク相互接続 において は、新 たな問題等が発生す ることは、デー タ通信 システムの

相互接続 の経験か ら容易に想定で きる。本項 目では今後 の各企業の有す るネ ッ トワー クの相互

接続 について検討 する。

表2-1ネ ッ トワーク利用形態 の変化

≠

國

口

1ヶ 所 に設置 された計算機に、 マルチ ・ド

ロ ップ方式や時分割多重装置を利用 して集

中的 に接続 され る形態であ る。

現在で も多 くの データー通信 システ ムのネ

ッ トワーク形態 は本構成を採用 して いる。
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基本的に計算機構成の一部で ある通信制御

装置(FEP、CCP等)を 利用 した小規

模なネ ッ トワーク形態で ある。

複数 ホス ト計算機が存在す る場合には、本

構成 によ りネ ッ トワー クの形態の シンプル

化及 び通信 コス トの削減 を実現 している。

最 も進んだネ ッ トワーク形態であ り、ネ ッ

ト構成を集約 ・統合 させて いる。物理的な

ネ ッ トワー ク構造を シンプル化 させ、かっ

論理的な音声 ・電話 ・画像 データ等各 メデ

ィア毎 の論理のネ ッ トワー クを重豊 させて

いる。
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2.2.1現 状 と問題点

(1)ネ ッ トワー ク相互接続事例

①パ ブ リック網の相互接続(電 話網 とDDX(P)網 の相互接続)

NTTで は全国網 と して完成 された電話網 と経済的な通信料 のパ ケ ッ ト網 とを相互 に

接続す ることによ り、両網の メ リッ ト、即 ち、電話網の安 い基本料 とDDXパ ケ ッ ト交

換網の遠近隔差の小 さい通信料を生か し、高品質のデ ータ通信 システムを構成で きる新

しいネ ッ トワークサー ビスを提供 して いる。

網間接続構成 の概要を図2-1に 示す。

/、

収容局 中継局TS-DT

×
＼

r、

T-PMX

PS

∠ × ×
デ ー タ端 末

κ
/×
＼

収容局 中継局

ノ

/

＼

PS

×
ノ

セ ン タ ー

電話網 パケット交換網

図2-1電 話網 とDDX(P)網 の相互接続

この網間接続 においてはTS-DTとT-PMXが 相互接続のゲー トウ ェイ装 置の

機能 を実現 して お り、デー タ端末 と してデータテ レホンを使用 した場合、電話交換 の

基本信号であ るPB信 号 の受信、通信 フェーズの音声、データの切 り替え、プロ トコ

ルの変換等の処理 を実施 している。

また、電話網 一パ ケ ッ ト網間の呼制御、課金制御を実現 して いる。・

参考に、電話網側 の加入端末形態を表2-2に 示す。
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表2-2電 話網加入形態

端 末 種 別 通信速度(b/s)

種 別 伝 送 手順 200 300 1200

データテレホン

プ リンタホ ン

テ牙スプレイホン

X.28Da槍 一 ○ 『

デ ー タ端 末

無 手 順

(X.28Data)
○ ○ ○

会話 形ベーシック

手 順
○ ○ ○

全2童 形・← シック

手 順
○ ○ ○

②第三者のネ ッ トワー クを介 した相互接続

a)全 国銀行デー タ通信 システム(全 銀 システム)

第三者のネ ッ トワークを介 した ネ ッ トワー クの相互接続例 としては、全銀 システム

が代表的な例 と言 って良 いであろ う。

全銀 システムの システム構成 図を図2-2に 示す。

全信金 ・系統農協 ・全信
組 労 金 等 ネ ットワーク

「

東京セ ンタ

〕(響)支 店

「 「

l

l 変
ト

オンライン ∠

＼
1

ま
ト

[1

棚 ・/

o

地銀

胤之
⊥＼
相銀

ぽ之
上＼

日銀 セ ンタ

決済 フア

嚥
(オフライン)一 {

」_」

|

1
1

〔〕
LJ

図2-2全 銀 システム構成図

全銀 システムは、国内の殆ん どの金融機関を結 んだ為替のメ ッセー ジ交換 システム

であるが、観点 を換えて見 た場合、各金融機関が各々抱えている 自行ネ ッ トワー ク相

互 を接続 している形態 として と らえることが出来 る。

当然、 自行内の為替 メ ッセ ージは自行ネ ッ トワーク内に閉 じて通信 が終 了 し、他の
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金融機関向けの為替 メ ッセー ジが全銀 システ ムとい う第三者 のネ ッ トワークを介 して

目的 とす る金融機関のプ ライベ ー トなネ ッ トワー クに送 り込 まれ る形 となる。 これ ら

を可能 とす るために、全銀協で制定 したプ ロ トコルが大 きな役割を果た してい る。

b)FINE(FinanciallnformationNetwork)

FINEは 複数の銀行 と複数の企業 を自由に接続す る全国規模の フ ァームバ ンキ ン

グ用 ネ ッ トワー クシステ ムで ある。一般 に、企業は複数の金融機関 と取 引を形成 して

企業活動を実施 してお り、各企業 において銀行取引情報 に関する諸業務、企業内のオ

ンライ ンネ ッ トワー クと各金融機関の もっオ ンライ ンネ ッ トワー クを相互 に接続す る

ことによって大幅な効率化 を実現す ることが可能 となるため、NTTが 第三者的な立

場で提供 してい るネ ッ トワー クシステムで ある。

FINEの 構成 イメージを図2-3に 示す。

FINEに よるネ ッ トワーク相互接続 の特徴 は、各企業 の端末が、 コンピュータ,

データ端末,フ ァクシ ミリ端末等選択の幅が あ り、 メデ ィアの変換 をす るとともに、

APレ ベルまでの変換 を実現す る様 に配慮 している点にあ る。

参考 までにFINEを 通 じて提供 され るファームバ ンキ ングサ ービスを表2-3に

紹介す る。

A銀 行

/

フ

/

一

ク
ヤ

、
一

一

/

ワ

/

ト

/

・

戸
>

E

>
/

N

＼

/

F

D証 券

図2-3FINEに よ るネ ッ トワ ー ク相 互 接 続
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表2-3FINEサ ー ビス内 容

・預金残高照会

金 融 取 引 情 報
・入出金明細通知 等

金 融 市 況 ・債権 ・株式市 況照会

経 済 情 報 ・国債金融情報 等

・給与振込依頼

資 金 決 済 情 報 ・総合振込依頼
・公共料金引落依頼 等

・コンサルティング情 報 照 会

資金 ・資産運用管理情報
・資金集 中 ・分散 等

③ ホス トーホス ト結合 によるネ ッ トワー クの相互接続

受発注処理を行 うネ ッ トワークシステムと在庫管理を行 うネ ッ トワー クシステムの間

で在庫情報 の伝達及び出庫指示の伝達のたあに異 なる企業 間で のネ ッ トワーク相互接続

の例があ る。 この ケースで は各 々の使用す るプ ロ トコルは勿論、製品 コー ドの体系、出

庫オ ーダの形成等全てに亘 って異な ってい るため、 ホス トーホス トの結合に際 して、そ

の間にプ ロ トコル コンバ ータを介在 してネ ットワークの相互接続を実現 させている。

この ケースの相互接続 イメージを図2-4に 示す。

在庫管理システム プロトコルコンバータA商 社

Bメ ー カ ー

図2-4プ ロ トコル コンバータを介 した相互接続

プ ロ トコル コンバ ー トに際 して、各手順 に対応 した通信制御 ソフ トのみな らず、製品

コー ド、出庫 オーダ等 の変換 も必要 とな り、その開発の負荷は大変大 きな もの となって

いる。実際、手順対応 の ソフ トが完成 して も接続 テス ト段階で は リンクの確立す らおぼ

っか ないのが一般的であ り、オ ンライ ンスコープ等を挿 入 しなが ら、解析す るとと もに、

相方での細 い仕様検討 と同一の 目標 に向 うとい う相互理解 に立 った協力が必要 とな るの
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が一般 的な傾向であ る。

④LANに よるサ ブネ ッ トワークの相互接続

甲[F甲 甲 甲

工 コ

パ ソコン通信サービス

在庫 管理業務
ソフ ト開発

顧客管理業務
受発注処理業務

図2-5A社 のLANに おけるサ ブネ ッ トワーク接続

A社 の場合、各部局で使用す るLANは 同一 メーカーに統一 してサブネ ッ トワー クを

構築 してい るが、各サブネ ッ トワー クの相互接続 に際 して ゲー トウェイプロセ ッサを介

している。 これは、各LANの サ ブネ ッ トワーク毎 に独立のア ドレス体系を持 っている

ためネ ッ トワーク ・トータルのア ドレスの整合を図 り、かつ相互のサ ブネ ッ トワーク間

の擾乱 の防止のために導入 していると想定 され る。

以上、ネ ッ トワー ク相互接続 の事例をデー タ通信ネ ッ トワークを中心 に並 べて きたが、

これ らの事例か ら、ネ ッ トワーク相互接続 時の問題点を以下 に整理 して見 る。

② ネ ッ トワー ク相互接続における問題点

a)網 間接続 におけるア ドレス体系の処理

一般 に、一つの閉 じたネ ッ トワークの世界で は、端末、 ホス ト等 に付与 され るア ド

レスに一意性があ ることが要求 され る。 そ うで なければ一度ネ ッ トワーク内に発生 し

た呼 はど こへ向 って良 いか判 らな くな り、ネ ッ トワー クの機能が損 なわれて しま う。

各企業が有す るネ ッ トワー クはそれ ぞれ一意性 を満足 してお り、そのネ ッ トワー クが

相互 に接続 された途端、ア ドレス体 系その ものが異 な った り、或 いは、一意性 が崩れ

て しま うのが一般 的な形である。相 互接続を行 う都度 ア ドレスの再付与を実施す るこ

とは事実上不可能で ある。

このため、以下の方法 により対処 してい るのが現状である。
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ア)第 三者 の提供す るネ ッ トワークを介在 してその整合を図 る
。

イ)ゲ ー トウェイプ ロセ ッサを介 して、呼接続の都度対照 テーブル によ り管理す る。

b)プ ロ トコル整合 に伴な う問題

データ通信ネ ッ トワー ク相互の接続では常にっ きまとう問題であ り
、一般 にネ ッ ト

ワークアーキテ クチ ャの上位 レベルにっ いては
、アプ リケーシ ョン ・ソフ トウェアの

仕様に負 う部分が大 きく、相互接続を実施す る相方の技術者 で十分整合性を図 るため

の事前調整が行 き届 くが、ネ ッ トワー クレイヤ以下の レベルとな ると、 メーカー依存

が高 くな り、調整 に難航 し、正常 に接続 出来 るまで に数 ヵ月か ら半年 とい
った期間を

要 している。 この点 にっ いては再度後述する ことと したい
。

c)マ ルチベ ンダー構成 によ る問題

マルチベ ンダー構成を と っているネ ッ トワーク システムで は
、前述のプ ロ トコルの

問題 も当然発生す るが、物理 レベルの インタフェースにお いて も信号線の省略 の考え

方が メーカーによ って異 なった り、使用す るLSIの 違いか ら信号線 の立上 り時間等

にずれが発生 し、 ス レッシュホール ドの近辺での動作時 に原因不 明の通信断を発生 さ

せ る。

また、時分割多重化装置や、 デ ィジタルPBX
,パ ケ ッ ト交換機 などで は、設計思

想 の違いが生 じ、 フ レームイ ンタフエースやプ ロ トコルのサポー ト範囲が異な り
、 メ

ーカー提供のイ ンタ フ
ェースのままでは相互接続が不可能 な状況である

。

d)セ キュ リテ ィ対策

デー タ通信ネ ッ トワー クで は最近ハ ッカーによる トラブルの発生頻度が 高 くな
って

お り、ネ ッ トワー クの相互接続が行われた場合、一方 のネ ッ トワー クが侵入 しやすい

ネ ッ トワー ク構造 にな っていると、相互接続を した他方のネ ッ トワークへ も侵入が容

易にな りやすい・ この様な観点か らホ目互接続 に際 して、 セキュ リテ 。対策 とし・う識

を持 って十分 な処置を取 っている例 を見ない。

この結果、一方のネ ッ トワーク内の トラブルが他方のネ ッ トワークへ影響 を与えて し

ま うことにな る。

e)故 障時の分界点

コモ ンキ ャ リアが提供す るネ ッ トワークにお いては
、ネ ッ トワー クの分界点を必 ら、

ず明示 している。 これはネ ッ トワー クが提供す る通信機能に異常が発生 した場合
、 そ

の責任分界を明確化 してお くことによ り
、ネ ッ トワー クを利用す るユーザーへの影響



を小 さ くすることと共 に、ネ ッ トワー ク内の技術の進歩に伴 な う効率化の影響をユ ー

ザーに対 し及ぼ さない様 に配慮 されている。 しか し、各企業がネ ッ トワークを相互 に

接続す る場合、必 ず しも個 々のネ ッ トワー クの分界点を明示 して いないのが実情であ

る。

この結果、相互接続 され たネ ッ トワーク内の トラブル長時間化やネ ッ トワー クの硬

直化を招 く恐れがあ る。

以上 ネ ッ トワークの相互接続の事例 に基づ く現状 と問題点 につ いてデータ通信の メデ ィアを

中心 に述べたが、表2-1に 示す様 なマルチメデ ィア化され たネ ッ トワー クにおける相互接続

の形態 にっいてはまだ例 はな い。

しか し、マルチメデ ィアネ ッ トワー クにおける相互接続 にお いて も同様 の問題 を抱え ること

とな る。

2.2.2網 間接続 方 式 の比 較

網間接続方式 の比較 を、表2-4に 示す。

表2-4網 間接続方式の比較

アドレス体 系 の プ ロ1コ ル の マ ル チ ベ ン ダ ー

接 続 方 式 セ キ ュ リテ ィ 故 障 対 応
整 合 整 合 対 応

第三者のネ ッ ネ ッ ト側で吸

トワー クを介 ネ ッ ト側で 収またはネ ッ ネ ッ ト側で

在 ト提供標準プ 同 左 同 左

〔全銀NETFINE〕
吸収 ロ トコルによ

り対応

吸収

サ ブネ ッ トワ
一 ク トー タルネ ッ 基本的には同

{㌶1〕 トで統 一 一 メ ー カ ー
同 左 相 互 で 対 処 同 左

ホ ス ト結 合 、

又 はノード結 合 ホス ト又は コ

.

開麸〕
ンバ 一夕で対

処

同 左 同 左 同 左 相 互 で 対 処

ゲ ー トウ ェイ

GWで 対 処 同 左 同 左 同 左 GWで 対 処
結 合
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2.2.30Sl標 準 プ ロ トコル

1.3でOSIの 適 用 例 につ い て述 べ られ て い るが、 この 中で 特 にネ ッ トワー ク層 に お け る標

準 化 の動 向及 びサ ブセ ッ トの切 り出 し等 にっ いて 述 べ る こ と とす る。

現在OSIに お け るネ ッ トワー ク層 につ い て は、 プ ロ トコル と してISOCLNS、T.70

(CSDN用)、X.25(84年 版)の3種 類 が認 め られ てお り、 これ らの 各 プ ロ トコル と利

用 通信 網 及 び上 位 レベ ル の プ ロ トコル と組 合 せ(サ ブ セ ッ トの切 り出 し)に つ い てISOの 場 で

標準 化 す る動 きが あ る。

一 方CCITTSG8で テ レマ テ ィー クにお け る利 用通 信 網 別 の利 用 プ ロ トコル と して は
、

CSDN用 と して2オ クテ ッ ト簡 易 ヘ ッダ ー、PSDN用 と してX.25、 電話 網 と してX .25と

い う形 で 標 準 化 の動 きが あ り、ISOに お いて も同 じ考 え方 で整 理 され 、標 準 化 の 動 きが あ る。

一 方ISDNに お け るBチ ャネ ル の場 合 もX
.25と 言 う動 きが あ る。他 方 、 国 内 で はINT

AP(情 報 処 理相 互 運 用 技術 協 会:InteroperabilityTechnologyAssociationforInformation

Processing)の 場 で議 論 され て お り、 製 品化 に際 しての 調整 も含 め て議 論 され て い る。 しか し、

INTAPの 検 討 が即 国 内 の標準 化 に結 ば れ る とい う状 況 で は な く、今 後OSIの サ ブ セ ッ ト切

り出 しのための国内統一 の議論の場 の設定 と国際標準化への働 きか けによ り、今後 のネ ッ トワー

ク相互接続が 円滑化する ことになろ う。

2.2.4プ ロ トコル整合 問題

データ通信ネ ッ トワー クにおいて は、ネ ッ トワーク相互接続時に必ずプ ロ トコルの不整合問

題 に遭遇 してい る。郵政省ネ ッ トワーク化推進懇談会における調査で はk14.2%の プロ トコル、

25%の 企業で不具合が発生 して いると レポー トされてい る。更に新 たな環境 として マル チメデ

ィア化、デ ィジタル化が進 むネ ッ トワーク システムにおいて は、マルチベ ンダー化 によ るネ ッ

トワークの構築が実施 される傾向にあ り、データ通信 メデ ィアのみ な らず音声の メデ ィアで も

メーカー間の設計思想 、イ ンタフェースの差異 による不整合問題が発生 して いる。

① 上位 レイヤ

上位 レイヤ(セ シ ョンレイヤよ り上)の レベルで は(2)のb)に 述 べた様 にAPの 仕様 に基

づ く要素が高い。 しか しこの レベル はサー ビス仕様 とい う面が強 く、サ ー ビスを受 ける側で

整合化を図 るべ きだ と考える。

② 下位 レイヤ

下位 レイヤ(ト ラ ンスポー トレイヤよ り下)の レベルでは、ネ ッ トワー クを有す る企業 そ
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の ものがその技術的バ ックボー ンが弱 いとい うのが実情 であ り、更にメーカーその ものにお

いて も技術者が少い状況であ る。

このため、LAN-LAN結 合、 ホス トーホス ト結合形式での相互接続形態で は、 しば し

ば大問題 となって、 その調整に膨大な時間 と稼働を要 す ることが多い。 これ はメーカーサイ

ドに立 った場合、 自社 の通信制御 ソフ トウェアを変更 す ることとな り、その管理、改造 に伴

な う出費が必ず しも回収 出来ない とい う問題 を抱え るため、ネ ッ トワー ク相互の メーカー間

で対立す ることとな る。

これ は、プ ロ トコル とい うものは論理的な世界 に終始 してお り、通信制御 ソフ トウ ェアへ

のイ ンプ リメン ト段階で発生す る種 々の解釈、未規定部分等 に対 して きめ細 い配慮がな され

ていないとい うことに起 因 してい る。 このため、 同 じJ手 順、全銀手順、HDLC手 順等 と

いった代表的な標準手順の ソフ ト同士で通信が不可 となるとい う事象が発生す る。

また下位 レイヤにな ると、ハ ー ドの違 い(使 用す る素子の違 い)か らタイ ミング的な レベ

ルで整合が とれな くな るケースがあ り、 この場合のメーカーサイ ドの負担 は通信制御 ソフ ト

ウ ェアの改造以上 にその負担が重 くな って くる。

一方、一応の通信が可能 とな って も、その後数 ヵ月の期 間に亘 って原因不明の トラブルが

発生す るケースが多 い。 これ は、 ある特殊 な環境条件下 でのみ プロ トコルの不整合が発生 し

ている ことに起因 している場合が多 い。

この様 に下位 レイヤでのプロ トコルの整合 を図 ることは、実環境を得て、初 めて真の整合

が実現 され るもの と理解 し、その上 に立 ってネ ッ トワークの相互接続を実施す るのが リスク

回避の上で望ま しい。

③ マルチベ ンダーにおけ る問題

各企業が企業内のネ ッ トワークのINS化 を進 め るに当ってその重要性か ら、マルチベ ン

ダーによる構築を基本 と している。その結果、 マルチベ ンダー化の問題 は、 データ通信 の メ

デ ィアではプロ トコルの整合 とい う点を除いて余 り大 きな問題が無か ったが、 マル チメデ ィ

ア化 されたデ ィジタル ・ネ ッ トワークの構築が進展す るに従 って出現 して来た。

実際、マルチメデ ィア ・ネ ッ トワー クを構築す るための機器開発が各メーカー競争で実施

され、ネ ッ トワー ク機器 開発 において重要なイ ンタフ ェースに関す る調整が置 き去 りにされ

たき らいがあ る。 このため、時分割多重化装置の多重化 フ レーム構成、デ ィジタルPBXの

多重化イ ンタフェース、パ ケ ッ ト交換機のプロ トコルサポー ト範囲等 メーカー間の差異が生

じ、 メーカー間の互換性、相互接続を不可能 として しまい、多 くの企業が困惑 して いるのが
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実情であ る。 また、 これ らのイ ンタフ ェース整合 を図るため、その内容 の開示を求 めて も、

企業秘密を盾に拒否 され るとい うのがマルチベ ンダー化 を阻害 してい る一因で もあ る。 これ

は、 開示す ることによ り他競争 メーカーにノウハウが流 出す ることとな りメーカーサイ ドと

しての立場 もあ り、やむを得 ない状況がある。

一47一



2.2.5網 サー ビスの種類 と機能

ネ ッ トワー クの相互接続を可能 とす る網サー ビスと しては、

・専用線サー ビス

・電話網サー ビス

・DDX等 汎用VANサ ー ビス

・フ ァクシ ミリ網 サー ビス

が挙げ られ るが、電話網サー ビスにおける電話の公事接続を除いて通信 の相互接続 は 自由に

な っている。

(1)NTTの 網サ ービス

a)専 用回線サ ービス

専用回線 を提供す る専用サ ービスには、周波数帯域を保証す る帯域品 目とビッ ト保証を行

う符号品 目に大別 され、表2-5に 示す品 目が ある。

表2-5一 般専用 サー ビスの品 目

区分 品 名 内 容

帯

域

品

目

自

由

利

用

3,4KHz
通常0.3キ ロヘルツか ら3.4キ ロヘルツ まで の周波数帯 域を伝 送す るこ

とが可 能な もの

3.4KHz

〔S)

通常0.3キ ロヘルツか ら3.4キ ロヘ ルツ までの周波数帯 域を伝送す るこ

とが可 能な ものであ って,伝 送特性 に関す る補 正を した もの

48KHz 通 常60キ ロヘル ツか ら108キ ロヘル ツまで め周波 数帯 域 を伝 送す るこ

とが 可能な もの

240KHz
通常312キ ロヘル ツか ら552キ ロヘ ル ツまでの周波数 帯域 を伝送す る こ

とが 可能 なもの

目

的

利

用

音声伝 送
通常 の音声伝送(通 常0.3キ ロヘル ツか ら3.4キ ロヘル ツまでの周 波数

A

帯域 を伝送す る もの.。)の み に利 用 す る ことが 可能 な もの

音楽 放送 音楽放 送(通 常0.3キ ロヘル ツか ら3.4キ ロヘル ツまで の周波数 帯域 を

伝送 す るもの。)の み に利 用 す る こ とが 可能 な もの

AM放 送
AM放 送 中継(通 常50ヘ ル ツか ら10キ ロヘル ツまでの 周波数 帯 域

を伝 送す るもの。)の み に利用 す る ことが 可能 な もの'

FM放 送
FM放 送 中継(通 常40ヘ ル ツか ら15キ ロヘ ル ツまでの 周波数 帯 域

を伝 送す るもの。)の み に利用 す る こ とが 可能 な もの

符

号

品

目

5(1b/s 50ビ ッ ト/秒 以下の符号伝 送が 可能 なもの

100b/s 100ビ ッ ト/秒 以 下 の符 号伝 送が可 能 な もの

200b/s 200ビ ッ ト/秒 以下 の符 号伝送が 可能 なもの

300b/s 300ビ ッ ト/秒 以下 の符 号伝 送が 可能 な もの

L200b/s 1.200ビ ッ ト/秒 以下 の符号伝送 が可能 な もの

2.400b/s 2.400ビ ッ ト/秒 の符 号伝 送 が可 能 な もの

4.800b/s 4,800ビ ッ ト/秒 の符 号 伝送 が可 能 な もの

9、600b/s 9,600ビ ッ ト/秒 の符 号伝 送 が可 能 な もの
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この専用 サー ビスには次のよ うな特徴があ る。

①通信相手が各回線毎 に固定 されている。

②常時通信回線が設 け られてお り、直 ちに通信を開始で きる。

③料金は通信時間に関係 しない定額料金である。 したが って、通信量が多 い場合 は有 利に

な る。

高速デ ィジタル専 用線で は64kb/sか ら6144kb/s迄6種 類の速度 クラスを提供す る。 これ ら

の回線 に対す るユーザー ・網 イ ンタフェースの中で特 にイ ンタフ ェース速度の標準化が重要

であ り、①極 力種類を少 な くしてユーザーの利便 と量産 によ る経済化を図 ること、② 宅内配

線長及 びイ ンタフェー ス回路の経済性 を考慮す ること、の両者 の条件か ら表2-6に 示す3

種類を設定す ることとした。

表2-6速 度 クラスとユ ーザ ー ・網 イ ンタフェース及び加入者線伝送方 式

∠]†{]-
DTEDSU

ユーザ ・網 インタフ ェース

回線の速度 クラス
(kb/s)

・分岐接 続サー ビスの概要

分岐接 続サー ビスについては、48kb/s以 下のデ ィジタル専用線で は既 にサー ビス提供 して

いる こと、又、 ア ンケー ト調査結果で も付加サー ビスと して最 も要望が多か った ことか ら、

高速 ディジタル専用線 において もポイ ン ト・ツー ・ポイ ン ト回線 に次 ぐ付加 サー ビスの第一

段 として、昭和61年5月 よ り分岐接続 サー ビスの提供 を開始 した。

本分岐接続 サー ビスの概要を表2-7に 示す。
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表2-7分 岐接続 サー ビスの仕様

項 目 仕 様

方 向{生 片方向分岐及び両方向分岐

分 岐 単 位
契 約速度 によ る等 速度 分 岐

(束 単位の分岐であり.チ ャネル毎の個別処理 はない)

分 岐 回 線 の 対 線 数 4線{ア ナ ログ専 用線 見合 で の表現)

分 岐 回 線/1ケ 所 無 制 限

分 岐 箇 所 数 無 制限(但 し,孫 分 岐は禁 止)

分岐点での情報伝 送条件

主局 → 従局:同 報 通信

従局→ 主局lSビ ッ ト"1"の 回線 の情 報 のAND

従局 の全 て がSビ ッ ト"0"な らalr`1"

主局 →主局:同 上

・分岐回線例

片方向分岐回線 、両方 向分岐回線 の回線例 を図2-6、 図2-7に 示す。本例 はいずれ

も主局一従局、主局一蓋局間において同時に通信す る場 合を示 してお り、 この場合端 末側

で は図に示 した如 く、ある局の通過 させたい タイムスロ ッ トに重 なる他の局の タイムスロ

ッ トにはall"1"を 挿入す る必要が ある。 この操作を行 うことによ り分岐回線を用いて

各局 間に論理的なパ スを張 ることが可能 となる。

M
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図2-6片 方向分岐回線例
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b)加 入電話サ ー ビス と加入電信サー ビス

交換回線 は加入電話 サー ビスと加入電信 サー ビスの2種 類があ る。

加入電話 サー ビスでは電話交換網 を通 して端末 と情報処理 セ ンター とが接続 され、0.3～

3.4KHzの 帯域 内での交流符号伝送に用 い られる。 この回線 は電話交換機を介 して通信回線

が設定 され るため専用 回線 に比べ伝送品質が悪 くなるのが一般的であ り、通信速度 と して

はそれほど高速の ものは利用で きない。現在の ところ概 ね1,200ビ ッ ト/秒 程度の伝送が可

能 である。

加入電信サー ビスで は加入電信網を通 して端末 と情報処理セ ンター(通 常端末はテ レッ

クス端末)が 接続 され、50ビ ッ ト/秒 以下の直流符号伝送 に用い られ る。

これ らの交換回線 には次の特徴が ある。

①通信相手が固定されず、 ダイヤルによって任意の時に任意の相手 と通信することがで き

る。

②公衆交換網 サー ビスで あ り、加入 してい るすべてのユーザーに対 して通信が可能であ る。

ただ し、通信速度や符号 、伝送制御手順等が一致 している必要がある。

③料金は、一定 の基本料 と通信時間に比例 した従量制の通 信料 とを加算 した もので ある。

したが って、通信時間が短 い場合に有利 とな る。

④通信速度について は、 もともとこれ らの通信網 が電話や加入電信用に設計 されているた

め以下のよ うな制 限があ る。

ア.電 話網で は、概ね1,200ビ ッ ト/秒 以下の交流符号伝送が可能であ る。2,400ビ ッ

ト/秒 以上になる と十分な伝送品質が得 られない場合があ る。

イ.電 信網で は、50ビ ッ ト/秒 以下 の直流符号伝送に限定 され る。

⑤通信す る場合、通信相手 との回線 を設定す る時 間が必要である。

ア.通 信相手 と通信回線 を設定す るためのダイヤル終了後、通信が開始で きる迄 に最大

15秒 程度 の接続時間がかかることがある。

イ.通 信相手 が話 中等のため、す ぐにかか らない ことが ある。

⑥交換機等の設備が電話や加入電信用に設計 されてい るため、デー タ通信等に使用す る場

合は、期待す る伝送品質が得 られない ことが ある。

電話網 を利用 して200ビ ッ ト/秒 、1,200ビ ッ ト/秒 符号伝送時の ビッ ト誤 り率 は相 当

ば らつ きが あるが、NTTの 標準 モデムを使用 した標準接続系 にあ って は、概ね80%の

接続呼が1×10"5を 満足す る。
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c)DDX網

デー タ通信は電文長が非常 に長い ものか ら短かい ものまで、 また通信量が非常に多い も

のか ら少な いものまで非常 に幅広 い トラピック特性 を もって いる。 このよ うなデー タ通信

に対 して経済的な交換網サー ビスを提供す るため、NTTで はデ ィジタルデータ交換網 と

して回線交換方式 とパ ケ ッ ト交換方式の二つの交換網 の開発を進めて きた。

回線交換方式 は高速、高品質で任意の相手 とデー タ通信がで きる交換サ ー ビスで あ り比

較 的長電文、高密度のデー タ通信やデ ィジタル ・ファクシミリ通信 に適 してい る。

また、パケ ッ ト交換方式 は高速、高品質で任意の相手 とデ ータ通信がで きる交換 サー ビ

スであ り比較的短電文、低密度 のデー タ通信に適 している。特 に、伝送品質にす ぐれ、更

に速度 の異なる相手 との通信等 の従来 の通信網 にはない新 しい形態 を可能 と している。

・デ ィジタルデータ交換網 のサー ビス機能

デ ィジタルデータ交換網 は高速 ・高品質で多彩なサー ビス機能 を経済的に実現 してい る。

具体的には、デ ィジタルデータ交換網 は次のよ うなサービス機能 を持 っている。

(i)広 範 囲の通信速度 をカバ ー している。

ディジタルデ ータ交換網で は200ビ ッ ト/秒 か ら48キ ロビッ ト/秒 まで広範囲の通

信がで きる。使用で きる端末速度 をまとめ ると表2-8の とお りであ る。

表2-8デ ィジタルデータ交換網の端末速度 クラス

端 末 同期方式
回 線 交 換

サー ビス

パ ケ ・
.ト交 換 サ ー ビ ス

一 般 端 末 パ ケ ッ ト

形 態 端 末

200ビ ッ ト/秒 調 歩 式 ○ ※ ○ 一

300ビ ッ ト/秒 調 歩 式 ○ ※ ○ 一

1,200ビ ッ ト/秒 調 歩 式 ○ ※ ○ 一

2,400ビ ッ ト/秒 同 期 式 ○ ○ ○

4,800ビ ッ ト/秒 同 期 式 ○ ○ ○

9,600ビ ッ ト/秒 同 期 式 ○ ○ ○

48キ ロ ビッ ト/秒 同 期 式 ○ 一 ○

※パスを設定 した後は、それ以下の速度による通信 も可能である。
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(ti)高 い品質、信頼性 を実現 して いる。

デ ィジタルデ ータ交換網で は、伝送路 と して高 い伝送品質を持 ち、経済的に有利 な

ディジタル伝送路を利用 し、交換機 として はデ ィジタル伝送路 と親和性 のあるデ ィジ

タル交換機 を用 いて、高品質で経済的な交換網 を実現 してい る。 また、接続品質につ

いて も、高速共通線信号方式 を採用 した り、高速 のキ ャラクタダイヤルを使用す るこ

とによ り接続時 間を1秒 程度 に短縮 している。

更に、デ ィジタルデータ交換網 の信頼性 を高め るためには最新形 の電子交換機や高

品質のデ ィジタル伝送路を用い ると共に主 な装置は二重化 してい る。更に迂回 ルー ト

や予備ルー トを持 つなど してい る。

デ ィジタルデー タ交換網の品質はおおむね表2-9の とお りであ る。

表2-9デ ィジタルデー タ交換網の品質

種 類

項 目
回 線 交 換 パ ケ ッ ト 交 換

接 続 品 質

(接 続 時 間)
平 均1秒 以 下 平 均1秒 以下

伝 送 品 質

(ビ ッ ト誤 り率)

一6

10以 下

一10

10以 下

データ転送時間 な し 最 大0.4秒 程 度

(皿)多 彩なサービス機能 を実現 している。

現在デ ィジタルデー タ交換網で提供 されているサ ー ビス機能 は、表2-10の 通 りで

ある。
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表2-10デ ィ ジタル デ ー タ交換 網 の サ ー ビス機能

サー ビス機 能 内 容
回 線
交 換

パ ケ ッ ト

交 換

閉 域 接 続
あらか じめ登録された端末グループ内だけ端末相互の接続を行 う機

能で,指 定する相手以外か らのアクセスを自動的にシャットアウト
するため悪意呼や誤ダイヤルを防ぐことができる。

○ ○

相 手 通 知
通信に先立ち,網 から発信者には着信者の番号を,着 信者には発信
者の番号を通知する機能で,こ れにより通信相手が確認でき通信の
保護が厳重に行われる。

○ ○

短 縮 ダ イ ヤ ル
通信相手の番号を2桁 の番号に短縮 して事前に登録することにより
この短縮番号を使って接続が出来る機能で,ダ イヤル操作を簡易化
・高速化 している。

○ ○

ダ イ レ ク ト ・ コー ル
発呼ボタンを押すのみで,あ らか じめ交換機に登録 している特定の
相手に接続する機能で,ダ イヤル操作を簡易化している。 ○ ○

通 信 料一 括 課 金
事前に登録 している端末に着信するすべての呼の通信料金を一括 し
てこの端末に課金する機能で,こ れにより通信料金をセンタ持ちに

することができ,支 払いの簡易化が図れる。
○ ○

着 信 課 金
発信者側の選択により。通信料を着信側へ課金するか,発 信側へ課

金するかを指定できる。
一 ○

相 手 固 定 接 続
パケット交換サー ビスについてのみ有効であり,通 信相手が同定 し
ている場合,発 呼,切 断の操作なしに接続できる機能

一 ○

パ ケ ッ ト多 重 化
パ ケット交換サービスについてのみ有効であり,1本 の加入者線で

同時に複数の相手と通信できる機能,
一 ○

国 際 接 続
DDXとKDDのVENUS網 との相互接続により,外 国のパケット交

換網に収容されている端末との通信力河 能である。
一 ○

d)F網

① デ ィジタル端末の収容

今後急増が期待 され るデ ィジタル端末(G4機)を 収容 し、既存の アナログ端末 との

相互通信を実現す る。

②B4判 端末の収容

事務用 として利用頻度 の高 いB4判 原稿の送受信 を可能 と し、A5、A4判 端 末 との

相互通信を実現す るための画面変換 などを行 う。
s

③ フ ァクシ ミリ伝言

伝言板 のフ ァクシミリ版 といったサー ビスであ り、登録者 の電話番号 さえ知 っていれ

ば、取出者が通信料を支払 って登録画面を受 け取 ることがで きる蓄積系 な らではのサー

ビスである。

④ フ ァクシミリ案内
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テ レホ ンサー ビスの ファクシミリ版で ある。 ファク シミリを一台持つだ けで情報提供

者 に容易になれ るメ リッ トが ある。

⑤ 送達結果通知

現 システムで は、不達 の場合のみ、その旨を不達通知文 と して配送 していたが、要求

により、正常 に送達 した場合 もその時刻 を発信側 に通知す るサー ビスである。

⑥ 夜間大量同報

トラピックの少 ない夜間帯 に多数相手(1000程 度)へ 同報通信を行 うサー ビスで

ある。翌 日の朝 まで に配送で きれ ばいい とい った、比較的緊急性 の低 い情報 を多数の相

手 に提供す るダイ レク トメール的な用途 に便利であ り、網 と して も昼 間帯の トラ ピック

ピークの低下が期待で きる。

⑦ 各種着信課金

セ ンタ ・エ ン ド形通信の利 用を促進す る、通信料の発信者無料、着信者課金を実現す

るサー ビスであ る。本 サー ビスによ り、 アンケー トの回収 などが容易 となろう。

⑧ 手書 き数字認識

エ ン ド・セ ンタ通信 に使用す るマークシー トにおいて、一定 の枠 内に書かれた手書 き

数字を認識 し、 コー ド情報 に変換す るサー ビスである。従来のガイ ドライ ン付数字認識

に比べ、利便性 に優れ る。

表2-11FICS-21サ ー ビス項 目等

分類 項 目 サービス予定 備 考

収端
末
機

客種

MF1形 ファ ク シ ミリ ○ A5判

MF2形 フ ァク シ ミリ ○ ∧4判

B4判 端末(G3機) ○ B4判
∨

デ ィ シタル フ ァク シ ミリ × A5判A4判B4判

サ

ー

ビ

ス

項

目

一 般 通 信 ○

エ ン ド ・エ ン ド通 信

1司 報 通 信
○

(max100)

親 展 通 信 ○
フ ァクシ ミ リボ ッ クス ○

閉 域 接 続 ○

短.縮タイヤル確認 ○

ファクシミリ伝言 ○

ファクシミリ案内 ○

夜間大損同報 ○

代 表 番 号 ○

蓄積時間延長配送 ×

送 達 通 知 ○

セ ンタ ・エ ン ド通 信

エ ン ド ・セ ン タ通信 ○
セ ンタ ・エ ン ドー・般通 信 ○

セ ンタ・エ ン ドII《1報通 信 ○
センタ ・エンド親展通信 O

FAX入 力短縮 ダイヤル登録 O

FAX入 力手書き数字認識 ○

認識不能位置通知 ○

対情報センタ閉域接続 ○

端末着信課金 ○

センタ着信課金 ○

16Hz着 信 ○

そ

の

他

収容情報セ ンタ数の拡大 ○

B4,1)F∧X端 末 関連

STOC局 間中継網機能 ○

STOC通 知文漢字出力 ○
コード・パターン変換 画 渡 換 ○

STOC呼 転送 ○

一56一



e)ノ ー リンギ ング回線

① 既設の加入電話回線の利用

水道、ガス、電気等の検針 は回数が少ないにもかかわ らず検針先が著 しく多 いため、

通信 コス トを低減 することが最 も重要であ る。 このため、新 たに通信回線 を設定せず既

設の加入電話回線 を利用す る。

② 無鳴動呼出機能

主 に夜 間の通話 の少ない時間帯を利用 して検針を行 い、設備の有効利用 も図 るが、検

針セ ンタか ら加入者宅の端末用網制御装 置を呼び出す 際、従来の電話 呼の呼出方式(極

反+16Hz)の ままで はベルが 鳴 って しま う。そこで、従来 と異な る呼出方式(斜 極反+

2,080Hz)を 採 ることにより、電話機のベルを鳴 らす ことな く検針で きる。

③ 加入者オ フフ ック検 出機能

検針中に加入者が発信 しよ うと した場合、電話機のオ フフ ックを検 出 して、直 ちに検

針 を中止 し、加入者の通話を優先させ る。

④ 局電源 の利用

最近 の半導体技術の進歩 によ り低消費電力素子が開発 され、 これを利用す ることによ

って、端末用網制御装置 は局電源で動作可能 となり、加入者宅か らの給電 を不要 として

い る。 発LS着LS－ 一

PU等TNR-NCU-C-NCUメ ータ
一

センサ

ll一 ◎一

田 巴 町[　 機
CPUC-NCU発LSNRT

舗 発呼i
番 号 第1ダ イヤル(PB)　 1接続　

《器あL⌒L
番 号NRT制 御 信 号(2,765Hz)A

着LSTNR-NCUセ ンサ

第2タ ηヤル要求信 号(1,700}{2
一

ノーリンキング呼出
(2,080Hz)

極反 「元三 「
極反1(課 金開始)一

躍
後以

　

端子選択符号(FS信 号)

テレメータ通1言(C-NCU,TNR-NCU間 はFS信 号)

NRT需[iliilif言号断
,1

願 復・日(麗 瓢
`'

復旧

接 続

データ

同一着LSit収 容 され る他の メータの検針を行う(箇 中Aに もどる)。

他のメータかない場合はすべての トレー'ンを復1目する。

図2-8接 続 シー ケ ンス
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表2-12NTT、NCCサ ー ビ ス エ リ ア と 専 用 サ ー ビ ス の 種 類

項 目
NTT 日 本 テ レ コ ム

(JT)

第 二 電 電

(DDI)

高 速 通 信
(TWJ)

東京 通信 ネ ッ トワー ク

(TTN)

営業開始 日 一 昭和61年8月1日 昭和61年10月24日 昭和61年11月11日 昭和61年11月1日

サ ー ビ ス エ リ ア 全国 東京都(島 しょ地域を除く)

神奈川県、千葉県、埼玉県、
静岡県、愛知県 岐阜県、

滋賀県、大阪府、京都府、

兵庫県

東京都
神奈川県、千葉県、埼玉県、

静岡県、愛知県、滋賀県、

大阪府、京都府、兵庫県

東京 都(島 しょ地 域 を除 く)

神 菊ll県 、千 葉県 、埼 玉県、

静 岡県、愛 知 県、大 阪府、

京都府 、兵 庫県

東 京 都 区内 のほぼ全域 と東京

都 下、 埼玉 、千 葉、神 奈川 、

茨城 、栃 木 、群馬、 山梨 、

静岡 各県 の一 部

専用 サー ビスの種類

・

1.一 般 専 用 サ ー ビス(帯 域)

・3 .'4KHz

(4800b/sま で 可 能)

・3 .4KHz(S)

(9600b/sま で 可 能)

・48KHz

・240KHz

・音 声 伝 送

・音 楽 放 送

・AM放 送

'FM放 送

2.一 般 専 用 サ ー ビス(符 号)

・50b/s

・100b/s

・200b/s

・300b/s

・ユ200b/s

・2400b/s

・4800b/s

・9600b/s

3.高 速 デ ィ ジ タ ル サ ー ビス

・64Kb/s

・192Kb/s

・384Kb/s

・768Kb/s

・15Mb/s

・6Mb/s

4映 像 伝 送 サ ー ビス

5.テ レ ビ放 送 中 継 サ ー ビス

6衛 星 通 信 サ ー ビス

7無 線 専 用 サ ー ビス

1.ア ナ ログ伝 送 サ ー ビス

・3 .4KHz

(4800b/sま で 可 能)

・3 .4KHz(S)

(9600b/sま で 可 能)

・音 声 伝 送'映 像 伝 送 に'

付 随 して 利

・AM放 送 用 す る場 合

、に 限 り提 供.

2.符 号 伝 送 サ ー ビス

・1200b/s

・2400b/s

・4800b/s

・9600b/s

3.高 速 デ ィ ジ タル サ ー ビ ス

・64Kb/s

・192Kb/s

・384Kb/s

・768Kb/s

・L5Mb/s

・3Mb/s

・6Mb/s

4.映 像 伝 送 サ ー ビス

L－ 般 専 用 サ ー ビス(帯 域)

・3 .4KHz

(4800b/sま で 可 能)

・3 .4KHz(S)

・(9600b/sま で 可 能)

・音 声 伝 送

2.一 般 専 用 サ ー ビス(符 号)

・1200b/s

・2400b/s

・4800b/s

・9600b/s

3.高 速 デ ィ ジ タル サ ー ビス

・64Kb/s

・ ユ92Kb/s

・384Kb/s

・768Kb/s

・L5Mb/s

・3Mb/s

・6Mb/s

L－ 般 専 用 サ ー ビス(帯 域)

・3 .4KHz

(4800b/sま で可 能)

・3 .4KHz(S)

(9600b/sま で 可能)

・音 声 伝 送'映 像 伝 送 に'

付 随 して 利

・AM放 送 用 す る 場 合

、に 限 り 提 供.

2一 般 専 用 サ ー ビス(符 号)

・1200b/s

・2400b/s

・4800b/s

・9600b/s

3.高 速 デ ィ ジ タ ル サ ー ビス

・64Kb/s

・192Kb/s

・384Kb/s

・768Kb/s

・1 .5Mb/s

・3Mb/s

・6Mb/s

4.映 像 伝 送 サ ー ビ ス

1.ア ナ ロ グ伝 送 サ ー ビス

・3 .4KHz

(9600b/sま で可 能)

・音 声 伝 送

2.一 般 テォ ジタ肩 云送 サー ビス

・2400b/s

・4800b/s

・9600b/S

3高 速 デ ィ ジ タ ル サ ー ビス

・64Kb/s

・192Kb/s

・384Kb/s

・768Kb/s

・1 .5Mb/s

・6Mb/s
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義2-13汎 用VAN(特 別 第 二 種)機 能 ・性 能 比 較 一 覧

事 業 社 名 インテック
沖 ネ ッ ト

サ ー ビ ス
共 同
VAN

日 本

イーエヌエス

日本 情 報

サ ー ビ ス
日本 電気 日 立 情 報

ネットワーク
富士通 インターネッ ト NTT

VANの 名称 AceTelenet OKI-VAN 未定 未定 JAIS-VAN C&C-VAN HINFT FENICS インターネッ ト DDX

サ

ー

ビ

ス

メ

ニ

ュ

ー

専用線 ○ ○ ○ ○ ○ ○

交 換(パ ケソト、回線) ○ パケット ○ ○ パケット ○ パケット ○ ○パケット ○回線 ○

通信処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

情報処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

デ ー タ ベ ー ス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
コンサルティ

ングサー ビス
PC-VAN

サ ー ビス

付加価値
サー ビス

コ ミュニケ ーシ

ョンサービス

付加 価値
サー ビス

第二 種パ ケ ッ

トサ ー ビス

メデ ィア
音声画像
デ ー タ

音声画像
デ ー タ

音 声 画 像

データ.複合
デ ー タ デ ー タ

音声画像
デ ー タ デ ー タ デ ー タ デ ー タ デ ー タ

回 線 ネットワークとの接続
Telenet 米Uninet 米Accunet

(AT&T)

GEISCO社

MARK皿

TYMNET 米 国 コンピュ

サ ーブ 社

ホ ス ト機 の メ ー カ ー
IBM、 富 士通

日電 、三 菱

沖 電 気、
ユ ニパ ック IBM

UNIX
搭載機等

日立 、IBM

日本電 気
日本電気 日立 富士通 日本電気 NTT

ア ク セ ス ポ イ ン ト

数(ケ 所)
65 20 14

20

(計 画中)
35 200 50 64

3

(予 定200)
675

サ

ポ

ー

ト

手

順

I

B

M

BSC ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

SDLC ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

HDLC ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

日電BASIC ○ ○ ○ ○ ○ ○
L

富士通BASIC ○ 予 定 ○ (予 定) ○ ○ ○

日立BASIC ○ 予 定 ○ (予 定) ○ ○

JCA ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

全銀協 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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事 業 社 名 インテック
沖 ネ ッ ト

サ ー ビ ス

共 同
VAN

日 本

イーエヌエス

日 本 情 報

サ ー ビ ス
日本 電気

日 本 情 報

ネットワーク
富士通 インターネッ ト NTT

VANの 名称 Ac(疵1enet OK卜VAN 未 定 未 定 JAIS-VAN C&C-VAN HINET FENICS インターネット DDX

X.25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
X.2584年

(計 画 中)
NSCCPIV TTY IEEE8023 JUST-PC他

Jusr-PC
(予 定)

JUST-PC他 無手順

サ ー ビス 時 間
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週
24時 間/日

7日/週

稼働端末台数 3000台 500台 180回 線 50000台 30000台 8000台 10000台 3000台 20000台

備考

(事 業開始 日)

パ ケット交 換

サー ビス

全国一 律

0.4円 力 ・サ ット
ノ 吟

(60.9.25)

電 子 メール

約100円/4KB

同 社 独 自 の

手 順

(60.12.1)

パ ケ ット交 換

サ ー ビ ス

全 国 一 律

0.4円/サ ット

(61.11.1)

現 在AT8π と

ジョイ ントベ

ンチャーを検

討 中

(61.10.1)

CAT端 末

含 む

(61.4.1)

PC-VAN

端 末 含 む

パケ ット交 換

サ ー ビス

全 国一 律

α4円/・eケット

(60.10.1)

伝 送 料

0.5円/128B

メ ー ル 料

2円/128B

(61.4.1)

パ ケ ット交 換

サ ー ビ ス

全 国 一 律

0.4円/〉 ケット

(60.10,1)

ネッ トワ→ 料

0.7円/128B

プ ロ トコル変 換

0.3円/128B

(6].10.30)

パケ ット交 換
'

サ ー ビス

1パ ケ ッ ト

α4円(～

100Km)

0.5円(～

500Km)

0.6円

(500Km以 上)

54,12.

回 線 交 換

55.7.

パ ケ ット交 換



2.2.6今 後の課題

今後、各企業 のネ ッ トワー ク化が推進 され るとともに、ネ ッ トワーク相互の接続が ますます

活発になる。 これ に伴 い前述 した相互接続上 の問題が クローズア ップされる こととな り、更に

社会的な投資損失 を招 くこととなろ う。現状 は1.3で 述べ られ た状況で あるが、マルチメデ

ィア、マル チベ ンダー システム構築に際 しての課題及 びその相互接続につ いての課題 について

述べ る。

(1)ネ ッ トワー ク機器 の相互接続を保障するイ ンタフ ェースの標準化

ネ ッ トワー ク機器 として は時分割多重化装置、デ ィジタルPBX、LAN、MODEM、

パ ッケ ト交換機が挙 げ られ るが、特 に時分割多重化装置、デ ィジタルPBXの 多重化 イ ンタ

フェースにっいて は、TTCの 場 において標準化が進め られ、国内規定の案が検討 され てい

る状況であ り、国際規格 としての標準化 についてはその後 と言 うことになる。 また、多重化

インタフェース部分だ けで はな く、監視 ・制御、試験 に関するプロ トコルの規定について も

標準化を実施す ることによ り、真の相互接続が可能 とな るわけであ り、 これ らを含 めた標準

化を図 りマルチベ ンダー接続の問題を早期 に解決す る必要が ある。

(2)標 準プ ロ トコル製品の設定

2.1.3に も述べ られて いるよ うにネ ッ トワー クアーキテ クチ ャにおける各プ ロ トコルにつ

いて製品化 を前提 と した木 目の細かい規定を実現する ことはかな り困難な ことであろ う。 こ

れに代わ るもの と して公的な機関での コンフォーマ ンス(適 合性)試 験を実施 する ことが望

まれ るが、更 に、一歩進めて各 プロ トコルのサブセ ッ トの切 り出 しが可能な標準製品を公的

な機関が実現す る事 によ り、相互接続 に際 し相互のネ ッ トワークが標準製品 と接続確認が可

能 となる環境を準備 す ることが望 まれ る。

(3)相 互接続 に対 するセキ ュ リティ

個 々のネ ッ トワー クにおける安全対策につ いては、通産省、郵政省、大蔵省等多 くの省庁

が真剣 に取 り組み その指針を明 らかに しているところであ る。 しか しなが ら指針の内容が実

現に際 しての具体性 に欠 けるところが多 く、 またネ ッ トワー ク相互接続時 の相互干 渉の防止

にっいての検討が不十分であ り、公的な機関による具体 的な施策事項の取 りまとめ と、基準

の制定が望 まれ る。
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2.2.7将 来 の展望

現在、各企業にお ける通信 システム はデー タ通信を中心 とした ものか ら、電話、FAX、

TV等 を含めたマルチメデ ィア化、デ ィジタル化が進み、 これ らに係わ るイ ンタフェース条

件 も標準化が進みマルチベ ンダーによ るネ ッ トワーク構築 はネ ッ トワー ク相互の接続が容易

になると考 える。

一方パ ブ リックなネ ッ トワー クとしてISDNサ ー ビスの開始 が予定 されてお り、ネ ッ ト

ワーク機能の高度化が進展す る。 この状況 を踏 まえ1』SDNに おけ るユーザ ー網イ ンタフェ

ースの標準化が急 ピッチに進め られてい るが、併せてOSI標 準ネ ッ トワー クアーキテクチ

ャをベ ースと したネ ッ トワークの高機能化、 高付加価値化が進 め られ るであろ う。

また、ネ ッ トワー ク機器及 びEDPシ ステム もこの動 きに連動 して イ ンタフェースのサ ポ

ー トとOSI製 品の開発が進み異機種 ネ ッ トワー ク間の相互接続が 国内に留 まらず国際間へ

と発展す ると考え られ る。
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2.3LANに おける異機種接続

構内ネ ッ トワー クの整理/統 合あ るいは分散 システム実現のため、LANに 対する期待 は大

きく、LANの 標準化の推進 とあいま って、多 くの企業/機 関でLANの 導入が進 め られて い

る。 ここで はLANに おけ る異機種接続の観点か ら、

・LANの 製 品 としての提供形態

・LANに おける異機種接続の考 え方 と現状 の問題

・今後の課題

につ いて述 べ る。

2.3,1LAN製 品の提供形態

現状LANと して製品化 されてい るもの は様 々あ り、LANを 導入す る ことによ り、実現で

きる機能 ・効果 も製品 ごとに異 なっている。

一言でLANと 言 って もケづル本数の削減な ど、ケーブリングの整理のみを実現す る ものか ら、電子

メール などの各種 アプリケションを実現す るものまであ り、LANと い う言葉が一般 に理解 し難 くなる

要因の一つ とな っている。(構 内モデムと同等 の ものをLANと 言 っているケース もある。)

これ はLANと して提供 される製品の範囲が、製品の種類 によって異 な ってい ることに起因

して いる。LAN製 品の提供範囲 と しては大 きく以下a.よ うに分け られ る。

・通信路 と しての製品を提供す るLAN(図2-9のa)

・通信路に ホス ト/端 末な どのDTE(デ ータ端末装置:DataTerminalEquipment)を 含 めて シ

ステムと して製品を提供す るLAN(図2-9のb)

ll

ll

a

b

図2-9LAN製 品の提供範囲

(1)通 信路 と して提供 され るLAN

多重、伝送、交換機能 を主機能 として、構 内ネ ッ トワークの整理/統 合を実現す るLANで

あ り、以下の特徴を持 つ。

・DTEと の イ ンタフェースは標準 インタフ ェースを提供 。

・既存DTEの 収容(LANへ の)が 容易 な ものが多い。
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・電子 メール等のサー ビス、アプ リケー シ ョンはDTEに 一任 され る。

(LANと して は特 に提供 しない)

(2)シ ステムと して提供 され るLAN

通信路 としての機能 に加え、DTEま で含 めて製品提供 され、電子 メールなどの各種 アプ リ

ケー ションをLANと して提供す るもので、以下 の特徴を持つ。

・電子 メール、キ ャビネ ッ トサー ビスな どのアプ リケーシ ョンを標準で提供。

・一般的に高速通信が可能。

・既存DTEの 収容(LANへ の)は 困難 な場合が多 い。

以下 、 システムと して提供 され るLANに おいて も、通信路部分のみをLANと して扱 い、

LANの 異機種接続 についてrDTEとLANと の異機種接続 」、 「LANを 介 したDTE間

の異機種接続」に分 けて述 べる。

－ LAN

LANとDT。_続 」

－ D

T

E

LANを 介したDTE間 の異機種接続

DTEとLANの 異機種接続では、LANにLANと 異機種のDTEを 接続す る ことであ り、異機種接

続が可能 となるとDTEと 異機種のLANを 介 して、同一機種のDTE同 士の接続が可能 とな り、一

つのLAN上 に、上位プロ}コルの異な るDTEの グループの共存(伝 送路の共用)が 可能 となる。

「 『 一 『 一 一 ー ー ー ー 一 一 ー ー ー ー ー 一 一 ー ー ー ー 一 一 ー 一 一 ー 一 一 一 一 一 一 『 一 ー ー 一1

L_______

「 一 会一 一 ー ー ー 一

1

__________」

一 ー 一 『 一 ー ー ー 一 一 ■

1

1

ヒ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 へ へ 　 　 へ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ヨ

図2-10LANを 介 したDTE間 の異機種接続

LANを 介 したDTE間 の異機種接続で は、DTEとLANが 接続で きることを前提 として、

一つのLAN上 に接続 された異機種 のDTE間 を接続 する ことである
。異機種接続が可 能にな

ると図2-10のDTE-AとDTE-Bの 通信が可能 となる。

一64一



2.3.2DTEとLANと の異機種接続

DTEとLANの 接続 にっいては、LANとDTEの イ ンタフェースの整合性が必要 とな る。

現状LANと して製品化 されている ものは多種多様であ るが、LANの 対DTEイ ンタフ ェー

スの観点か ら大 き く2っ に分類で きる。

一 つは従来か らの広域網 とのイ ンタフェース(V .24/V.35な ど)と 同等の イ ンタフェー

スを提供す るLANで ある。(以 降LANタ イプ1と 呼ぶ)

一方 は従来のイ ンタフェースとは異な り
、LAN専 用の高速(1～10Mbps程 度)の イ

ンタフェースを提供す るLANで ある。(以 降LANタ イプ2と 呼ぶ)

通常LANと 呼ぶ場合、LANタ イプ2のみを指す場合(狭 義のLAN)と タイプ1も含む場合(広 義のLAN)

があ るが、 こ こで はLANを 広義 のLANと し、タイプ1/2両方 にっいて述べ る。

(1)LANタ イプ1の 特徴

LANタ イプ1は 通 信路 と して製品提供 され、DTEと の接続 においては、電気 ・物理イ ン

タフェース(レ イヤ1)の 整合性 のみを必要 と し、以下の特徴 を持つ。(図2-11を 参照)

・DTEは 特 にLANを 意識する必要はない。

(DTEか らは通常 の専用線、電話網 などと同等 に見える)

・既存DTEの 接続 が容易。

・通常48Kbps程 度以下 の通信 に限定 され る。

図2-11LANタ イプ1
DTEDTE

7～3

2

1

ヤ

ヤ

ヤ

イレ

イレ

イレ

既 存 手 順

÷
↑

レイ ヤ1

LAN

÷
↑

広域網と同等

(2)LANタ イプ2の 特徴

LANタ イプ2は 、従来 はシステムとして製品提供 され るLANで あ ったが、LAN専 用の

イ ンタウェースの標準化 に伴 って、通信路 と して提供 され るもの もでて きた。DTEと の接続

にお いては、LAN専 用の高速 イ ンタフェースを提供 し、 レイヤ1の 整合性に加え伝送制御手

順(レ イヤ2)の 整合性が必要 となる。
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タ イプ2のLANと して はEthernet、 トー ク ン リ ングな どが あ り、以 下 の特 徴 を持 つ。

(図2-12を 参照)

・Mbpsの 高速通信が可能。

・高速交換通信が可能。

・既存DTEと の接続 は基本 的に困難
。

DTE図2-12 LANタ イプ2DTE

⇒=rホ
↑LAN↑

LAN専 用 イ ンタ フ ェー ス/手 順

レイ ヤ3～7

レ

イ

ヤ

2

レイ ヤ1

既存DTEと の接続 につ いてはアダプ タにて対応 してい る場合 もあ る。但 し、既存手順 ごと

に既存手順←→LAN手 順の変換 を行 うアダプ タを個別に用意 する必要があ る。アダプタは通

常LANの メーカーか ら提供 される。

DTE図2-13LANタ イプ2'

7
～

3

2

1

ヤ

ヤ

ヤ

イ

イ

.

イ

レ

レ

レ

既存手順
頃∈>

LAN手 順

広域網 ∈ 〉
インタフェースLAN

〈≒一一一一一一≒〉 インタフェース
レイヤ1レイヤ1

-〉

アダプタLAN

ア ダプ タに よ り接続 す る方 法 を以 降LANタ イ プ2'と 呼 ぶ。(図2-13を 参照)LANタ イ

プ2'は 通 常 通 信 路 と して 製 品提 供 され る。(LANタ イプ2のLANで システ ム と して 提 供

して い る もの で、 既 存DTEを 接 続 す るた め に ア ダ プ タを 用 意 して い る もの もあ る。)

(3)異 機 種接 続 の考 え方 と問 題 点

①LANタ イ プ1の 場 合

DTEと タ イプ1のLANと の接 続 に お いて は、 異 機種 接 続 の 場合 で あ って も電 気/物 理 イ
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ンタフェース(レ イヤ1)の 整合性が とれれば、基本的には接続可能であ る。 タイプ1のLAN

で用 いるイ ンタフ ェースは、広域網で使用 され る標準 インタフェースV.24/V.28、V.35な

どであ り、既存DTEで も幅広 くサポー トしている。 また伝送制御手順 はLANで は意識 しない

ため、伝送制御手順(レ イヤ2)の 整合性 は不要で ある。

既 存 手順

従 って異機種接続 を行 う場合は、DTEとLANと が同 じ標準イ ンタフ ェースをサ ポー トし

ている ことを確認すれ ば、基本的 には接続可能であ る。 しか し、モデム とDTEの 異機種接続

と同様 に同 じ標準 イ ンタフェースに準拠 と言 って も、細部 に亘 っては異 なる場合 があ り、稀 に

接続 出来な ことが起 こりうる。実際の接続 にあた っては、詳細な検討 を行わない と一概 に接続

可能 とは言えない。

例えば以下 のよ うな問題点があ る。

・標準勧告/規 約で定義 されている全てのイ ンタフェース信号がサ ポー トされ ているとは限

らず、逆 にそれ らの勧告/規 約で定義 されていないイ ンタフェース信号が+α として設 け

られている場合があ る。

・DTEで は通常 イ ンタフェース信号線間のタイ ミング(例 えばER信 号ONか らDR信 号

ON/RS信 号ONか らCS信 号ONま で の時間)に っいて監視 してお り、 そのタイ ミン

グ(時 間)が 監視の許容範囲を外れている場合がある。

・インタフ ェース コネ クタについて もネ ジ等が合わない場合があ る。

(JIS規 格 一一… メー トルネ ジ、米 国はイ ンチネ ジが多 い)

また、最近で はDTE、PBX、TDM方 式のLAN(デ ータハイ ウェイ)な どの間で多数

接続 され る回線を30本 程度多重化 し、高速回線1本 で接続す るインタフ・一ス(DMI、CPIな ど

と呼ばれて いる。)を サポー}するLANも 製品化 されている。多重化イ ンタフ ェース(図2-14を

参照)の サ ポー トによ り、DTE-LAN及 びPBX－ デー タハイ ウェイ間などの接続が、効

率的/経 済的 に行え る。多重化 のイ ンタフェースの現状 は、標準イ ンタフェースで はな く各 メ

ーカ独 自の ものであ るため異機種接続 は難 しいが
、国内においてはTTC(電 信電話技術委員

会)米 国 にお いて はT1委 員会でそれぞれ協調 して標準化を検討 してお り最終的 にはCCITTに

てISDN標 準の一環 として国際標準が勧告 され る予定である。
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図2-14多 重化 イ ンタ フ ェー ス

D◎.
TLAN

E

多 重 化 イ ンタ フェース

DMI:DigitalMultiplexedInterface⇒AT&Tが 提 唱

CPI:Computer-PBXInterface⇒NorthernTelecomが 提 唱

②LANタ イプ2の 場合

LANタ イプ2で は対DTEイ ンタフ ェース(レ イヤ1/2)がLAN専 用 とな るため、異

機種接続を行 う場合、DTEがLAN専 用の イ ンタフェースをサポー トして いることが条件 と

なる。LAN専 用 のイ ンタフェースはIEEE(米 国電気電子技術者協会)が 先行 して標準化

を行 ってお り、最近ISOに おいて一部国 際標準 とな っている。

タイプ2のLANはIEEEあ るいはISOな どの標準に準拠 しているもの と、独 自のイ ン

タフェースのみサ ポー トしている ものがある。

A

N

手

順

サ

ポ

ー

IEEE802.Xな どの

標準 ま た は独 自

LAN手 順

独 自のイ ンタフェースのみサポー トしてい るLANは 、通常、同一 メーカーのDTEの みを

接続す ることを前提 としてお り、異機種接続 は困難 であ る。仮に異機種接続を行 うとすれば、

LAN側 の イ ンタフェースをDTE側 に公開 しDTE側 でそれを新規 にサポー トす るか、LA

N側 で標準 イ ンタフェースをサポー トし、LAN側 のイ ンタフ ェースに変換す る(LANタ イプ2'

となる)必 要があ る。

IEEEあ るいは、ISOの 標準 に準拠 しているLANの 場合 は、DTE側 でLANと 同一
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の標準イ ンタフェースをサポー トしていれ ば、基本的には接続可能であ る。(図2-15を 参照)

LANとDTEと の接 続 にお い て は、 電 気 ・物 理 インタフ・一ス(レイヤ1)とMAC(MediumAccessControl)

サブレイヤ(レイヤ2の下 位 層)の 整 合 性 が 必 要 で あ る。(注)

注)IEEE/ISOで は レイヤ2をMAC、LLC(LogicalLinkControl)の2層 の サ ブ レイ ヤ構 成 を

と って お り、LLCはLANを 介 したDTE間 での 接続 時 に整 合 性 が 必要 とな る。

図2-15LANとDTEの 接続

DTEDTE

レイヤ3

～7

、'

・LANとDTEの 接続時整合性が必要 ・

,、
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現 在 、IEEE、ISOな どで 標 準 済 のLANに 関 す る規格 は以下 の ものが あ る。

(表2-14を 参 照)

表2-14標 準 済 のLANに 関 す る規 格

IEEE アクセス方式 伝送速度 距 離 変 調 ISO

802.3 CSMA/CD 10Mbps 500m ベ ー スバ ン ド 8802/3
10Mbps 200m 〃

lMbps 500m ノノ

10Mbps 3600m ブ ロー ドバ ン ド

802.4 TOKEN 1Mbps ブ ロー ドバ ン ド 8802/4
BUS 5Mbps ノノ

10Mbps ノノ

1Mbps キ ャ リアバ ン ド

5Mbps 〃

10Mbps ノノ

802.5 TOKEN 1Mbps ベ ー スバ ン ド 8802/5
RING 4Mbps ノノ

一

LANの インタフ・一ス と して 標準 化 され て い る もの は、 大 き く3種 類 あ り細 部 にわ た って は12種i類

もの標 準 化 が な され て お り、 更 にスロテッドリング方 式 な ど他 の標 準 インタフ・一スも検 討 中 で あ る。

現 在 、DTEを 提 供 す るメーカーで は、DTEでLANの 標 準 インタフ・一ス を 積極 的 にサポートして い るが 、 多

数 存 在 す る標準 インタフ・一ス を1つ のDTEで 全 てサポートす るの は困 難 で あ り、1っ 又 は数 種 類 の 標 準
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インタフェース に的を 絞 ってサポー1して い る。 従 って、 標 準 インタフ・一スをサポートす るLANで あ って も、

DTE側 で 同一 の 標準 インタフ・一ス をサポートして い る こ とが 、 異機 種 接 続 時 の最 低条 件 とな る。

一 方
、LANとDTEが 同一 の 標 準 インタフ・一ス で あ った と して も、 それ だ け で異 機種 接 続 が可 能 と

は言 え な いのが 現状 で あ り、 実 際 の異 機 種 接続 に あ た って は細 部 にわ た る検 討 が必 要 とな る。

例 え ば以下 の よ うな問 題 点 が あ る。

・標準 インタフェース の規 格 に規 定 され て い る部 分 につ いて は、 各 メーか が 独 自の規 準で 設 計 ・製 作

して お り、 その結 果 、 製 品 毎 に細 か な点 で実 施 方 法 の相 違 が 出て くる。

・標準 インタフ・一スの規 格 の 内 に は、 オプション機能 とな って い る部 分 が あ り、 そのオプションの有/無 の

違 い によ り、 接続 で きな いケース が発 生 す る。

・標 準 インタフェース準 拠 とい って も、一 部 規 格 を満 足 しな い部 分 が あ った り、 又 は独 自機能 を実

現 す るため に、 独 自の規 定 をインプリメン}して い るケース が あ る。

これ らの詳細 検 討 にあ た って は、LANとDTEの 異 機 種 接 続 の 形 態 によ り検 討 す る箇 所/内 容

が異 な る。 例 え ば、IEEE802.3に 準 拠 したLANは 、 同軸 ケーブル、トランシーバ、レピータ、DTEの 組 み合 わ

せ に よ り、 各 種異 機 種 接 続 パ ター ンが 発 生す る。

<A社 トラ ンシーバ/DTE、B社 同軸 ケー ブル(パ ター ン1)>

A社DTE

B社 同軸 ケ ーブ ル

A社 トラ ン シーバ

・ トラ ンシーバ と同軸 ケ ー ブル の整 合性 が必 要

稀 に 同軸 ケづ ルの 太 さ と1ランシーバが 合 わ な い場合 な どが あ る。 又 、 光ファイバーケーブル を 用 い

て い る もの につ いて は、 トランシーバとの インタフ・一スが 標 準 化 され て い な いた め通 常 光ファイバ

ーと トランシーバは同一 メーカーとな る。

〈A社 トラ ンシーバ/同 軸 ケ ー ブル、B社DTE(パ ター ン2)〉

B社DTE

A社 同軸 ケーブル

A社 トラ ンシーバ

・DTEと トラ ンシーバの整合性が必要

(SQEテ ス ト機能 などオプ シ ョン機能 の整合性が特 に問題 となる。パ ター ン1よ り

問題が多 い。)
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〈A社 同軸 ケ ー ブル 、B社 トラ ン シーバC社DTE(パ ター ン3)〉

A社 同軸 ケーブル

B社 トランシーバ

・DTEと トラ ンシーバの整合性 と トランシーバと同軸 ケーブルの整合性 が必要

(最 も問題の多 いパターンであ り、障害切分け等の観点か らも極力パターン1/2に すべ きであ る)

更に、 レピー タとの組み合わせ も合わせ ると、多数のパ ター ンが存在す る。

③LANタ イプ2'の 場 合

LANタ イプ2は対DTEイ ンタフ・一ス がIEEE802.3な どLAN専 用 で あ るた め 、LAN専 用 インタフ・一ス を サポート

して いな い既 存DTEと の接 続 が行 え な い。LANタ イプ2'は 既存DTEの 接 続 を可 能 にす るため に、

LANタ イプ2でアダプタを標 準 提 供 して い るLANで あ る。LANタ イプ2の対DTEイ ンタフ・一ス は、 通常 レイ ヤ2

の一 部 まで整 合 性 が必 要 な ため 、 アダプタで 電気 ・物 理 インタフ・一ス の変 換 と伝送 制 御 手 順 の変 換 を実

施 す る。

D

V24/Y28、

V35な ど
ア

ダ LANタ イプ2
T

E 頃∈ 〉

既存手順

ブ

タ
IEEE802.Xな ど の

一 標準又は独自　
LAN手 順

D

T

E

ア

ダ

プ

タ
ー

LANタ イ プ2

IEEE802.Xな ど の

標 準 又 は独 自　
LAN手 順

図2-16LANタ イ プ2'

LAN側 で 提 供 され るアダプタは、 図2-16の よ うに独立 タイプの もの とDTEに 内蔵 す る もの とが あ る。

電 気 ・物 理 インタフ・一ス の 整 合 性 につ い て は、LANタ イプ1に お け る異 機 種 接 続 と同様 に、 基本 的 に
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は接続可能であ るが、稀 に接続で きない場合 もあるため、アダプタとDTEと の間で細部にわた る検

討が必要である。(ア ダプタを用 い る場合 は、LANタイプ1に 比べて信号線 間のタイミング監視 にっいて、

よ り詳細な検討を要す る。)

伝送制御手順 について は、アダプタ側 でDTEの 手順 に合わせて個別に変換を行 う必要があ り、通

常、DTE側 手順の公開が必要 となる。又、ある限定 された伝送制御手順(例 えばTTY、BSC、

HDLCな ど)に ついては、アダプタ側で標準提供 してい る場合 もあ るが、同 じ手順であ って も実績 の

ない ものについては使用可能 な伝送 制御文字/デ リミタ、各種 タイマ値、電文長 などの詳細の整合性

の確認が必要 となる。

又、アダプタをDTEに 内蔵 する場合 は、上記、技術的な問題の他 に、DTEメ ーカーとアダプタメーカーとの間

での責任分界点、障害切分 け等の明確化 が必要 とな る。

④LANタ イプ1/2/2'混 在の場合

ブロードバンド方式のLAN、 ブリッジ/ゲー}ウ・イを標準提供 しているTDM方 式のLAN等 では周波数分割多

重あ るいは時分割多重 によ り、LANタ イプ1/2/2'の 機能を1っ のLANで サポー}している ものが ある。

(図2-17を 参照)こ れ らのLANは 対DTEの インタフ・一スの種類が豊富 な分だけ接続可能 なDTEの 範

囲 は大 きいが、実 際のDTEの 接続にあた って は、LANタ イプ1/2/2'の いずれかの条件で接続す る

こととな り、① ～③でのいずれかの条件を ク リアす る必要があ る。

タイプ1
時分割多重インタフェースDTE

周波数分割多重

DTE

タ イ プ2

イ ン タ フ ェ ー ス

タイ プ2'

DTE
イ ン タ フ ェ ー ス LAN

図2-17TDM方 式 のLAN
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2.3.3LANを 介 したDTE間 の異機種接続

DTEとLANの 接続が可能になると、 同－LAN上 で各種DTEの 共存 が可能 となるが、異機種の

DTE相 互 に通信を行 う場合は、更 に上位のプロトコル(OSIで い うレイヤ2～7)の 整合性が必要 とな る。

(一般 にレイヤ1～4を下位 レイヤ、レイヤ5～7を上位 レイヤと呼ぶが、 ここで は、LANとDTEの 異機種接続

で整合性が必要である レイヤよ りも、上位 とい う意味でレイヤ2～7を上位 プロトコルと呼ぶ。)

(1)LANタ イプによる違 い

LANを 介 した異機i種DTE間 の通信 は、基本的にはLANを 用 いない専用線、あるい は電

話網 によ る異機種接続 と同様 と考 え られ るが、前述のLANタ イプの違いによ り、一部異な る

部分があ る。

・LANタ イプ1の 場合

LANと して は電気 ・物理インタフ・一ス にっいてのみ関与 し、それ以上 にっいてはトランスペアレントなた

め、専用線等で通信可能 であれば、LANを 介 して通信可能であ る。

・LANタ イプ2の 場 合

LANは 伝送制御手順 まで関与 してお り、専用線等で,通 信が可能で あって もLANを 介 して通

信で きるとは限 らない。特 に現状 、専用線/電 話網等を用いた異機種DTEの 接続で幅広 く用 い

られて いる、べーーシック手jl頂、TTY手 順な どによる異機種接続 は、LANタ イプ2では使 用できない。

又、 レイヤ3、4な どの標準化 にっいて もLAN専 用 の サブセットが切 り出されてお り、専用線 などを

用いた場合 とは上位プロトコルが異 なる。
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・LANタ イプ2'の 場合

LANタ イプ1と同様、専用線等を用 いて通信可能 なDTEで あれば、基本的 にはLANを 介 して も通

信可能である。但 し、LANタ イプ1とは異 な り、伝送制御手順 を意識 しているため、LAN内 の遅延

等 によ り、DTE間 の通信 においてDTE側 の各種監視タイマ値をオ ーバす る場合が発生す る。

(2)異 機種接続の考え方 と問題点

① 標準プ ロ トコルを使用 しない場合

LANを 介 したDTE間 の異機種接続 を標準力 トコルを用 いず に行お うとす ると、以下 に示す3つ

の形態が考 え られ る。 いずれの場 合 も、標準 プロトコルを使用 した場合 に比べて、ユーザー及びメーかの

負担が大 きくなると共 に、機能面/性 能面での制約 も大 きい。(図2-18を 参照)

〈一方が他方 のプロ トコルにあわせ る形態 〉

ノ
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図2-18一 方が他方 めプロ トコルにあわせる形態

ベーシック手 順 、TTY手 順 等 にっ い て は、 各 メ十 と も公 開 が比 較 的容 易 で あ り、 又DTEで もサポート

して い る ものが 多 い た め、 現 状 、異 機 種 接 続 に お いて 幅広 く利 用 され て い る方 式 で あ る。

しか し、 高度 なネットワークサービスを 提供 す るHDLC手 順 をベースと した、 各種 ネットワークアーキテクチャを 用 い た

異 機 種接 続 、 あ るい はLANタ イプ2を用 い た異 機種 接 続 にお いて は、 現状 、各 メーか 独 自のアーキテクチャ

を用 いて い るた め、 以下 の 点が 問 題 とな る。

・Aプ ロ トコル の公 開 が必 要 。

・Aプ ロ トコル を公 開 す る場 合 に、 全 機 能 を公 開 しな い場 合 が 多 い。

・公 開 され て もDTEB側 で 類 似プロ1コルをサポートして い な い と、DTEB側 で 新 規 にサポートす るに は

費用 、 時 間 な どの面 で 一 般 的 に は 困難 で あ る。(図2-19を 参 照)
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〈ユ ーザ ー個 別 の プ ロ トコルを 双 方 で サ ポ ー トす る 〉
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図2-19ユ ーザ ー個別 の プ ロ トコルを 双 方 で サ ポ ー トす る場 合

大 規 模 なマルチベンダーネットワークを構 築 す る場合 に用 い られ る形 態 で あ る。 プ叫 コルの公 開 を必 要 と し

な いが 、ユーザー/メーか 一 体 とな った プロトコル仕 様 の検 討 が必 要 とな り、 高度 なスキルと時 間が 必 要 と

な る。

又 、 プロトコルの開 発 が ユーザー個 別 とな るた め、 開発 に も費用 と時 間 が か か る と共 に、 各DTEが 標

準 で 提 供 す るプロトコルに比 べ て、 機 能 的 に も劣 る場 合 が ほ とん どで あ る。(図2-20を 参 照)

〈プ ロ トコル変換 装 置(ゲ ー トウ ェイ)を 用 い る 〉

「
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図2-20プ ロ トコル 変換 装 置(ゲ ー トウ ェイ)を 用 い る場合
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ゲー トウ ェイを用い る形態は、以下 の点が問題 となる。

・Aプ ロ トコル又はBプ ロ トコルの公 開が必要

・複数 のプ ロ トコルが出て くるとそれ毎 にゲー トウ ェイが必要

(全 ての組み合わせの変換が必要)

・性能、機能 的に同一 プロ トコルでの通信形態に比べ劣 る

・ゲー トウ ェイの分だけ高価 になる

通常 は標準プロ トコル と独 自プ ロ トコルの変換、あるいは異 なるネ ッ トワー ク間の結合 など限

定 された範囲での使用 となる。

② 標準プ ロ トコルを使用す る場合(図2-21を 参照)

前述のよ うに、標準プロトコルを使用 しない異機種接続の問題を解決す るために、国内/外 の

各機 関で標準化が進 め られてい る。標準プロトコルには大 き く、国 際/国 内標準、業界標準、実

質標準 とがある。

)
LANA

図2-21標 準プ ロ トコルを使用す る場合

以下に主な標準プ ロ トコルの概要 を示す。

a)LANを 特 に意識 して いない標準 プ ロ トコル

・全銀プ ロ トコル

銀行間オ ンライ ン、及 び銀行 一企業 間でのフ ァームバ ンキ ングの普及を図るため、全銀協が

制定 した業界標準プ ロ トコル。

ベー シック手順(BSC)を ベ ースと しているため、LANタ イプ2で は使用で きない。

・JCA手 順

チェー ンス トアと問屋な どの取 り引 き先 とのオ ンライ ン化の推進 を図るため、 日本 チェー ン

ス トア協会が制定 した業界標準 プ ロ トコル。

全銀プロ トコル と同様、ベー シック手順(BSC)を ベースと してい るため、LANタ イプ

2で は使用で きない。
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・郵政省推奨パ ソコ ン通信方式

パ ソコンの普及 に伴 い、異機種パ ソコン間の通信を可能 とするために、郵政省 か ら示 され た

国内標準 プ ロ トコル。

OSIに 基本 的に準拠 したプ ロ トコルであ るが、電話網 の使用 を前提 と しているため、LA

Nタ イプ2で は使用で きない。

b)LANを 意識 した標準 プロ トコル

・TCP/IPプ ロ トコル

アメ リカ国防総省が標準化 したUNIXOSで の標準プ ロ トコルであ り
、IEEE802.

3に 準拠 したLANを ベ ースと している。

UNIXサ ポー ト機器で幅広 く標準 サポー トしてお り、IEEE802.3に 準拠 したLAN

を介 した異機種接続 用プ ロ トコル として大学 ・研究所 などで使用 されている。

IP:InternetProtocol(OSIレ イヤ3に相 当)

〔
TCP:TransmlsslonControlProtocol(OSIレ イヤ4に 相 当)

TCP/IPで はFTP、TELENET(RLOGIN) 、SMTPと も 標 準 化 し て お り 、

それ ぞれ フ ァイル転送、 リモー トログイ ン、電子 メールの機能が異機種DTE間 で実現で き

る。

FTP:FileTransferProtoco1(フ ァイル転 送 プ ロ トコル)

TELENET(RLOGIN):リ モ ー トロ グイ ン機i能

SMTP:SimpleMailTransferProtocol

(メ ー ル転送 プ ロ トコル)

・OSIプ ロ トコル

ISOが1977年 よ り検 討 を進 め て い る通信 プ ロ トコル の国 際標 準 で あ り
、 情 報 処 理 と通

信 網 、 テ レマ テ ィー ク系 との整 合性 を確 保 す る た め、CCITTと 協 調 して作 業 を 進 め て い

る。7層 の うち レイ ヤ5(セ シ ョン層)ま で は、 標準 化 が ほぼ完 了 し、現 在 、 レイ ヤ6、7

の標 準 化 作業 中 で あ る。

今 後 の検 討 作 業 は、 下 位4層 はISDNな どの新 しい通 信 媒 体 、上 位3層 は ネ ッ トワー ク管

理(OSI管 理)、 リモ ー トDBア クセ ス(RDA)、 トラ ンザ ク シ ョン処 理 な どの 、 よ り

高度 な アプ リケ ー シ ョ ンの検 討 が 中心 とな り、 この2～3年 の うちに 各 々規格 化 され る予 定

で あ る。(表2-15を 参 照)

OSIプ ロ トコルで は通 信路 と して広 域 網 、及 びLAN(タ イプ2)双 方 を意 識 して お り、
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レイ ヤ3、4に つ い て は、 レイ ヤ3:コ ネ ク シ ョン レス、 トラ ンス ポ ー ト:ク ラス4な ど、

LANを 意 識 したサ ブ セ ッ トを規 定 して い る。

表2-150SIプ ロ トコル

広域網 LAN

7 応用層 FTAM、VT、JTM、MOTIS、RDAな ど

6 プ レゼ ンテ ー シ ョン層 注

5 セ シ ョン層 注

4 トラ ンス ポー ト層 クラ ス0、2 クラ ス4

3 ネ ッ トワー ク層 X.25 コネ ク シ ョ ン レス

2 デ ー タ リンク層 HDLC LLC

CSMA/CD、 トー ク ンバ ス

トー ク ン リング1 物理層 V.24、V.35、X.21

注)5、6、7層 は業 務 処理 に よ って 、 サ ブ セ ッ トと して切 り出 され る。

・MAP(ManufacturingAutomationProtocol)

1980年 にGM(ゼ ネ ラル モ ー タ ーズ)が 提 案 したFA用 のLANの プ ロ トコル(レ イヤ

1～7ま で を対 象)で あ り、現 在 で は、FA用LANの 国 際標 準 と してOSIの 一 部 に取 り

入 れ られ よ う と して い る。

LANの 通 信 路 と して は、IEEE802.4の トー ク ンバ ス方 式 を採 用 して い る。

(詳 細 は3.2.5項 を参 照)

・TOP(TechnicalandOfficeProtocol)

BCS(ボ ーイ ン グ ・コ ン ピュー タ ・サ ー ビス)社 が推 奨 す るオ フ ィス用LANの プ ロ トコ

ル(レ イ ヤ1～7ま で を 対象)で あ る。

LANの 通 信 路 と して は、IEEE802.3のCSMA/CD方 式(10BASE5)を

採 用 して お り、 上位 層 はMAPと ほぼ 同様 で あ る。(詳 細 は3.2.5項 を参 照)

標 準 プ ロ トコルを 使用 す る こ とによ り異 機種DTE間 の 通信 は、標 準 プ ロ トコル を使 用 しな

い場 合 に比 べ容 易 に行 え る よ うにな る。 しか し、1.3.1項 で述 べ た よ うに国 際 標準 な どの規

格 化 が 完 了 した だ けで は、 必 ず し も異 機 種 接 続 が 可能 とな るわ けで はな く、 相 互 接 続 の実 現

に向 けて は機能 標 準 の作 成 、 あ るい は適 合 試 験 が 必要 とな る。

2.3.4今 後 の 課 題

(1)LANタ イプ1のISDN化

現 状 、 日本 国 内 に お いて は、 タイ プ1のLANが タ イプ2のLANよ り も多数 導 入 され て
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いるが、 タイプ2LANの 標準化の推 進、及 びLAN専 用 イ ンタフェースサポー トDTEの

増加 とあいまって、今後、LANタ イプ2の 導入に拍車がかか るであろ う。 しか し、広域網

において はマルチ メデ ィア化が進んでお り、構内において も音声、動画像 を含むマルチ メデ

ィアを一 つのLANに 統合 したいとい うニーズ は多 く広域網 との整合性 の観点か らも、今後

ともLANタ イプ1に 対す る要求 も多 いであろう。

LANタ イプ1に おいては、DMI、CPIな どの多重化 イ ンタフェースの標準化 をスタ

ー トとし、広域網 と歩調を合わせたISDN化 が必須 となろ う。

(2)LANタ イプ2イ ンタフェースの絞 り込み

LANタ イプ2に おいては標準化がな されてはいるものの、多数 のイ ンタフ ェースが標準

化 されて お り標準化 イ ンタフ ェースを有 したLANと い って も、同 じイ ンタフ ェースをDT

Eで サポー トしていないと接続不可 とな り、導入 したLANの 種類 によ り接続可能 なDTE

が制約 を受 け、又、場合によ って はDTEの 種別 ごとに複数のLANを 導入せざ るを得 な く

なる。

メーカーと して も、多数 のイ ンタフェースをDTE、LANで サ ポー トす るための開発の

負荷 は大 きい。

今後 は、多数 ある標準イ ンタフェースの実質 としての絞 り込み(必 然的 にユーザ ー、 メー

カーの多 い もののい くっかが生 き残 ると思 う)が 必要 とな る。

(3)LANタ イプ2の 光化

LANタ イプ2に お いで も、光 ファイバ ーケーブルを用いた ものが多数製品化 されて いる

が、現状で は、標準化がなされていない。 トランシーバ←→DTE間 の イ ンタフェースは、

光 フ ァイバ ーを用 いた もので も、IEEE802.3に 準拠 している もの もあ るが、基本的

には トラ ンシーバとDTEは 同一 メーカーが望 ま しく トランシーバ←→光 フ ァイバ ーイ ンタ

フェースの標準化が必要で ある。

(4)既 存DTEの 接続

OSI等 、標準プ ロ トコルの実用化(規 格化、サブセ ッ トの切 り出 し等)に よ り、異機種

DTE間 の接続 は容易になるが、標準 プ ロ トコルをサポー トしない既存DTE、 及 び既存 ネ

ッ トワークアーキテクチ ャで構築済の各種資産の取 り込みが必要 とな る。

同－DTE内 での既存 ネ ッ トワー クアーキテ クチャと、標準 プロ トコルの共存 ・連携、あ

るい は既 存ネ ッ トワークアーキテ クチ ャと標準 プロ トコルの変換装置(ゲ ー トウ ェイ)の 提

供が、標準 プ ロ トコルの普及上 も必要 となる。
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第3章LANの 技術動 向

3.1LANの 現状動向

3.1.1LANの 定義

LANと はLocalAreaNetwork(ロ ーカルエ リア ・ネ ッ トワー ク)の 略称であ る。一般的 に

は建屋内や構 内など地理 的な広が りが比較的制約 された範囲(ロ ーカルエ リア)に 設置 された

ネ ッ トワー クを指す ことが多 く、 「構 内通信網」 とも呼ばれ る。 しか し、 「ローカルエ リア」

の定義 は必ず しも明確 な ものではな く、複数の事務所や施設など地理的に離 れた複数の地点を

相互 に結 合するネ ッ トワー クで もLANと 呼ばれ るケース も多 い。現にア メ リカで は市内電話

網の ことを 「ローカルネ ッ ト」 と呼んで いる。 この 「エ リア」の範囲をイ メー ジ的に もう少 し

解 りやす くす るために、最近では、

・LAN(ロ ーカルエ リア ・ネ ッ トワーク:構 内通信網)

・CAN(シ ティエ リア ・ネ ッ トワーク:市 内通信網)

・MAN(メ トロポ リタ ンエ リア ・ネ ッ トワーク:大 都市 内通信網)

・WAN(ワ イ ドエ リア ・ネ ッ トワーク:広 域通信網)

な どと呼 び分 けること もあ るが、必ず しも標準化された用語で はない。(LANお よびMAN

はIEEE802.2委 員会で はポ ピュラーに使われている)

一方、機能面か ら見て もLANの 定義には幅があ り、

・電気信号を伝達す る基盤 となる伝送 ・交換網 ＼

・プ ロ トコル変換や メールサー ビスな どの通信処理やアプ リケー シ ョンを含む情報通信網 の二

つの レベルに大別で きる。

この ように、LANの 定義 は確定 した ものではな く、LANに 関心を持つ人の立場 によ って

異 なる し、またLANの 普及 とと もにその概念 も拡大 してい るが、 ここで はLANを 、 「建屋

内や構内な ど比較的限 られ た範囲に設置 された情報通信機器を相互 に結合 して情報通信を行 う

ための伝送 ・交換網 」 と狭義 に定義 してお く。
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3.1.2LANの 位 置 づ け と特 質

狭 義 のLANは 、 伝送 技 術 の観 点 か らみれ ば 大雑 把 に言 って、 図3-1に 示 す よ うに コ ン ピ

ュー タの 内部 バ ス と広域 ネ ッ トワー ク との 中間 に位 置 づ け られ る。

また 、 そ の特 質 と して は

・伝 送 距離:数10m～ 数10km

・伝 送 速度:数100キ ロビット/秒 ～ 数100メ ガビット/秒

・伝 送 形式:ビ ッ トシ リア ル なバ ー ス ト的伝 送

な どが 挙 げ られ る。

＼

ム

へ
.
垣

)

憾

増

1M

100K

10K

1K

100

計 算 機
内部バ ス

lEEE
488

(GP-IB)

RS-232C

(V.24イ ンタ

フェース)

00.11101001K10K100KIM10M100M

伝 送 距 離(m)

図3-1伝 送 技 術 か らみ たLANの 位 置 づ け

一82一



3.1.3LANの 分類

LANを 構成す る基本的な技術要素か ら見 ると、LANは 大体次 のよ うに分類 され る。

① ネ ッ トワー ク形状か らみ た分類

・ル ープ(リ ング)型

・バ ス型

・スター型

それぞれの形状 とその特徴を図3-2、 表3-1に 示す。

バス型

ロ ニ端末装置
ループ型

スタ ー型

図3-2ネ ッ トワー ク形状 か らみ た分 類

表3-1各 ネ ッ トワー クの形状 の特 徴

ネ ッ トワ ー ク構 造 利 点 欠 点

バ ス 型

(分 岐 型)

・初期導入コス ト安価

・障害波及度が小

(端末障害は部分障害)

・異常箇所の検出が困難

ル ー プ 型

(環 状 型)

・異常箇所の検出が容易

・小規模～大規模

システム可能

・障害波及度大

(2重 化ループが必要)

ス タ ー 型

(星 型)

・集中制御

・実現が容易

・端末当りの制御コスト低

・異常箇所の検出が容易

・中央装置側の回線制御部

のウェイ ト大

・端末ケーブル布設費用大

・障害波及度大
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② 伝 送媒 体 か らみ た分 類

・ツイ ステ ッ ド・ペ ア ・ケ ーブ ル(撚 対 線)

・同軸 ケーブ ル

・光 フ ァイバ ー ・ケ ー ブル

各 ケ ーブル の形 状 と概 略 仕様 を図3-3、 表3-2に 示 す 。

ツイ ス デ'ッ ド・ベ ア ・ケ ー ブ ル 同軸 ケーブル

アル ミラミネー トポリエチレンシース

絡

光 ファイバーケーブル

図3-3各 ケーブルの形状

表3-2各 ケーブルの概略仕様

伝 送 媒 体
最大データ

転送速度
伝送 可 能 耐ノイズ性 分岐の適性 備 考

ツ イ ス テ ッ ド ・

ペ ア ・ケ ー ブ ル
1Mbps 1㎞

小

(10-6)

不 適

32～200
安価 ・設置が容易

同軸 ケ ー ブル

(ベ ースバ ン ド用)

、

50Mbps 3㎞ ・
中

(10-8)

適

64～1024

同軸 ケ ー ブ ル

(ブロー ドバ ン ド用)
400Mbps 10㎞

中

(1『8)

最 適

200～24000

光 ファイバ ーケー ブル 数Gbps 約100㎞
大

(～10-9)

不 適

2～8
細心軽量
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③ 伝送方式か らみ た分類

・ベ ースバ ン ド伝送

・ブロー ドバ ン ド伝送

各方式の概念 と特徴を図3-4、 表3-3に 示 す。

)路ぱ
=

0

復調器

復調器

復調

図3-4各 伝送方式の概念

表3-3各 伝送方式の特徴

方式
項目

ベ ース ・バ ン ド方 式 ブ ロ ー ド ・バ ン ド方 式

チ ャ ネ ル 数 1 1≦二 ≦20～30

伝送速度/チャネル 1～10Mbps 1～5Mbps

信 号
デ ィ ジタル

(両 方 向)

ア ナ ロ グ

(1方 向)

距 離 ≦(数km ≦数+㎞

モ デ ム 不 要 必 要

設 置/保 守 容 易 困 難

応 用
小～中規模
データ転送中心

大規模
音声 ・ビデオ情報の伝送
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表3-4ア クセス方式か らみた分類

ア クセ ス方式 利 点 欠 点 形態との関係
交換方式 との

関 係
備 考

・原理が簡単 ・使 用率が高 くなると衝 突 ・IEEE802 .3で 標 準 化 を

が多 く発生 し,遅 延時間 検討中

が急速 に増大する ノ・ミ ス パ ケ ッ ト交 換
CSMA/CD

・低 価 格 ・長 距 離 や 高 速 の ネ ッ トワ

一 ク に は 不 適

・送信待 ちが少ない ・原理が複雑なので高価 ・IEEE8024(ト ー ク ン

ト ー ク ン ・

パ ッ シ ン グ 法

・高負荷でも網内遅延時間

は一定に保 たれる

・障害 の検出および回復処

理が複 雑になる

ル ー プ

(バ ス)
パ ケ ッ ト交 換

バ ス) ,IEEE802.5

(ト ー ク ン リン グ)で 標

・大 量 デ ー タ 伝 送 可
準化を検討中

・原理が簡単 ・端末数が少 ない場合,伝
・高 トラ ピ ッ ク に も対 応 可 送効 率が悪 い

TDMA ・ リア ル タ イ ム性 を 必 要 と o

ル ー フ 回線交換(パ

す るもの(音 声)に 最適 ケ ッ ト交 換)

、
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⑤ 交換方式 か らみ た分類

・パ ケ ッ ト交換

・回線交換

各交換方式の概念 と特徴を図3-5、 表3-5に そ れ ぞれ 示 す 。

(ノサ ツト交換 機)通1言文

'一 ー 一 一 一 一 ー ー ー ー 一 一 一 一 ー 一 一 ー ー ー へ

蕎 側)rパ ケ・咬 換網1(翻 ・
レ'叱rツト交換機) 通信文

[=}一 、
l

lグ

ll

、川

i川

[:

パケット多 重 通信

砲 口 目ロ1勿ロー一、

r一 寸_」1;
∠1-

1 {

1「
ll

玉門
L_一 」

』

』
囮L〔1∠]
__ (バ ケット伝 送 路)

蓄 積 一ーヨ†
バ ッファ ・メモ リ)

→1

吻1
______>l

l
;

パ ケ ッ ト 交 換

図3-5

表3-5

ノ 　
1回 線交換網i

l..,ノ.F・1

発信側1(多 重交換装置)(多 重交換装置)1着 信側エ

昨1稗
ll

終1デ ィジタル伝送路1
端 、.(時 分割多重伝送)ノ

装 一一ーー一一ー ーーーーーーー一　一一
置 回 線 交 換

各 交 換 方 式 の 概 念

各 交 換 方 式 の 特 徴

網 の 種 別 パ ケ ッ ト 交 換 回 線 交 換

共 通

伝送路

多 重 化 方 式 非同期 時分割多 重(パ ケ ッ ト多重) 同 期 時 分 割 多 重(ス ロッ ト割 付)

呼設定後の端末対間の通話路

端末 網 端末 端末 網 端末

共 有 専 有

特 徴

デ ー タ 送 信 待 ち 時 間 変'動 時 間 一 定

端末と網間 インタフェース規定
物 理,デ ー タ リ ンク レイヤ

更 に 網 によってはネ ッ トワーク レイヤ まで 規 定
物理 レイヤだ け規 定

バース ト的 なデータの高 速転送 適 不適

回 線 の 集 約 度 合 大 小

網 内 誤 り 制 御 有 無

有 利 な 接 続 端 末

・計 算 機

・高機 能 ワ ー クス テ ー シ ョンや

フ ァ イル,プ リ ン トサ ーバ

・電 話 機

・FAX

・パ ーソ ナ ル コ ン ピュ ー タ

・ ワ ー ドプ ロセ ッサ

、
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3.1.4LANの 代表的方式

3.1.3に 述べた技術要素の組合わせによ って種 々の方式 のLANが 存在するが、代 表的な方式

例を表3-6に 示す。

表3-6LANの 代表 的な方式例

CSMA/CD トー ク ンバ ス トー ク ン リ ング PABX

形 状 バス形 バス形 リング形 ス タ ー形

伝 送 媒 体
同 軸 ケ ー ブ ル

光 ファイバーケーブル

同軸 ケ ー ブル

光 ファイバーケづ ル

ツイステッド・ペア・ケづ ル

同 軸 ケ ー ブ ル

光 ファイバ十 ブル

ツイステッド・ペア・ケーブル

伝 送 方 式 ベ ー スバ ン ド ブ ロー ドバ ン ド ベ ー スバ ン ド

伝 送 速 度 10Mb/s 1,5,10Mb/s 1,4Mb/s

アクセス方式 コ ンテ ンシ ョ ン トー ク ンア クセ ス トー ク ンア クセ ス

適 用 例 イ ー サ ・ネ ッ ト MAP

標準 化動 向

IEEE802.3で

標 準 化 を検討 中

10BASE5は

ISO8802/3

IEEE802.4で

標 準 化 を検 討 中

ブロードバンドLANは

ISO8802/4

IEEE802.5で

標 準 化 を検 討 中

4Mbps同 軸 ケーブルの

LANはISO8802/5

3.1.5LANの 出現 とその 発展

① コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー クにお け るLANの 出現

LANは 最 初 に コ ン ピュー タに よ るデ ー タ通 信 シス テ ムの分 野 で発 生 した。 デ ー タ通 信 シ

,ス テ ム は1台 の コ ンピ ュー タに接 続 され た多 数 の端 末 が 自由 にそ の コ ン ピュー タを利 用 す る

形 態 か ら出発 し、 複数 の コ ンピ ュー タ ・シ ステ ム を含 む コ ンピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クへ と発

展 した。

コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワ ー クで は、1台 の端 末 が 複 数 の コ ン ピュー タを 目的 に応 じて使 い

分 け た り、 コ ン ピュー タと コ ン ピ ュー タの 間 で デ ー タを転 送 し合 う とい うこ とが 行 わ れ る。

さ らに端 末 同士 の 間 で メ ッセ ー ジを や りと りす る こ と も始 ま った。 そ の結 果 、 次 の よ うな 問

題 が で て きた。

・1台 の端 末 か らみ て任 意 の コ ン ピュ ー タや端 末 を選 択 的 に指 定 し接 続 す る機 能 が 必要 に な

った。
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・コンピュー タ相互 間で大量のデータを短時間に転送 し合 うための高速伝送機能が必要 にな

った。

・端末の設置台数や設置密度の増大 に伴 って、配線が非常に複雑 とな ってきた。

LANは 上記 のよ うな問題を解決す る手段 と して提 案 された ものである。

②OAシ ステム として のLANの 発展

一方、LANに 対す る関心 の高 まりに拍車をか けた もう一つの大 きな要因 はOAで あ る。

オフ ィスに各種の情報通信機器を装備 し、それ らを上手 に使 いこなす ことによ ってオ フィス

の作業能率 を改善 しよ うとい うOAの ね らいを実践す るたあには、各種の機 器をス タン ドア

ロン形式 で使用す るだ けでな く相互に結合 して データやメ ッセージを有機的に交換 し合 うこ

とが効果 的で ある。 こう した考え方か ら実現 された典 型的なOA指 向のLANの 一つがパ ソ

コン ・ネ ッ トワークであ る。 この場合 には、大規模 な コンピュータ ・ネ ッ トワー クを指向 し

たLANの 特徴の一つである高送伝送能力よ りも、経済性 とオ フィス内の簡 易な配線が よ り

重要 となる。

③ マルチメデ ィア総 合網 としてのLAN

OA機 器 といわれ るものの代表的な ものには、 ワー ドプロセ ッサ、パー ソナル コンピュー

タ、 ファクシ ミリ、(多 機能)電 話機、光 ディスクフ ァイルな どが ある。 これ らの機器で扱

うメデ ィアは大別 して、音声、データ、画像 に分け られ る。 したが ってOA指 向のLANで

は、一つのLANで 音声通信/デ ータ通信/画 像通信を行 うことが可能 な、 いわ ゆるマル チ

メデ ィア総合通信網 としての機能が必要 とされて くる。 さ らには、 たとえばメ ッセージの同

報 とか、文字情報 か ら画像情報 へのメデ ィア変換 とか種 々の通信処理サー ビスのニ ーズ も生

じて くる。 このよ うな種 々の通信処理機能を伝送路 と してのLANに 持 たせ る ことは難 しい

ので、複数 の端末で共 同利用が可能な専用のサー ビス機能(サ ーバ)を 必要 に応 じてLAN

に付加す ることも多 い。

以上述 べたよ うに、LANは コンピュータ ・ネ ッ トワー ク化、OA化 およびマルチ メデ ィア

総合網化の進展 とともに発展 して きたが、最近 の傾向 としては

・一イエンドLAN{㌘ 二1=:㌫ トワーク

・ロー エ ン ドLANパ ソ コ ン ・ネ ッ トワー ク

の2極 分 化 の 傾 向 が み られ る。
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3.1.6LANの 利 用形態 とその効果

3.1.1項 でLANに は電気信号を伝達す る基盤 と しての狭義 のLANと アプ リケー ションを

含む情報通信網 としての広義のLANの 二つの レベルがあ ることを述べたが、LANの 利用形

態 および効果につ いて も二つの レベル に分 けるとわか りやすい。

① 電気信号 を伝達する基盤 と してのLAN

電気信号 を伝達する基盤 と してのLANは 情報パ イプ ライ ンとも言 うべ きものであ る。一

つの建物 の中には当初か ら電力配線 や上下水道 ・ガスの配管な どが張 り巡 らされて いる。 ま

た構内電話交換機(PBX)を 中心 とす る電話用 ケーブルやそれを設置す るための管路 ・ダ

ク トも建物を設計す る時か ら組み込 まれている事が多 い。 しか し、電話以外の情報通信用 ケ

ーブル となるとケーブルの種類
、太 さ、材質、接続方法、接続す る機器の種類な どがまちま

ちであ るため、 ケーブルの先行配線 の実行を困難な ものに している。LANに 対す る大 きな

期 待の一つ は電力線なみの先行配線 の実現 とそれに伴 う配線の簡素化 ・経済化であ り、具体

的に は次の ような効果が期待 されて いる。

・主伝送路の1本 化 ・共用化 による構 内回線の削減 ・簡素化

・端 末の増設 ・移設時の配線の容易化

・構内モデムの削減

・任意 の端末間同士のN:N通 信の実現

・高速多重伝送 によるコンピューダ接続回線の削減

・広域ネ ッ トワー クとの接続における回線集約 効果

この概念を図3-6に 示す。

従来の ネ ッ トワークLAN導 入後

広 域
ネットワーク

ホスト ホスト ホスト ホスト 広 域

端末 端末 端末 端末 端末 端末

図3-6LAN導 入 による効 果(構 内回線網の合理化)
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② 情報通信網 としてのLAN

通信処理 やアプ リケー ションを含む情報通信網 としての広義のLANは 、デ ータ処理、 メ

ッセージ通信、 データベ ース利用、FA、 商業など幅広 い用途に利用 されてい る。

i)デ ータ処理分野での利用形態

LANの 導入 によ って コンピュータ ・ネ ッ トワー クや分散処理 システ ムの構 築が容易 と

なり、次 のよ うな効果が得 られ るよ うにな った。

・従来の コンピューター端末間通信 だけでな く、 コンピューター コ ンピュー タ間通信、端末

一端 木間通信 などN:N通 信が可能 となり、 ネ ッ トワークの範囲および機能が拡大す る。

・複数の コンピュータがそれぞれ所有 してい るアプ リケーシ ョン ・ソフ トウ ェアを任意の端

末か ら共 同利用 した り(マ ルチホス ト・システム)、 あ るいは複数の コ ンピュー タが個 々

に所有 していたハ ー ドウェア/ソ フ トウ ェアの資源 を統合す ることによ り、 資源 の共有化

が図れ る。

・分散処理 システムによ ってホス ト・コンピュータの負荷の軽減が図れ、 コ ンピュー タ ・リ

ソースの最適 な配置および システムの レベルア ップが容易 となる。

・従来の構 内電話 ケーブルに くらべて高速 ・大容量伝送が可能 とな り、デー タ処理 時間の短

縮が図れ る。

以上の概念を図3-7に 示す。

従来のネ ッ トワークLAN導 入後のネ ッ トワーク

ファイルサ ーバ

図3-7LAN導 入 によ る効果(デ ータ処理 システムの高度化)

プ リン トサ ーバ
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li)メ ッセー ジ通信分野 での利用形態

メ ッセー ジ通信 の分野では、メモや電話 な ど従来の手段の欠点を補 う新 しい手段 と し

てLANの 利用が拡大 している。 これが電子 メール と総称 されている ものである。電子

メール によ るメ ッセージ伝達の メデ ィア として は、データ、音声、画像 のそれぞれのメ

ディアを利用で き、 またその代表的な利用形態 と しては、 メ ッセージの 自動配達、メ ッ

セージの同報、 メールボ ックス、電子伝言板な どが ある。電子 メールの利用状況を見 る

とメールボ ックスと電子伝言板が多 く使われている。

メールボ ックス は・発信者 か ら受信者にあてたメ ッセー ジが受信者用の メールボ ック

スの中に蓄積 され・受信者 は都合がよい時に 自分の メールボ ックスか らメ ッセー ジを取

り出す とい うもので ある。 また、電子伝言板 は多数の人 たちで一つの メールボ ックスを

共同使用す るものであ り、情報交換 の場 として活用 され る。

電子 メールはLANの アプ リケー シ ョンと して活用 されている ものの一 つであ り、 これ

によってメ ッセージ通信業務の効率化、活性 化、経 費の削減など広い分野で効果が ある。

苗)デ ータベースの利用

企業の管理部門 ・事務部門や大学の各学部 などで は、それ ぞれの業務 に密着 した各種

の統計 データ、文書 ファイル、文献な どをデータベース化 し活用 して いる所が多 い。

最近はパ ソコンや ビデオテ ックスの利用経験者の増大によ り、 コンピュータにあま りな

じみのない人 たちまでみずか らパ ソコンを操作 しLANを 介 してデータベースを活用す

るよ うにな った。 これ もLANの 効用 と言えよ う。

iv)FAの 分野で の利用形態

事務処理やOAの 分野以外で もLANは 効果 的に利用 されている。た とえば製造部 門

におけるプラ ン ト制御、 プロセス制御、 ロボ ッ ト制御 などでは多数の監視点 にあ るセ ン

サで検 出 した データを集めて コンピュータで処理 した り、制御 データを伝送 した りして

いる。工場内の これ らの複雑 な通信回線 を容易 に構築す るために もLANは 効果 的で あ

る。

FAの 分野 でのLANの 利用形態 として は、 その他に、製造設備の点検 ・修理、製品

の試験 ・検査 など もあ る。 このためには計画的 に設置 され たLANの 接続端子お よび可

搬形の試験 ・検査端末がLAN利 用 の効果を発揮す る。

v)商 業の分野での利用形態

CATV(ケ ーブル ・テ レビジ ョン)用 と してすで に同軸 ケーブルが設置 して あれば、
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それをLANに 利用 しよ うとい う発想がでて くる。 これが ブ ロー ドバ ン ドLANと 呼ば

れ る ものの代表的 な例であ る。従来のCATVはCATV局 か ら主にテ レビ映像 の分配

や 自主放送などを行 う片方 向通信の システムであ ったが、最近 は双方 向CATVと 呼 ば

れ る システムが開発 されて きた。 これはCATV局 と各加入者 との間にデータ伝送 チ ャ

ネルを設 ける ことによ って加入者側 か らCATV局 へのデ ータ伝送 を可能 に しよ うとい

うものであ り、 マルチ メデ ィア統合LANと も言え る。 この システムにより、放送応答

システム、ホームバ ンキ ング、 セキ ュ リテ ィ ・システムな ど色 々な新 しいLANの 利用

形態が研究 ・実験 されている。
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3.1.了LAN製 品の標準化対応

LANに 限 らず、ネ ッ トワーク ・システムで各種の情報通信機器を相互接続す るためには、

各機 器の間でハ ー ドウ ェア、 ソフ トウ ェアがすべて整合 しな ければな らない。各機器の整合性

を とって相互接続する方法 には

・イ ンタフェースやプ ロ トコルの標準化を図る

・イ ンタフェースやプロ トコルの相互変換を行 う

の二つの方法があ る。

理想的にはすべての機器のイ ンタフ ェースや プロ トコルが標準化 され、任意 の組合せで相互

接続で きることが望 ま しいが、機器の機能や使 い方(ア プ リケーシ ョン)ま で含めてすべて標

準化す ることは不可能であ る。そ こで標準化の対象を体系的 に細分化 し、個 々の項 目の標準化

が行われる。LANの 標準化動 向にっ いて は3.2で 詳 しく述べ られ るのでそ こに譲 ると して、

ここで は既存の各種LANを 相互 に接続す るとい う観点か ら簡単 に述 べる。

① 異 なる方式のLANの 相互接続

それぞれのLANに 接続 され る端末 のインタフ ェースはその ままに、異 った方式のLAN

を相互接続 して全体の端末間で 自由に通信を行わせよ うとい う考え方 である。 この場合、二

つのLANの 間にゲー トウ ェイまたは コ ミュニケー ション ・サーバ と言われ る網 間接続装置

を設 けて二つのLANの イ ンタフェースやプ ロ トコルの整合 を図 る。イーサネ ッ トと トー ク

ン リングLANの 接続 などい くっかの実施例(図3-8参 照)が ある。

LAN1

(ト ー ク ン リ ン グ)

C/S
LAN2

(ト ー ク ン リ ン グ)

LAN1

(ト ー ク ン リ ン グ)

G/w

バーサ●ンヨシーケニユ
、、、

コ・
●

イ
エ

ウトーゲ
・

.

%

%

図3-8異 な る方式のLANの 相互接続
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② 高速基幹LANに よる相互接続

伝送速度が100～200Mb/s位 の高速基幹LAN(詳 細は、3.2.4項 を参照)を 幹線LAN

と して設置 し、その下 にイーサネ ッ トや トークンリングその他 の既存LANを フロアLAN

として接続する方式であ り、LANの 階層化を図 った ものであ る。 高速基幹LANは もちろ

んそれ 自体通常のLANと して機能す るし、また異 った フロアLAN同 士の相互接続 の橋渡

しも行 う。

③IEEE標 準化LANへ の移行 とLANの 階層化

以上 のように既存の各種LANを 相互接続す るための いろいろな工夫が行われてい るが、

今後は次のよ うな方向 に進 んで ゆ くのではないかと思われ る。

・高速基幹LANと フロアLANの 階層化が図 られてゆ く。

・フロアLANは 、IEEE802の 標準化LANに 徐 々に移行 してゆ く。

・高速基幹LANは 、各種 フロアLANや 各種 メディアの端末を接続す るためにイ ンタフェ

ース機能や伝送速度の面で高性能化が進 む。以上の概念を図3-9、 図3-10に 示す。

ホ

コンピュータ

動画像

端 末

動 画 像

端 末

2Mtys

高速ディジタル
多 重 化 装 置

フロアLAN

広 域

ネ ットワークへ

図3-9高 速基幹LANと フロアLANに よ る階層化
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規模

メデ ィア

幹 線 系

LAN

支 線 系

LAN

動 画 像 ～ 音 声 ～ デ タ

ジタル

複 合PBX
各 種

LAN

IEEEの

標 準 化

LAN

(802.3/4/5)

t図3-10高 速基幹LANと フロアLANの 位置づ け

3.1.8今 後の課題 と方向

ネ ッ トワー クシステムは、最 初はそれぞれ独立 に計画 され構築 されて もやがて結合 されて量

・質 ともに拡大 ・充実 され、その結果 また利用者 も増加 してゆ くといった相互作用を繰 り返 し

なが ら成長 してゆ く性質の ものである。

LANに ついて も同様に、最初 は独立 した システムとして構築 されて も、やがてより大 きな

ネ ッ トワー クシステムの構成部分 の一つ と して扱われるよ うにな ることは大 いにあ りうる こと

であ る。 このような観点か らLANの 利用面 と技術面 を含めて今後の課題 あるいは方向を展望

す る。

① 広 域 化

IEEE802委 員会でMAN(都 市地域網)を 実現す るための技術課題を検討 している

ことが示す ように、構 内通信 を前提 と して出発 したLANも 今後 はよ り広い地域を カバーす

ることが要請 され るケースがでて こよ う。LANの 広域化の実 現方法 には二つの考え方が あ

る。

・従来のLANの 技術(特 にアクセ ス方 法)は そのままに、LANの ノー ド間のケーブル長

を延ばす方法

・比較的狭い範囲をカバ ーす る複数 のLANを 公衆網 あるいは専用線 によって相互接続す る

方法

前者の例 は都市型双方向CATVな どであ り、近年 は同軸 ケーブルに代 って光 ファイバー ・
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ケーブルを使用 した音声 ・データ ・動画像の総合網の研究 も盛 んになってい る。

後者 は既存の設備や技術を使 って比較 的容易に実現で きる。特 に高速デ ィジタル回線 を利用

したLAN間 接続 は、伝送速度、回線利用方法の 自由度、回線 コス トなどか らみて望 ま しく、

実用化 されている。パ ケ ッ ト交換網(た とえばDDX-P)も レイヤ1・2・3の プ ロ トコル

の標準化が実現 してお り、今後 のLANの 標準化(レhヤ1・2)と あわせてLAN間 接続の

ための有効 なネ ッ トワークとなろ う。 アメ リカ国防省のDARPA網 はパ ケ ッ ト交換 によ って

世界各地 の多数のLANを 相互接続 している。

② 高 速 化

LANに 接続 され る個 々の端末 の伝送速度 は数+b/Sか ら最大で も数+kb/s程 度 であ

る。

これはその速度で充分であ るとい うよ りも、む しろ従来使用で きる通信 回線の伝送速度 に

制限があ ったため と言え る。光 ファイバーケーブルの使用 によって伝送速度 の制限をあま り

気 に しな くて も良 い とい う前提 でLANで 何がで きるよ うになるかを考 え、それを実現す る

技術を開発す ることが大 きな課題 の一つである。LANの 高速化(伝 送速度 の制約を解 く)

によって効果が期 待され る事例 と して次のよ うな ものがある。

・コンピュータ間の高速 フ ァイル転送 …… コンピュータ ・システ ムの安全性 を確保す るため

の構内 ファイルの重複化

・図形情報 の処理および転送…… コンピュータ ・グラフ ィックス、CAD(コ ンピュータ利

用 によ る設計)な どで使用す る高精細デ ィスプ レイ端末 とコンピュータ間の ビッ ト・パ タ

ー ン伝送

・画像デ ータベ ースの検索 ……図面やカラー写真を含むデー タベ ースの高速検索

・画像通信……高精細 ファクシミリやカラーファクシ ミリによる高速画像伝送、テ レビ会議

システ ムやCCTVな どによる映像伝送の画品質の向上

③ 利用面の開発

最近の コンピュー タの分野 にお ける大 きな話題の一つ に、 ワー クステ ー ション(WS)と

人工知能(AI)が あ る。 いずれ も人 間の行動様式 や思考様式 を シ ミュ レー トしてよ り一層

人 に近い行動 ・思考を コ ンピュータで実現 しよ うとす る もので ある。WSとAIの 発達 と普

及がLANの 利用分野の一つの核 とな って くると言えよ う。

④ 新端末の開発

ISDN端 末、 ビデオテ ックス端末 あるいはテ レマテ ィー ク端末 と呼ばれ る各種 の新 しい
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情報通信端末が開発 されっつあ る。 これ らの端末やその技術をLANに 適用す ることによ っ

て新 しい形のLANを 実現で きる可能性がでて きた。す なわ ち、音声、デー タ、画像 のそれ

ぞれの通信機能を持つ一体構造化 され た複合端末の開発 と実用化が世界の各国で始 ま って い

る。 こう した端 末はテ レマテ ィー ク端末 と してCCITTで 技術の標準化が進め られてお り、

その普及はLANの 機能、構成、利用方法などに影響 を与えてゆ くもの と思われ る。

3.1.9LAN導 入事 例

(1)導 入 の背 景

従 来 の構 内ネ ッ トワー ク ・シス テ ム に は図3-11に 示 す よ うに、(a)ホ ス トコ ン ピュー タ と

多数 の端末 を、 直接 、1:1で 接 続 、(b)直 流 分 岐 装 置 を用 い、 ホ ス トコ ンピ ュー タ と複 数 の

端 末 を1:nで 接続 、(c)PBXを 用 い、 ホ ス トコ ンピ ュー タ と端 末 、 また はその 他 の情 報 機

器 間 をn:nで 接続 す る タイ プが あ る。

これ らの ネ ッ トワー ク ・システ ムが 持 つ 問題 点 と して、 以 下 の 項 目が あげ られ る。

① 相 手 固定 接続 で あ るた め 、 マ ル チ ホ ス ト接 続 や端 末 間通 信 が で きな い。(a,,b)

② ス ター型 ネ ッ トワー クで あ るた め、配 線 が 輻 較 す る。(a,c)

③ デ ー タ伝 送 速度(19.2kbpsMAX)が 遅 い た あ、 イ メー ジデ ー タ等 大 量 の デ ー タ伝送 に

向 か ない。(a,b,c)

④ ネ ッ トワー ク は基 本 機 能 しか サ ー ビス しな い たあ 、機 器 間通 信 は同機 種 に限 られ 、異

機種 間接続 が で きな い。(a,b,c)

この よ うな多 くの 問題 点 を 持 つ従 来 の構 内 ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ムは、LANを 導 入

す る ことに よ って 、 そ の一 部 また は大部 分 を解 消 す る こ とが で きる。 以下 にい くつか の

導 入事 例 を紹 介 す る。
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HOST

COMPUTER

(a)直 接 接 続 によ る構 内 ネ ッ トワー ク システ ム

HOST

COMPUTERBrancher

↓
一 一 ー 一 一 一一 弍コ一 一 一 一 ー一 一 ヰ コ一 一一 一 一一 一一 ヨコ

Terminal Terminal Terminal Terminal

(b)マ チル ドロップ接続 による構内ネ ッ トワー クシステム

digital

PBX

HOST

COMPUTER

public
telephone

network

(c)PBXに よ る構 内ネ ッ トワ ー ク システ ム

図3-11構 内 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム
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(2)導 入事例 一1

この事例(某 通信事業者、図3-12)は 、複数 のホス トコンピュー タと多数のパ ソコン、

端末をLANを 介 して接続 した システムで あ り、前述の問題点①、② を解決 した ものであ る。

高層 ビルの各 フロアにバ ス型LAN(Ethernet)を 敷設 し、バ ス型LAN相 互 は光 ファイバ

ーを伝送媒体 とした リング型LANで 結合 されている。

システムの特長 は、接続 され る機 器がLANイ ンタフ ェースを持 っていないために、機器

はLANア ダプ タを介 して接続 してい ることであ る。LANア ダプタは、RS-232Cイ ンタフ

ェースとLANプ ロ トコルとを変換す る機能 を持 っているので、従来、ホス トと端末 または

パ ソコン間で動作 していたアプ リケーシ ョン ・ソフ トは、LAN経 由で も、 その まま、使用

す ることがで きる。

RING

NODE

RING

NODE

RING

NODE

ring-form

LAN

図3-12導 入 事 例 一1

rT「anceive「

RS-232C

PC:PersonalComputer

T:DumbTerminal－一 二二コー
bus-form

LAN

RS-232C

LANア ダプ タによるホス トー端末 システム

(3)導 入事 例 一2

この事 例(某 官庁 、 図3-13)は 、 光 デ ィス ク ・ライ ブ ラ リィを持 つ ホ ス トコ ンピ ュー タ

と多 数の 高機 能端 末(光 デ ィス ク付)か ら構成 され 大 規模 な分散 型 イ メ ー ジ処 理 シス テ ムで

あ る。LANの トポ ロ ジは事 例 一1と 同 じで あ る。

この システ ムで は、 イ メー ジ処 理 端 末 は、 直接 、LANに 接 続 され、 ま た は ホ ス トは、 高

速 ゲ ー トウ ェイを介 してLANに 接 続 され て い る。 高 速 ゲー トウ ェイ は、X.25プ ロ トコル

とLANプ ロ トコル とを 変換 す る機 能 を持 つ 。 これ に よ って、 イ メー ジ処 理 端 末 と ゲー トウ
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エイ間 は10Mbps、 ホ ス トとゲ ー トウ ェイ間 はlMbpsの 高速 伝 送 が 可 能 で あ り、前 述 の問題 点

② 、③ を解 決 した もので あ る。

RING

NODE

RING

NODE

RING

NODE

ring-form

LAN

Image

Processor

Image

Processor

「→T「anceive「

Image

Processor

図3-13導 入事例 一2大 規模 イメー ジ処理 システ ム

(4)導 入事 例 一3

この事 例(東 京 大 学 工 学 部 、 図3-14)は 、 複 数 の ホ ス トコ ン ピ ュー タ、 ス ーバ ミニ コ ン

と多数 の ワー クス テ ー シ ョ ン、 パ ソ コ ン、端末 をLANを 介 して 接 続 した大 規 模 な 異機 種 接

続 シ ステ ムで あ る。 各 建 屋 にバ ス型LAN(Ethernet)を 敷 設 し、 各 バ スは、 直 接 また は リ

モ ー トリピー タで リング型LANに 接 続 され て い る。 前 述 の 問題 点 ④ を 解決 した もの で あ る。

この システ ムで は、Ethernetイ ンタ フ ェー ス上 に、米 国 国 防総 省(DOD)の 標準 プ ロ ト

コルTCP/IP(TransmissionControlProtocol/InternetProtocol)を 採 用 し、異 機種 接 続 を

実 現 して い る。 非TCP/IP環 境機 器 は、 ゲー トウ ェイま た は ア ダ プ タを 介 してLANに 接 続 す

る。 ゲ ー トウ ェイ は、Ethernetア ダ プ タ と、 ホス ト上 に搭 載 され るTCP/IP、TELNET(仮 想 端

末 機能)、FTP(フ ァイル 転 送)等 の ソ フ トウ ェアか ら成 る。 ア ダ プ タ は、RS-232Cイ ンタ

フ ェー ス とTCP/IPと を 変 換 し、TELNETを 塔 載 して いる。 これ に よ って、 アダ プ タ下 の端 末 を

ゲー トウ ェイ経 由 ホ ス トまた はTCP/IPを 持 つ ス ーバ ミニ コ ンの端 末 と して動 作 させ る こ とが
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で き る。

RING

NODE

RING

NODE

ring-form

LAN

MS-DOS

PC

UNIX系

WS

rT「anceiver

RS-232C

bus-form

___o____占L

UNIX系

MiniComputer

図3-14導 入 事 例 一3大 規 模 異 機 種 接 続 シ ス テ ム

adapter:Ethernet-BlockMultiplexerChannelConversion

Adapter:LANAdapterwithTCP/IP

WS:Workstation

PC:PersonalComputer

withTCP/IP



3.2LANの 標準化動向

3.2.1LAN/MAN/バ ックボー ンLAN/フ ロン トエ ン ドLANの 位置 づけ

LANは 、その適用 され る分野で、 いろいろな名称で呼ばれて いるが必ず しも、定義が明確

でないままに、用 い られてい るきらいが一部 にあ る。そ こで、LANの 標準化 を述べ るに当た

り、これ らの用語 とLANの 位 置付 けにっいて、先ずふれて お きたい。

(1)一適用地域による分類

・ローカルエ リア ・ネ ッ トワー ク(狭 い意味でのLAN)

オ フィス、研究所、 キ ャンパ ス、 プラン ト、工場等 のフ ロア、建物 、構 内(私 設)

狭い意味では、私設(プ ライベー ト)領 域で多 く用い られ る用語であ る。

・メ トロポ リタンエ リア ・ネ ッ トワーク(MAN)

都市、街等の領域

IEEE802LAN標 準化委員会では、約50km四 方以 内のLANを さ している。

狭い意味で は、公衆(パ ブ リック)領 域で多 く用 い られ る用語であ る。

(2)階 層構造 によ る分類

・フロン トエ ン ドLAN(サ ブネ ッ トワー ク)

大部屋、 フロア、小建物 内

バ ックボー ンLANに 接続 され る場合には、 フロン トエ ン ドLANと い う名の他 に、 サブ

ネ ッ トワー クとも呼ばれる。

・バ ックボー ンLAN(基 幹LAN)

点在す るフロン トエ ン ドLAN間 の結合。

建物の暗闇、建物間、異 な る構 内間。

従 って、広い地域に用 い られ る場合 は、MANか っバ ックボー ンLANと いう場合 も有 り得

る。
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3.2.2標 準 化 機 関 と審議 項 目

現 時 点 にお け るLANの 標準 化 活動 は、 欧 米 を 中心 と した勢 力 に よ って進 め られ、 わ が 国 に

お いて は、 どち らか と言 え ば 、 そ の結 果 を導 入 す る とい うや り方 が現 状 で あ る。

直 接 に仕様 の細 部 に亘 って審 議 を行 って い る機 関 と して は、IEEE(米 国 電気 電子 技 術 者

協 会:InstituteofElectricalandElectronicsEngineers)802LAN標 準化 委 員会 及 び

ANSI(米 国国 内 標準 化 委員 会:AmericanNationalStandardInstitute)が あ る。

IEEE802LAN標 準 化 委 員 会 で は、 パ ケ ッ ト交換 形LANを 中心 に、9っ の ワー キ ン

グ グル ープ に分 か れ て、1Mbps～10Mbpsの 低 中速LAN及 びMANに つ き標 準 化仕 様 を審 議 し

て い る。

ANSIで はX3T9.5と して、100Mbpsの 光 フ ァイバ ーを用 い た ル ープ 形LANの 仕 様 を

審議 してい る。 これ はFDDI(FiberDistributedDataInterface)と 呼 ば れ て い る。

そ の審 議結 果 の仕 様 は、 いず れ も、ISO(国 際標準 化 機構:InternationalOrganization

forStandardization)へ 提 起 され 、 最 終 的 に はISOのIS(InternationalStandard)と

な る手 はず に な って い る。

わが 国 で は、LANに 関 して は、ISOの 標 準 をJISの 標 準 と して 導 入 す る形 が と られ て

お り、ISOの 審議 と並 行 して 、IEEE802LAN標 準化 委 員会 の審 議結 果 を基 に、JI

S化 検 討 が進 め られ て い る。

米 国 で は、IEEE802LAN標 準 化 委員 会 の 審議 結 果 は、ANSIの 標 準 と して位 置 付

け られ る。

欧 州 で は、ECMA(欧 州 コ ン ピュ ー タ製造 業 者連 合:EuropeanComputerManufactures

Association)がIEEE802LAN標 準 化 委 員会 の 審議 結 果 及 びANSIの 審議 結 果 を基

に標 準 化 を行 う事 に な って い る。
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3.2.31EEE802LAN標 準化委員会

(1)背 景

IEEE802LAN標 準化委員会 は、IEEEのComputerSocietyの 中にコンピュー

タや端末等を接続す るデータ伝送 のLANを 標準化す る目的で1980年2月 に設立 された。

802と い う名称 は80年2月 か ら由来 して いる。最初、LANの 標準化を一本化すべ く、CS

MA/CD方 式 とTokenRing方 式 のどちらを選ぶかいろいろ議論 されたが、それぞれ、一

長一短があ り、結局 は、両方共 に標準化す る事が決まり、 その後、TokenBus等 の標準化が

加 わ り、 ワーキ ンググループ としてWG1か らWG8ま で分 かれて審議 され る事 になった。

元 々、IEEE802LAN標 準化委員会は、 コンピュー タや端末等 を扱 うLANの 標準

化を審議す る機 関 として進 め られて来て、その扱 う方式 はパケ ッ ト交換 タイプのみであ った。

しか し、オフィス等 にお ける情報の種類 としては、大半が音声で あ り、 コンピュータのデ ー

タに加えて、 さらに画像の情報等 もた くさん取 り扱 うよ うにな り、いわゆ るマルチ メデ ィア

化の傾向になって来 ている。 この様 なマルチメデ ィア時代で は音声やデー タ毎 に情報機器を

設置 していたのでは、機器の設置場所、消費電力、配線 がふ くれ上が り問題であ る。従 って

必然的 に、 メディア統合型の機器やLANが 望 まれる。また、 これ に加 え、ISDNが 本格

化す るにつれ これに対 するLANの 位置付けや接続が問題 となる。 この様な背景か ら、音声

も含んだLANの 標準化 の必要性が取 りざたされ、1986年2月 にIrvirnで 開かれたIEE

E802連 合大会でIVDLAM(lntegratedVoiceandDataLANAccessMethod)

な るものが提案 されて、同年11月 のSanDiegoで 開かれた同連合大会で、9番 目の ワーキ ン

ググループ として、正式に発足 した。一年足 らずで、何の異論 もな く、 ワーキ ンググループ

が設立 された ことや、従来のデータのみに加えて音声 も扱 う事 が決 ま った事 は、時代 に即応

した とは言え、IEEE802LAN標 準化委員会 と して は、大 きなで き事 と言 わなければ

な らない。

一方、従来 のデー タ伝送を 目的 とす るパケ ッ ト交換型 の中速LAN(10Mbps以 下)は 、C

SMA/CD、TokenBus、TokenRingのMACレ イヤ以下 の仕様及 び、 これ に共通す る

LLCレ イヤの基本仕様の審議 は、すでに終えてお り、現在、ISOのIS段 階にある。

(2)構 成及 び審議方法

現 在のIEEE802LAN標 準化委員会の構成 は、次の通 りであ る。
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802.1(HILI)

802.2(LLC)

802.3

(CSMA/CD)

802.4

(TokenBus)

802.5

(TokenRing}

802.6

(MAN)

802.9

(IVDLAM}

802.0(ExectiveCommittee:実 行 委 員 会 、 各WGの 『

チ ェ ア マ ン+事 務 局 員 で 構 成)

ワ ー キ ン グ グ ル ー プWG1:802.1(HILI:HighLevelLayerInterface)

WG2:802.2(LLC:LogicalLinkControl)

WG3:802.3(CSMA/CD:CarrierSenseMultipleAccess

WithCollisionDetection)

WG4:802.4(TokenBus)

WG5:802.5(TokenRing)

WG6:802.6(MAN:MetropolitanAreaNetwork)

WG7:802.7(BBTAG:BroadBandTechnicalAdvisoryGroup)

WG8:802.8(FOTAG:FiberOpticsTechnicalAdvisory

Group)

WG9:802.9(IVDLAM:IntegratedVoiceandDataLAN

AccessMethod)

ま た 、 こ れ ら の ワ ー キ ン グ グ ルLプ(WG)の 相 互 関 係(図3-15参 照)は 、 次 の 通 り で

あ る 。

レイヤ3

↑
(ネ ットワーク層}以 上

レイヤ2

(リンク層}

802.7

(BBTAG)

802.8

(FOTAG}

レイヤ1

(物 理層)

MAC:MediaAccessControlOSIモ デル に お け る

レ イヤ 段 階

図3-151EEE802LAN標 準化委 員会の ワーキ ンググル ープ相互関係
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IEEE802LAN標 準化委員会の実行委員会は最高決定機関であ り、それ を構成す るメ

ンバ ーは、次の通 りであ る。

会 計 係 802チ ェ アマ ン 記 録 係

J.Montegue

(NCR}

MGraube

{RELCOM}

R.Gibson

{BoeingCo叩uter

Service)

'ト

実 行 係

E.Rigsbee

{SIECORE)

、' D

802.1(HILI)

チ ェエ マ ン
802.2{LLC}

チ ェ ア マ ン

802.3(CSMA/CD}

チ ェ ア マ ン

802.4〔TokenBus}

チ ェ ア マ ン

802。5(TokenRi㎎)

チ ェ ア マ ンW.Lidinsky
(BellTelephone

Lab.)

D.Carson

〔BellLab.)

D.Loughry

〔Hewlet卜Packard

R.Douglous

(ConcordData)

RDonnan

「F

802.6(MAN)

チ ェア マ ン

802.7(BBTAG)

チ ェ ア マ ン

802.8(FOTAG)

チ ェ ア マ ン

802.9(IVDLAM)

チ ェ ア マ ン

K.Patterson
(BellNorthern

Research)

J.Mollenauer
{ComputerVision

J.Montrose

(Chipc㎝Corp.)

T.Bowen

(AMP)

図3.2.21EEE802LAN標 準化 委員 会実行委員会構成

各 ワーキ ンググループ(WG)内 には、審議するテーマ毎 にい くつかの タスク ・グループ

(TG)が 設 けられて いる。

IEEE802LAN標 準化委員会全体 としては、全体が集 まる連合大会が年3回(3月 、

7月 、11月)に 各1週 間 の期間で開催 される。

・ここで は、各WG毎 の審…議の他、項 目によっては、い くつかのWGの 合同会議が開かれ る。

この他、各WG又 は各TGは1～2ヶ 月毎 に、中間 ミーテ ィ ングを開催 して審議を進 めている。

参加 資格 は、学会であ る事か ら、建前は個人ベースの参加 資格であ るが、 しか し、実 際は、

提案が出され る前 に、 いろいろ話 し合いが進め られてい る模様で、 メーカー色が出ている。 こ

の結果がISOへ 提起 され、 ほぼ全面的にISOのISと して採択 され る事 に;の 委員会の性

格が他のCCITT等 と異 なってお り、注 目 しなければな らない。
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標準化審議の手順は次 の通 りである。

各WG内 のTGで の審議(投 票決議 も含む)

↓

IEEE IEEE

802

詳

細

各WGで の審 議(投 票決 議 も含 む)… …条 件 パ ス 仕

1様

実 行 委員 会 で の決 議 … … ドラ フ ト作 成 許可

↓

TCCC(TechnicalCommitteeofComputerCo㎜unication)

↓

ANSI、ECMA、JIS

↓

ISO

投 票権 は、 各WG毎 に設 置 され、 個 人 の資 格 と して 与 え られ る。

そ の条 件 は、

投 票権 獲 得:そ の 個 人が 連 続4回 中2回 出席 。

投 票権 消 失:郵 便 投 票 も含 め 、3回 申2回 欠 け る。

標 準 化 に必 要 な条 件 は、各WG毎 で 決 め て お り、 多少 異 な るが 、 一 番厳 密 に条 件 を課 して い

る802.3(CSMA/CD)WGを 例 に とる と、 次 の様 で あ る。

(a)BroadMarketPotential

そのLANが 市 場 に広 く受 け入 れ られ る ものか ど うか。

DefactoStandardの よ うな もの は有 利 で あ る。

(b)CompatibilityWithIEEE802

LLCレ イ ヤ以上 、 また は、BBTAG、FOTAG等 とマ ッチす るか ど うか。

(c)DistinctIdentity

従 来 の 標準 と似 て非 な る もの は標 準 化 しな い方 針 か ら、 従 来 の標 準 と、 こ こが異 な り、 こ

の新 しい標 準 に しな けれ ば な らな い とい う理 由付 け。

(d)TechnicalFeasibility

技 術 的 に、容 易 に実 現 が可 能 で あ る こと。

(e)EconomicalFeasibility

適正 な コス トで 実 現が 可 能 で あ る こ と。

(3)各 ワー キ ング ・グル ー プの審 議 状 況

802.1(HILI)

802.1で は、 上位 レイ ヤに 関 す る事 項 のみ な らず 、
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て い る性 格 も有 して い る。

た とえ ば、 主 な審議 事 項 は、LAN間 接 続 問 題 、 ネ ッ トワー ク管理 等 で あ るが 、802ア

ーキ テ クチ ャ、 用 語 集等 も取 り扱 って い る。

次 の4個 の 項 目 につ いて 審 議 され て い るが 、 最 初 の2っ は、単 に資料 配 布 と コメ ン ト収 集、

投 票 の みで あ り、 最 後 の2つ がTGの 形式 を とって い る。

(a)ArchitectureandOverview

IEEE802各WGの 相 互 関係 、ISO/OSIモ デル との関 係 、使 用 目的 等 。

1986年9月 の郵 便投 票 で ドラ フ ト版 が可 決 され た。

(b)Glossary

LANに 関 す る用 語 の標 準 化 で あ るが 、未 だ不 備 な点 が 多 い。

(c)NetworkManagement

802.3、802.4、802.5、 等 の各MACと の レイ ヤ管 理

ドラ フ トKま で 上 って、 ほぼ 固 ま りつ つ あ る。

(d)Internetworking(Interworking)

MACブ リッ ジ、 コネ ク シ ョ ン レス型 、 コネ クシ ョンオ リエ ンテ ッ ド型結 合 につ いて 審 議

して い る。

1986年11月 のSanDiegoミ ー テ ィ ングで は、MACブ リッジに関 す る ドラ フ トAが 出 さ

れ た。 この 資料 に はル ー テ ィ ング方 式 と して、 ハ イ ア ラ キ カル ・ル ーテ ィ ン グ(ス パ ンニ

ング ツ リー)方 式 が 述 べ られ て い る。

複数 のLAN間 の相 互 接 続 で は、 物 理 的 に複 数 の伝 播 経 路が 存 在 して 、受 信 側 で は、 同

じデ ー タを前 後 して 、相 異 る時 間 に受信 した り、 ま た、LAN間 を デ ー タが 巡 回 し続 け る

論理 的 ル ー プが 形 成 され る場 合が あ る。 これ を防止 す るた め に、 複 数 のLANが 相 互 接 続

され た複 合 ネ ッ トワ ー クで は、 デ ー タの伝 播 経 路 を一 義 的 に定 め るル ーテ ィ ング方 式 の 導

入 が必 要 で あ る。

LANに 関 す るル ーテ ィ ング方 式 に は、主 な もの と して 、ハ イ ア ラキ カ ル ・ル ー テ ィ ン

グ と、 ソー ス ・ル ーテ ィ ングが あ る。 そ の方 式 の概 要 は、 次 の通 りで あ る。

i)ハ イ ァ ラ キ カル ・ル ー テ ィ ング

LAN間 を 結 合 す るMACブ リッジに ル ーテ ィ ングの アル ゴ リズ ムを それ ぞれ 持 た せ 、

LANに 接 続 す る コ ン ピュー タや 端末 等 に は負担 を か け な い。 各LANの トポ ロ ジー と

して は、 ル ープ 、バ ス等 どの よ うな形 で もよ いが 、LAN間 を経 由す る伝 播 経 路 は、 木
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構造 とす る。LAN間 を結 合 す る各 ブ リッ ジに は、相 異 な るID番 号 が つ け られ て い る。

複合 ネ ッ トワー ク内 で、 番 号 が一 番小 さ い ブ リ ッジが"Rootブ リッジ"に な り、各LA

Nは 、Rootブ リッ ジに 向か って 、一 番 経 路 が短 くな る よ うな ブ リッジを"Designatedブ

リッ ジ"と して選 ぶ。 ただ し経 路 長 が 同 じ場 合 はID番 号 の小 さい方 の ブ リ ッジを選 ぶ 。

Rootブ リ ッジ とDesignatedブ リ ッジをぬ った経 路 は木 構造 とな り、 これ らの2種 類 の ブ

リッ ジはア クテ ィブ ・ブ リ ッジ と呼 ばれ 、 他 の ブ リッジは 、バ ックア ップ ・ブ リッ ジと

呼 ばれ る。 木 構 造 の確 立 及 び メ ンテ ナ ンス は、Root情 報 や経 路 の ブ リッジのID番 号 を

含 ん だ"Hellowメ ッセ ー ジ"と い う制 御語 に よ り行 わ れ る。Hellowメ ッセ ー ジは、Root

ブ リ ッジか ら定 期 的 に全LANに 対 して 、 ブ ロー ドキ ャス トされ る。 各Designatedブ リ

ッジは、Hellowメ ッセ ー ジの タイ ム ア ウ トを検 出す る と、 それ まで の 経路 の途 中 に異常

が 生 じた事 を 知 り、Hellowメ ッセ ー ジを破 棄 し、 これ が起 因 とな り複 合 ネ ッ トワー ク内

で は新 しいRootブ リ ッジ とDesignatedブ リ ッジの選 出 が始 ま る。 各 ブ リ ッジは ま た、 そ

のLAN接 続 ポ ー ト毎 に、LAN内 の ノー ドア ドレスの テ ー ブル を持 って お り、LAN

内か ら送 られ て 来 たパ ケ ッ トの宛 先 ア ドレス を見 て 、 テ ー ブル 内 の ア ドレス と一 致 す れ

ばそ の パ ケ ッ トは、LAN外 へ は伝 播 させず 、 複 合 ネ ッ トワ ー ク全 体 と して、 余 分 な伝

送 を阻止 し、 効 率低 下 を 防止 して い る。

li)ソ ー ス ・ル ー テ ィン グ

送 出 す るパ ケ ッ トに、 経路 の情 報 を 指定 す るフ ィール ドを増設 し、 各 ブ リ ッジは、 そ

の経 路情 報 を基 に、伝 播 経路 を決 め る。 最 初 に経 路 を 決 あ る方 法 は、 送信 局 は この フ ィ

ー ル ドを ブ ラ ンクに して パ ケ ッ トを ブ ロー ドキ ャス トし
、 経 由す る ブ リ ッジは、 パ ケ ッ

ト通 過毎 に、 この フ ィール ドに 自分 の 番号 を記 入 して 行 く。 受 信局 は、 複数 の経 路 か ら、

パ ケ ッ トを受 信 して も、 この経 路 の 逆 を た ど って、 そ れ ぞれ 応 答 を返 す 。送 信 局 は、 た

とえ ば 、最 初 に応答 が 返 って来 たパ ケ ッ トの経 路 、 あ るい は、 最短 距 離 の経 路 を選 ん で 、

以 降の経 路 と定 め る。

この 方式 は、 各 ブ リッジの構 成 は複 雑 にな らな い利 点 を有 す るが 、 一 方LANに 接 続

す る コ ン ピュー タや端 末 は、 パ ケ ッ トの フ ォーマ ッ トを この ル ーテ ィ ング方 式 を採 用 す

る事 に よ り変 更 しな けれ ばな らず 、 ソフ トウ ェア や フ ァーム ウ ェアに対 す る影響 が大 で

あ る。 特 に 、多 数 存在 す る、既 存 の機 器 に、 この方 式 を採 用す る場 合 は大 変 で あ る。

802.1(HILI)WGで は、 ハ イ ア ラキ カル ・ル ー テ ィ ングを、 一 方802.

5(TokenRing)で は ソー ス ・ル ー テ ィ ングを 推 して お り、802委 員会 全 体 と して 、
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一 本 化 す べ く、 お よ そ2年 来 努 力 が払 われ て来 たが よ うや く・、1986年11月 のSanDiego

ミー テ ィ ン グで は、次 の様 に決 ま った。

・IEEE802LAN標 準 化 委 員 会 と して は、 ハ イ ア ラキ カル ・ル ーテ ィ ング とす る。

・た だ し、 イ ンター オペ ラ ビ リテ ィを保 障 す る範 囲 に お いて は、 他 の ル ー テ ィ ング方 式

(具 体 的 に は、 ソー ス ・ル ー テ ィ ング)を 取 り入 れ て もよ い。

・MACブ リ ッジに関 す るル ー テ ィ ング方 式 の責 任(取 りま とめ 、 メ ンテ ナ ンス等)は

802・1(HILI)WGが 負 う もの とす る。

この決 定 は、 や は り、 ネ ッ トワ ー クの属 性 を、 そ れ に接 続 す る機 器 に対 して トラ ンス

ペ ア レン トにす る とい う、 ネ ッ トワー クの 基 本 的な 考 え方 を重 視 した もの と受 け取 る事

が で きる。

802.2(LLC)

IEEE802LAN標 準 化 委 員 会 で は、OSIの7レ イ ヤモ デ ル に お け る レイヤ2を

二 つ に分 け 、下 部 をMAC(MediaAccessControl:CSMS/CD、TokenBus、

TokenRing等 の伝 送 路 ア クセ ス方式)、 上 部 を それ らに共通 な プ ロ トコル と してLLC

(LogicalLinkControl)と して 位 置付 けて い る。

こ こで は 、 コネ クシ ョン レス型 のLLC仕 様 が ま と ま り、 す で にISOのISに 上 が っ

て い るが さ らに、 現 在 、応 答 あ りの プ ロ トコル と して タイ プ3(AcknowledgeConnection

Service)の 仕 様 が 決 り、ISOへ 上 げ られ 現在 これ の 見 直 しを行 って い る。

また 、802.2で は 、 コ ンフ ォー マ ンステ ス ト(相 互接 続 適 合 性 試 験)や セ キ ュ リテ

ィ問 題 の 審 議 の必 要 性 が論 じ られ て い る。

802.3(CSMA/CD)

802.3で は、 伝 送路 が バ ス型 、 あ るい は ツ リー型(木 型)の 構 造 の 中低 速LANに

関 して 、 い くっ か の種 類 の標 準 化 を進 めて い る。

802.3で 使 われ て い るLANの 名 称 と して、nBASE(あ る い はBROAD)m

とい う用 語 が あ る。 これ は幹 線 上 の速 度 がnMbpsで 、一 本 の幹 線 長 がm百 メ ー トル の ベ ー

スバ ン ド(あ るい は、 ブ ロー ドバ ン ド)LANを い う。

以 下 に、802.3に お け る標 準 化 の項 目 につ いて述 べ る。

(a)10BASE5

イ ー サ ー ネ ッ ト・タイ プのLANで あ る。(EthernetはXerox社 の 商標)現 在ISOのI

Sレ ベ ルで あ る。
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(b)10BASE2(チ ーパ ーネ ッ ト)

10BASE5の 仕 様 を 簡易 化 し、安 価 を ね らった もので あ る。

ご

トラ ンシ ーバ ー を独 立 に 設 けず 、各 々 のL・AN接 続 機 器 のMACボ ー ドにそ の機 能 を取 り

込 んだ もの で あ る。 従 って トラ ンシーバ ー ケ ーブ ル は存 在 せず 、幹 線 同軸 ケー ブ ル は直 接

装 置へ 、 っ な ぎ こまれ る。 また 、幹 線 の1セ グ メ ン ト長 は約200メ ー トル で あ り、 幹 線 同

軸 ケ ーブ ル の構 造 も簡 易 化 され て い る。

現 在ISOに 上 が って い る。

(c)10BASE36

10BASE5とAUI(AttachmentUnitInterface:10BASE5で は トラ ン シー

バ ーケ ー ブル ・イ ンタ フ ェ ース)コ ンパ チ ブル な ブ ローバ ン ドLANで あ る
。

現 在ISOに 上 が って い る。

(d)2BROAD200(OptimizedBroadband)

1986年 審 議 中 止

(e)1BASE5(StarLAN)

1Mbpsの ツ リー状 のLANで 、 ツ リーの 分 岐点 に置 か れ たHUBが 信 号 衝突 検 出(CD:

CollisionDetection)を 行 う。伝 送 路 と して は、 通 常 の 電話 線(撚 り対線)を 用 い る事 が

特色 で あ る。

1986年11月 のSanDiegoミ ーテ ィ ングで802委 員 会 を通 過 しTCCCに 送 られ る事 に な

った。

バ ス型 対 応 の マ ル チ ポ イ ン ト方 式 は、 オ プ シ ョ ンと して今 後 審議 す る。

(f)FOIRL(FiberOpticlnterRepeaterLink)

光 フ ァイ バ ーケ ー ブル の 中継 器 で あ る。10BASE5の 光 ケー ブル化 等 に用 い られ る。

802.8(FOTAG)で 推 奨 され た4種 類 の光 ケ ー ブルの うち、62.5/125

(コ ア経/ク ラ ッ ド経:μm)の み 扱 わ れ て い る。 現 在TCCCの 段 階 で あ る。

(9)そ の他 ネ ッ トワー ク ・マ ネ ー ジメ ン ト、 シス テ ム ・ トポ ロジー、802 .3メ ンテ ナ

ンス、 コ ンフ ォーマ ンス ・テ ス ト、FO(FiberOptics)CSMA/CDな どが あ る。

802.4(TokenBus)

こ こ で 扱 わ れ て い るTokenBusは 、 幹 線 の 伝 送 速 度 は10Mbpspと5MbpspのTokenPass-

ingBusで あ る 。 し か し 、10Mbpsが 現 在 主 流 で あ る 。

こ の802.4TokenBusはMAP(ManufacturingAutomationProtocol:FA(Fac-
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toryAutomation)分 野 に お け るネ ッ トワー クア ーキ テ クチ ャ)に お け る基 幹LANと し

て採 用 され た事 か ら一 躍 審議 が 活 発 化 して来 て い る。TokenPassing法 はCSMA/CD

の よ うに確 立 的 手段 に よ り送 信 権 を得 るので はな く、 あ る時 間待 て ば 、必 ず 送 信 権 が得 ら

れ る とい う事 か らFAに お け るプ ロ セ ス制 御 に適 して い るLANと 言 わ れて い る。

802.4WGで は12個 に もの ぼ るTGが あ る。 また 、PROWAY(ProcessHigh

way:プ ロセ ス制 御用 のLAN)も こ こに付 属 の形 で 、 合 同審 議 が 行 わ れて い る。

送 信 路 と して は、最 初 、 ブ ロー ドバ ン ドが 取 り上 げ られ て い たが 、 す べて ブ ロ ー ドバ ン

ドで 行 う必 然 性 は無 く、 キ ャ リアバ ン ド、 さ らに工 場 にお け る耐 電 磁 環境 性 か ら光 フ ァイ

バ ー ケー ブ ルへ と審議 が 移 って来 て る。

また 、1986年7月 の 英 国Brightonミ ー テ ィング にお い て、 空 間 伝播(AirMedia)が

提 案 され た。 これ は、赤 外 線 ま た は1.7GHz当 た りの 無線 を使 用 す る もので あ るが 、10

Mbpsの デ ー タを伝 送 す る場 合 は、 エ ラ ー レー トが高 く、 そ の ま ま、 同 軸 ケー ブ ルや 光 フ ァ

イバ ー ケー ブ ルの 置 き換 え とは な らず 、再 送 制 御 な どの 上位 プ ロ トコルへ の 対 策 も必 要 で

あ る と考 え られ 、 実 用化 に は解 決 しな けれ ば な らな い問 題 点が 多 くあ る。

作 業 の主 な もの は、 次 の通 りで あ る。

・PhaseCoherentStandard

・MACStationManagement

●PhysicalStationManagement

・Glossary(用 語)

●ProtocolProblem/Faulttolerance

・MAC-PhysicalInterface

・FiberOpticBus

●ConformanceTestingMethodorogy

●RedunduntMedia

ブ ロ ー ドバ ン ドレベ ル のTokenBus仕 様 はす で にISOのISの レベ ル で あ る。

802.5(TokenRing)

これ まで 、 同軸 ケ ーブ ルを 用 い た4MbpsのTokenPassingRingを 中心 に審 議 が進 め ら

れ 、現 在 これ は、ISOのISレ ベ ル にあ る。

最 近 の審 議 課 題 は光 フ ァイバ ー ケ ー ブル を用 いた16Mbps化 及 び、 電 話線(撚 り対 線)を

用 い た安 価 な システ ムで あ る。
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伝 送路 の再 構 成(た とえ ば ル ー プバ ック方 式)に 関 す る提 案 が 出 され て い るが 、 なか な

か進 まな い様 子 で あ る。

この他 、 ネ ッ トワー ク管 理、ANSIのFDDIと の ブ リ ッジに関 す る審 議 も提 案 され

て い る。

また、ANSIのFDDIで 採用 して い る"earlyTokenrelease"の 方 式 も審 議 され

て い る。

802.6(MAN)

802.6は 、 メ トロポ リタ、ンエ リァ ・ネ ッ トワー クを 審議 す る場 で あ るが 、 多 分 に、

この場 に対 して、802.3(CSMA/CD)、802 .4(TokenBus)、802.

5(TokenRing)等 を接 続 す るた め のバ ックボ ー ンLANを 審 議 す る とい う期 待 が あ る。

しか し、 これ まで 、必 ず しも、 その 期待 を意 識 せ ず に、審 議 が進 め られ て い る感 が あ っ

た。

従来 審議 が 進 め られ て来 た もの は"SlottedRing"と 呼 ばれ る43Mbps及 び11Mbpsの 光 フ

ァイバ ー ケー ブ ルを用 い た ルー プ型 のLANで あ る。 これ は、 タイ ム ス ロ ッ ト型 で あ り、

1個 の ス ロ ッ トは125μs固 定長 で あ る。 この ス ロ ッ トの 中 を又分 割 して使 用 す る もの で

あ る。 これ は約2年 間詳 細 に審議 され 、仕 様 が 固 ま り、1986年9月 に郵 便投 票 に か け る ま

で に な ったが 、 推 進者 の 都 合 に よ り、 突然 に立 ち切 れ の状 態 とな った。1986年11月 のIE

EE802LAN標 準 化 委 員会SanDiegoミ ー テ ィ ングで は、 この代 わ りに、SlottedRi-

ngの 推進 者 と同 一 人物 か ら、新 し くMST(MultiSlottedToken)な る もの が 提 案 され、

ま た これ と並 行 して、 別 の と ころか らQPSX(QuedPacketandSyncronousCircuit

eXchange)な る ものが 提 案 され 、 この二 つ が 今 後 の 審議 候補 に上 が ったが 、 も う少 し具 体

的 に検討 して か ら、802.6へ 出 した方 が よ い との声 が 強 い。

MSTは 、 大 ざ っぱ に言 え ばANSIのFDDI-1とFDDI-llの 折 衷 形 の140

Mbps以 下 の光 フ ァイバ ー ケー ブル を 用 い た ル ー プ型 のLANで あ る。

またQpSXは 、140Mbpsの バ ックボ ー ン ・ル ープ とそ の下 に接 続 され る16Mbps程 度 の

ア クセ ス ・ル ープ か ら構 成 され 、125μsの タ イ ム ス ロ ッ ト型 で あ る。

802.6と は別 に、ANSIで は、100Mbpsの 光 フ ァイバ ーケ ー ブル を用 い たFDD

Iの 標準 化 が 進 め られ て い るが 、802.・6の この 様 な状 況 か ら、802 .3(CSMA

/CD)、802.4(TokenBus)、802.5(TokenRing)等 の バ ック ボ ー ンLA

Nと して はFDDIを 本 命視 す る雰 囲気 が 強 く、 米 国 、 欧州 勢 な どの 支持 者 が 多 い。
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いず れ にせ よ、 似 て非 な る もの を幾 つ も標 準 化 す る事 は避 け な けれ ば な らず 、ISOレ

ベ ルで の整 理 が 必要 で あ る と思 わ れ る。 しか し、IEEE802はISOTC97/S

C6へ 、ANSIのFDDIはISOTC97/SC13へ 提 起 され る事 にな ってお り、

ISOに お け る審 議 の場 が 異 な る事 も問 題視 す る声が 多 い。

802.7(BBTAG)

ブ ロ ー ドバ ン ドの技 術 に関 して 共通 的 に審 議 され てお り、IEEE802を 通 過 して 、

TCCCに お いて投 票 す る まで 至 った。

802.8(FOTAG)

光 フ ァイ バ ーの技 術 に関 して共 通 的 に審議 す る場 で あ るが これ まで は、802.3～6

とは必 ず しも、 連携 が うま く行 って な く、802.3、802.4、 な どは、 それ ぞ れ 、

独 自に光 フ ァイバ ー に 関 して 審 議 して いた面 もある。 しか し、 これ で は意 味が な いの で 、

進 め方 の見 直 しが 行 わ れ、 現 在802.3と 合 同でCSMA/CD方 式 の 光 ケー ブ ル化 の

審 議 が 始 ま って い る。

これ まで の主 な 成 果 は光 フ ァイ バ ー と して次 の4種 を 推 奨 した事 で あ るが 、逆 に4種 も

の標 準 を作 る事 は問題 で あ る とい う意 見 が 出 て、見 直 しを行 う事 に な った。

85/125、100/140、62.5/125、50/125(コ ア経/ク ラ ッ ド経:μm)

ち なみ に 、 わが 国 で は50/125が 事 実上 の 標準 で あ る。

802.9(IVDLAM)

1986年11月 のIEEE802SanDiegoミ ーテ ィ ングで正 式 に9番 目のWGと して 発足

したば か りで 、 ほ とん ど の作 業 は、TGレ ベ ルで準 備 が 進 め られ て い る。

IVDLAMは 名 の通 り、LA'Nア クセ ス方式 で あ り、LANそ の もので は な く、音

声/デ ー タ統 合 の イ ン タフ ェー スを ど うす るか とい う事 が主 題 で あ る。LANそ の もの は

未 だ 論 じられ て な い が 、現 時 点 で は、 マル チ メデ ィア対 応 のANSIのFDDI-llあ た

りを暗 に意 識 して い る と ころが多 い。

LANア クセ スイ ン タフ ェー スは、ISDNを 強 く意 識 して お り、 従来 の コ ン ピュー タ

指 向 型 のみ のLANに 比 べ て 趣 を異 に して い る。

最 初提 案 され た イ ンタ フ ェー スは2B+BigD(BigDは1.5～2Mbps)と い う事 で あ

っ たが、 その 後Hチ ャ ンネ ル も提 案 され 、今 後 これ らの組 合 せ にっ いて 、審 議 す る事 に な

って い る。
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(4)IEEE802LAN標 準化委員会の主な成果

次 の審議結果がIEEEか ら単行本 と して出版 され、現在ISOのISに なってお り、一

般入手可能であ る。

単行本の名称

.AnAmericanNationalStandard

IEEEStandardsfor

LocalAreaNetworks:

LogicalLinkControl

ApProvedJuly16,1984
1EEEStandardBoard

ApprovedDecember28,1984

ANSI

●AnAmericanNationalStandard

IEEEStandardsfor

LocalAreaNetworks:

CarrierSenseMultipleAccesswith

CollisionDetection(CSMA/CD)

AccessMethodand

PhysicalLayerSpecifications

◆AnAmericanNationalStandard

IEEEStandardsfor

LocalAreaNetworks:

Token-PassingBusAccessMethodand

PhysicalLayerSpecifications

ApProvedJune13,1984
1EEEStandardBoard
ApProvedDecemberl7,1984
ANSI

●AnAmericanNationalStandard

IEEEStandardsfor

LocalAreaNetworks:

TokenRingAccessMethodand

PhysicalLayerSpecifications

ApProvedDecemberl3,1984

1EEEStandardBoard
ApProvedMarch19,1985

ANSI

内容

802.2(LLC)に お け る

コネ ク シ ョン レス型LLCプ ロ トコル

ANSI/IEEEstd.
ISOIS8802/2

802.2-1985

802.3(CSMA/CD)の

10BASE5のMAC及 び

物 理 レイ アの仕 様

ANSI/IEEEstd.
rsO8802/3

802.3-1985

802.4(TokenBus)の

MAC及 び物 理 層 の 仕 様

ANSI/IEEEstd.
ISO8802/4

802.4-1985

802.5(TokenRing)の

MAC及 び 物 理 層 の 仕 様

ANSI/IEEEstd.802.5-1985

1SO8802/5

なお、 これ らの単行本は、それ以降ANSIを 通過 した審議項 目を含 めて、1987年 秋

に改版 され る予定で ある。

(5)今 後の課題

(a)IEEE802LAN標 準化委員会 と しての今後の課題

IEEE802LAN標 準化委員会 と しての今後の課題 として次の様 な項 目が挙げ られよ

一116一



う。

・伝送媒体 と して、光 ファイバ ーケーブルの推進。 …802.3(CSMA/CD)

さらに、空間伝播方式(赤 外線、無線)の 検討。802.4(TokenBus)

802.5(TokenRing)へ の期待。

・バ ックボー ンLANの 位置付 けと、一本化。……802.6(MAN)へ の期待。

・マルチメデ ィア対応のLANの 審議……802.6(MAN)及 び.

802.9(IVDLAM)へ の期待。

・ネ ッ トワー ク間接続 の仕様 の確立 ……802 .1(HILI)へ の期待

・障害処理 も含めたネ ッ トワー クシステム管理方法の確立

……802 .1(HILI)へ の期待

・コンフ ォーマ ンス ・テス ト(相 互接続適合性試験)方 法の確立

……全WGへ の期待

・機械接続イ ンタフ ェースおよびプ ロ トコルの標準化

どのLANに で も、 どのメーカーの機器で も容易に接続で きることが重要であるが、

802委 員会では機器接続 インタフェースは審議 されて いなか った。

今後の重要な課題であ ると思われ る。

・LSI化 の推進

メーカーの問題であ りIEEE802の 問題ではないが重要であ る。MACレ イヤ以下

あるいはLLCを 含んだ標準LSIの 開発 とLSIの マルチベ ンダー化が必要である。

(b)日 本か らのIEEE802LAN標 準化委員会への対応 の問題

IEEEは 学会であ り、個人参加 ベースであるが、ECMAの よ うにLiaison関 係で

団体 としての行動をある程度認め させている例 もある。また、 ここ2～3年 、英国、仏国、

西独 などの欧州勢の この委員会 に対 す る活動はめざま しく、例 えば802.1な どは、実

際に運営 しているの は英 国勢 と言 って も過言ではないまでに至 っている。又、彼 らは、L

AN標 準化を もっぱ らの仕事 としてお り、標準化活動 自身が高 く評価 されてい る環境下で

活動 して いる。

わが国か ら、 これ に対 して、個人参加 ベースで対応す ると、語学 の問題、 中間TGを 含

め、 ほとん ど毎月に及ぶ参加 、詳細検討の為の工数の確保等問題が多い。

他の分野で は、わが国 は世界におけるいろいろの活動の 中心的役割を果 た してい るもの

は多いが、LAN標 準化問題 では、貢献が全 く少ない。
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日本 か らも、 ぜ ひLiaisonと して 、 関連 機 関 を至 急 確 立 して 、 その 機 関 の基 で活 動 で

き る体制 を作 る事 が急 務 で あ ろ う。

3.2.4ANSIのFDDl

ANSIで は、IEEE802LAN標 準化 委 員 会 とは全 く独 立 に、高 速LANの 標準 化 の

審 議 を 進 めて来 た。 このLANの 目的 は、 コ ンピ ュー タ間 を接 続 し、 フ ァイル転 送 な どの高 速

バ ー ス ト転送 を実 現 す る こ と、 音 声 、画 像 等 も伝 送 す るマ ル チ メ デ ィア対 応 で あ る こ と、 及 び

バ ック ボー ンLANで あ る事 の 意 味 が強 い。

この 高速LANはFDDI(FiberDistributedDataInterface)と 呼 ばれ 、 伝送 速 度 が

100Mbpsの 光 フ ァイバ ー ケ ー ブル を用 い たル ー プ型 のLANで あ る。

また 、 これ はANSI内 部 の 審議 部 門 の 名か らX3T9.5と 呼 ば れ る。

FDDIに はFDDI-1とFDDI-llが あ る。

そ れ ぞれ の特 徴 は、 次 の通 りで あ る。

FDDI-1:

パ ケ ッ ト交 換 型、TokenPassing方 式

主 と して、 コ ンピ ュー タ間 結 合 を意 図 して い る。

現在MAC及 び物 理 層 の仕 様 が ほ ぼ固 ま って い る。

FDDI-ll

タイ ムス ロ ッ ト型 、'タイ ム ス ロ ッ トの サ イ クル内 で は 、 回線 交 換 とパ ケ ッ ト交 換 を 割 り

つ け る。主 と して 、 デ ー タ、 音声 、 画 像(ビ デオ)等 の マ ル チ メデ ィア対 応 を意 図 して

いる。 現在 、 骨格 とな る概 要 を 審議 して い る段 階 で あ る。

FDDI-1及 びllの 光 フ ァイバ ー ケー ブ ル上 で の物 理 仕 様 は共 通 で あ り高 速 に適 した4B

5B方 式 を採 用 して い る。

(1)FDDIの 幹線 伝 送 路 にお け る共 通仕 様 一

・発光 素子/受 光 素 子

波 長850nm、`発 光 素 子:LED(発 光 ダイ オ ー ド)

受 光素 子:PINダ イオ ー ドで 、 安価 で 寿 命 が 長 い。

・光 フ ァイバ ー

次の3種 の オ プ シ ョンを あ げて い る。

100/400、62.5/125、85/125(コ ァ経/ク ラ ッ ド経 μm)
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・符号 化 方式(4B5B)

中低 速LAN(お よ そ10Mbps以 下)で は、伝 送路 上 で の 符 号 化方 式 と して 、 同期 の と り

易 さか ら、Manchester符 号 が よ く使 用 され る。 た とえ ば、IEEE802.3(CSM

A/CD)、802.4(TokenBus)、802.5(TokenRing)な ど は、 そ うで あ る。

しか し、 この 符号 は、NRZま た はNRZIよ り も2倍 の 基 本周 波数 を 必要 とす る。 そ

こで100Mbpsあ た りの ビ ッ トレー トにManchester符 号 を 適 用 す る と、 伝 送路 上 で の 基 本

周 波数 が 高 くな り、 扱 い に くい。

そ こで 、4ビ ッ トを5ビ ッ トに符 号化 し、 この特 殊 パ タ ー ンによ って、 同期 を と り、 パ

ケ ッ トの頭 と尾 な どを 判 別 す る方 式 が導 入 され た。

4ビ ッ トを5ビ ッ トに変換 した符 号 を"シ ンボル"と 呼 ぶ 。 シ ンボル はNRZIで 伝 送

され 、 その 基本 周 波 数 はそ の1.25倍 に増大 す るにす ぎな い。 光 ケ ー ブル上 で は125Mbpsで

あ る。4B5B符 号 化 則 を 次 に 示 す。
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0
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1

1

1

1

1

1
1

01101

00111

11001

00000

11111

00100

11000

10001

00001、000100001100101

00110、010000110010000

16進 値及 び特殊 パ ター ン

T:エ ンデ ィ ング ・デ リ ミタ

R・ 論理 的0(リ セ ッ ト)

S:論 理 的1(セ ッ ト)

QQUIET(静 止)
IDLE(ア イ ドル)

HHALT(停 止)、

J連 続 ペ アの 最 初
K連 続 ペ アの2番 目
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・ル ープ諸 元

ル ープ最 大 長:200㎞

ノー ド間最 大長:2km

最 大 ノー ド数:1000

・ル ープ伝 送路 構成

ル ープ伝 送路 は反対 方 向 に伝 送 す る独立 した ル ー プを 組 合 せ た もの で 、 それ ぞ れ デ ー タ

伝 送 速度 は100Mbpsで あ る。

代 替パ ス機能:第1の ル ー プ に関 して 障害 が 発生 す る と第2の ル ー プ に切 替 え て運 用 す

る。

バ イパ ス機 能:ル ー プ は1個 所 の 集 線 装置(コ ンセ ン トレ一 夕)に 集 め られ 、 ノ ー ドに

障 害 が 発 生 す る と、集 線装 置 内で そ の ノー ドを バ イ パ スす る。 この方 式

はIEEE802.5(TokenRing)の や り方 を導 入 した もので あ る。

(2)FDDI-I

FDDI-1はTokenPassing方 式 を用 いた パ ケ ッ ト交 換 型 で あ る。 そ のMAC(Media

AccessControl)方 式 はIEEE802.5(TokenRing)に 、 ほ ぼ準 拠 して い る。

その パ ケ ッ トフ レーム の形 式 は次 の 通 りで あ る。

(情 報 パ ケ ッ ト)

ト一-SFS十FCSで カバーする範囲十EFS-]

PA SD FC DA SA 情報 FCS ED FS

－
JK

－
T

SFS:ス タ ー ト ・オ ブ ・ フ レ ー ム シ ー ケ ン ス

EFS:エ ン ド ・オ ブ ・ フ レ ー ム シ ー ケ ン ス

PA:プ リア ンブ ル(16シ ンボル以上)

SD:ス タ ーテ ィ ン グ ・デ リ ミタ(開 始 区切 り文 字)(2シ ンボ ル)

FC:フ レー ム ・コ ン トロール(2シ ンボル)

DA:宛 先 ア ドレス(4又 は12シ ンボル)

SA:送 信 元 ア ドレス(4又 は12シ ンボ ル)

FCS:フ レー ム ・チ ェ ック ・シー ケ ンス(8シ ンボル)
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ED:エ ンデ ィ ン グ ・デ リ ミタ(終3区 切 り文 字)(1シ ンボル)

FS:フ レー ム ・ス テ ー タス(3シ ンボル以 上)

(Tokenパ ケ、ッ ト)

PA SD FC ED

Tokenで あ る事 はFCで 区別 す る。

情 報 パ ケ ッ トは4500バ イ ト(9000シ ンボル)分 の デ ー タを送 る事 が で き る。

TokenPassing方 式 でIEEE802.5と 異 な る ところ は 、FDDI-1で は、 宛 先

ノー ドか ら応 答(レ ス ポ ンス ・フ レー ム)を 受 取 る以 前 にTokenを レ リー スす る事 で あ る。

(earlyTokenrelease)

(3)FDDI-H

FDDI-Hは タ イ ム ス ロ ッ ト型 のLANで あ り、 その ス ロ ッ ト内 に回 線 交換 用 とパ ケ ッ

ト交 換 用 の ス ロ ッ トを 割 りつ け る。

1個 の 周期 的な タ イ ム ス ロ ッ トを"サ イ クル"(Cycle)と よ び125μsで あ る。

次 にFDDI-Hの タイ ム ス ロ ッ ト形 式 を示 す 。

ト ー ー サイク・レ(C・・1・』 一 ■ 一 ■

PA CH PDG CGO CGl ● ● ● ● ● ● CG95 PA

Cycle:125μs(3125シ ンボル)

PA:プ リア ンブル(1シ ンボル)

CH:サ イ クル ・ヘ ッダ ー(20シ ンボル)

PDG:デ デ ィケ ーテ ッ ド ・パ ケ ッ トデ ー タ ・グル ープ(32シ ンボ ル)

CGn:サ イ ク リ ック ・グル ープn(32シ ンボル ・1チ ャ ンネ ル 当 た り2シ ンボル)

回線 交換 モ ー ド

イ ソ ク ロナス ・デ ー タを 扱 う。

回線 交 換 に は、6.144Mbpsの チ ャ ンネ ルが0～16個 か ら成 る ワイ ドバ ン ドチ ャ ンネ ル

(WBC)が 乗 せ られ る。

パ ケ ッ ト交 換 モ ー ド

同期(Synchronous)と 非 同期(Asynchronous)が あ る。 同期 デ ー タ はブ リアサ イ ンさ

れ たバ ン ドチ ャ ンネ ルで送 られ る。
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非 同期 デ ー タはTokenPassing方 式 によ り送 られ る。,

パ ケ ッ ト交換 に は、1 .024Mbpsか ら99.328Mbpsま で の 速 度 の デ ー タ を乗 せ る ことがで き

る。

各 サ イ クル(Cycle)の 内容 は、 た とえ ば、 次 の様 に割 りつ け られ る。

0123456789101112131415

R R S SS R Rls S R S S R R R R

R:リ セ ッ ト(パ ケ ッ ト ・デ ー タ ・チ ャ ン ネ ル)

S:セ ッ ト(イ ン ク ロ ナ ス ・デ ー タ ・チ ャ ン ネ ル)

イ ン ク ロ ナ ス ・デ ー タ ・チ ャ ン ネ ル

パ ケ ッ ト ・デ ー タ ・チ ャ ン ネ ル

(4)FDDIの 今後の課題

・さ らに高速化。

FDDIは1、R共 に、 データ伝送速度が100Mbpsで あ るが、 マルチメデ ィア対応で、

動画(ビ デオ)等 をた くさん乗せ ると、100Mbpsで も足 りな くな る場合が予想 され る。

光 ファイバー通信技術及 びデータ多重化技術 はどん どん向上 してお り、次は400Mbpsあ

た り、その上 は1Gbps程 度 の事 まで考えて次 の標準化を考え る必要 がある。

・機器接続 イ ンタフェースおよびプロ トコルの標準化。

IEEE802LAN標 準化委員会 と同様 に、LAN方 式 に関 してMAC、LLCレ ベ

ルに限 らず、パイプの太い機器接続 イ ンタフェースの標準化が望 まれ る。

・コンフ ォーマ ンス ・テス ト(相 互接続適合性試験)方 法 の確立。

・LSI化 の推進。

これは標準化仕様確立 というよ りもメーカー側 の問題 であ るが、LSI .化が推進 され な

いと、その標準化は市場 に浸透 しない。
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3.2.5MAP/TOPの 概要

(1)背 景

GeneralMotors社(以 下GM)は1970年 代 か ら工場 オ ー トメ ー シ ョンの ため の ネ ッ トワー

クにつ い て 社 内で 検 討 して きた。GMは 工場 内 に数多 くの マ イ コ ン応 用 プ ログ ラ マ ブル機 器

を持 ち、 そ れ ぞれ は個 別 の 自動 化 に役立 って い る もの の相 互 に接 続 の な い 「自動 化 の 島 」 を

な して い る と見 て い た。 これ を解 消 す るため に は プ ロ グ ラマ ブ ル機 器 の メー カー 、計 算機 の

メー カ ー等 が共 に サ ポ ー トす る、 いわ ゆ る マル チベ ンダ ー ベ ー スの ネ ッ トワー クが必 要 で あ

る と して 、MAP(ManufacturingAutomationProtocol)を 提 唱 した 。

Boeing社(以 下 ボーイング・コンビ・一夕・サービス 社)は その ころ、 企 業 内 の情 報 通 信 機能 の貧 弱 さ に

悩 んで いた 。技 術 陣が もっ ワ ー クステ ー シ ョ ンを ホ ス トに っ な いで も単純 な端 末 と して しか

動作 しな い。 ワー プ ロの文 書 を編 集 情報 っ きで うけ渡 す こ とがで きな い。 ボーイング・コンピュータ・

サービス社 は ホ ス トコ ン ピ ュー タを 中心 と した1社 の ネ ッ トワ ー クに た よ る方 策 を排 除 し

OSIに もとず くマ ル チベ ンダ ーの 自社 ネ ッ トワー ク構 想BoeingNetworkArchitecture

(BNA)を 立 て、 これ の推 進 にの り出 した 。

GM、 ボーイング・コンピュータ・サービス社 は1983年 に発 足 した、NBS(NationalBureauofStand-

ards=米 商 務省 標 準 局)のOSIImplementors'Workshopに 参 加 し、 その 成 果 は まずN

CC'84の デ モに 表 わ れ た。 この デ モで はGMとNBSの ブ ー スで7社 の ベ ンダが 参 加 した

MAPが 、 一 方 ボーイング・コンピュータ・サービス社 とNBSの ブ ー スで8社 が 参 加 したIEEE802

.3型LANが 、 そ れ ぞ れISOト ラ ンスポ ー ト層 上 に簡 単 なFTAMを のせ て 不 完 全 な が

らOSIに よ る相互 接 続 を実 演 し大 きな反 響 を よんだ 。

そ の翌 年 デ トロイ トで行 われ たAUTOFACT'85で は、 ハ ノイ の塔 の お もち ゃを 製 造

す る ミニ工 場 を 作 り、 こ こにMAPと ボーイング・コンピュータ・サービス社 のTOP(TechnicalandOff-

iceProtocol)を ル ・一ーー夕で接 続 した ネ ッi)ワ ー クを形 成 し、 オ ーダ エ ン トリか ら ロボ ッ トに

よ る製 造 、 製 品 引 きわ た しまで を参 観 者 を客 に して実 演 し、OSIが 実 用 の域 に あ る こ とを

印象 づ け た。

これ に先 立 ちMAPお よ びTOPの ユ ーザ ー グル ー プが 結 成 され(後 に合併 してMAP/

TOPユ ーザ ー グル ー プ)、MAP/TOP推 進 の母 体 とな って い る。

(2)目 的 とす る機 能

MAPは 工 場 の プ ロ グ ラマ ブ ル機 器 を主対 象 と し、TOPは オ フ ィス の人 間 を 中心 に展 開

して い る違 い はあ るが 、 両者 と もにOSIに 準 拠 した 企業 内 の ネ ッ トワー クを 目指 す もので
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あ り、姉 妹 仕様 で あ る。MAPは 伝 送 媒 体 と してIEEE802,4標 準 に よ るLANを 、

TOPは 同 じ く802.3のLANを 規 定 して い るが、 これ らは出発 点 な い しは主 た る適 用

を 示 す にす ぎず 、 広 域網 を含 む種 々の媒 体 に適用 され て い くこと にな ろ う。

応 用 面 で はMAPの 主 機 能 は計 算 機 間情 報 通信 の た めのFTAMと プ ログ ラマ ブル機 器 の

通 信 の ため のMMS(ManufacturingMessageService)で あ り、補 助 機 能 と して ネ ッ トワー

ク管 理 、 デ ィ レ ク トリサ ー ビスが あ る。 なお現 行 のMAP2.Xで はISOのDPに な って

い るMMSで は な くGM独 自のMMFS(ManufacturingMessageFormatStandards)と な っ

て い る。

TOPの 現 行 版TOP1,0はMAPと 同 じア プ リケー シ ョ ン層(MMFSを 除 く)を 規

定 して い るのみ で あ るが 、 種 々のサ ー ビスの追 加 が 予 定 され て い る。 表3-7はTOPの 課

題 と して 挙 げ られ て い るサ ー ビス また は機 能 で あ るが 、 これ ら主 と してWSで 仕 事 をす る人

間 の た めの サ ー ビスがTOPの 主 た る 目的 とな る。

表3-7TOPの 課 題

サ ー ビス 現在の検討項目

複合文書交換 ODA(ISO8613)

電子 メール X.400(MOTIS)

プロダ ク トデータ交換 IGESV3.0

グ ラ フ ィ ックス 応 用 レベ ル イ ンタフ ェース

(GKS)

デ バ イ ス レベ ル イ ンタ フ ェー ス

(CGM)
一

仮想 ター ミナル VT(ISODIS9040)

イメー ジ処理 問題整理

トラ ンザ ク シ ョン コネ ク シ ョン レス上 位 プ ロ トコル
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(3)プ ロ トコル概要

MAP/TOPの 最終 目標 はOSI完 全準拠のサブセ ッ トであ る。OSI標 準化の進捗 を

に らみつつ、移行計画の もと一部 に独 自機能が暫定仕様 と して入 っている。 この点 は特にM

APに おいて著 しい。GMはMAPの 開発段階のそれぞれで 自社工場 の近代化 に適用 して き

たので、標準化の完成を待てなか った とい う事情 があ る。一方TOPは その検討課 題にみ る

ように、 目標 とするサー ビスはOSIの 中心課題 として各方面で とり上 げ られ、簡単には先

行 しに くか ったか も知れない。

図3-16はMAP2.1/TOP1.0の プ ロ トコル 階層 図 で あ る。

レイ ヤTOP1.OMAP2.1

アプ リ

ケ ー シ ョン層

ISOFTAMDP8571

フ ァイ ル トラ ンス フ ァー

マ ネ ジメ ン ト/デ ィ レク トリ

CASEカ ー ネ ル

ISOFTAMDP8571

フ ァイル トラ ンス フ ァー

MMFS

マネ ジメ ン ト/デ ィ レク トリ

CASEカ ーネ ル

プ レゼ ン

テ ー シ ョン層 Null

セ シ ョ ン層 ISOSESSIONIS8327

BCS&セ シ ョンカ ーネ ル、 全2重

トラ ンス ポー ト層 ISOTRANSPORTIS.8073

クラス4

ネ ッ トワー ク層 ISOINTERNETDIS8473

CSDCP

デ ー タ リン ク層

ISOLLCDLS8802/2

(IEEE802.2)タ イ プ1ク ラス1

物理層
ISOCSMA/CD
DIS8802/3

(IEEE802.3)
10BASE5

ISOTokenBus

DIS8802/4

(IEEE802.4)

10Mbpsブ ロ ー ドバ ン ド

図3-16MAP2.1/TOP1.0の

プ ロ トコル 階層 図
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物理層 は先に述べたよ うにIEEE802標 準 のLANで ある。MAPに おいて は確定的

伝送応答を重視 し、TOPに おいて はオフ ィス機 器での実績 と経済性を重視 した結果、物 理

層の選択が異 な ってい る。 しか し、MAPの ためのブロー ドバ ン ドケーブルが敷設 されてい

るところにTOPネ ッ トワー クが必要な らば、IEEE802.310BROAD36、

す なわちブロー ドバ ン ド上 にCSMA/CDのLANを 作 ることも可能で、実例 もあ る。I

EEE802.3は トランシーバ と機 器の間のイ ンタフェースが規定 されているので、機 器

側 に手を加え ることな く トランシーバの変更で このよ うな応用が可能である。一応MAPで

採用 して いるIEEE802.4で はこのよ うな境界の規定がな くモデムが機 器に組み こま

れているので、媒体の変更は機器側の変更 に及ぶ。 その故かMAPで は媒体の範 囲の拡大 が

行われつつあ る。MAP1.0で は5Mbpsブ ロー ドバ ン ドであ ったが、MAP2.0か ら10

Mbpsと な り、次に5Mbpsの キ ャ リアバ ン ドが追加 され、今 また光 フ ァイバ ーがIEEE802

.4で 検討 されている。ネ ッ トワークの本質 は媒体独立であ ろうが、製品のプラグコンパテ ィ

ビ リテ ィはこの様 な面 に左右 され る。

次のデータ リンク層 はLANの 高速高信頼性を生か して、 コネ クションレス型を採用 して

いる。ネ ッ トワーク層 もコネ クションレス型、 トラ ンスポー ト層 は コネ クションオ リエ ン ト

の しか もクラス4と い う最高の クラスである。 この3層 の組み合わせ ば互 いに関連す るが、

LAN上 での多重の トラ ンスポー トコネ クシ ョンとい う要求 に対する自然な答であ ろう。 た

だ広域へ範囲を拡 げた ときには問題があ り、 コネ クションオ リエ ン トのネ ッ トワー クプ ロ ト

コルが検討 されてい る。

セ ション、 プ レゼ ンテー ションおよびアプ リケー ション層 の共通部 であるCASEは 、最

低限のセ ッ トで ある。特 にプ レゼ ンテー ションは無であ る。 これ らはアプ リケー シ ョン層の

拡充 とISOの 標準化の進展 によ って強化 され ることになろ う。

アプ リケー シ ョン層の内容 については既 に述 べた。

(4)現 状 と今後 の課題

現行の版 はMAP2.×/TOP1.0で ある。MAPの ×は図3-16に 示 した2.1

に修正部分の付加分 として2.1A,2.2が 存在す るための変数表示であ るが、大 きな変

わ りはない。次の版 はMAP3.0/TOP3.0で 作業中である。TOPの 版番号が飛ぶ

のはMAPと の整合性 を強調す るためであ る。TOPの 作業 は先 に述べたが、MAPで 予定

されている変更 を表3-8に 示す。 これ らの うちTOPに 共 通な もの はそのままTOPに も

適用され る。
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表3-8MAP3.0へ の変 更 予定

レイヤ 変更内容

アプ リケ ー シ ョ ン層 ・MMFSか らMMS(ISODP9506)へ 。

・FTAM:ISODPか らDISへ の変 更 対 応

・CASE:MAP独 自か らISOCASEへ

・デ ィ レク トリサ ー ビス:ISO/CCITT準 拠 対 応

・ネ ッ トワ ー ク マネ ジ メ ン ト:ブ リ ッジ/ル ー タ対 応

プ レゼ ンテ ー シ ョン層 ・Nu11か らKernelへ

セ シ ョン層 ・ISOの 変更対応

トラ ンス ポ ー ト層 ・(不 変)

ネ ッ トワー ク層 ・ISODISか らISへ の変 更 対 応

・CONS(コ ネ ク シ ョンオ リエ ン ト)の 追 加

デ ー タ リン ク層 ・LLCタ イ プ3追 加

物理層 ・(不 変)

その他 ・EPA/ミ ニMAPの 導 入

出典:IROFAMAPニ ュースNo.6

大 きな変更 はMMSの 採用 と、EPA/ミ ニMAPの 導入であ る。MMSはISO/TC

/84でDP9506と して検討 されている。 ミニMAPは 図3-17に 示す よ うに特 にネ ッ

トワー クの下位で機械制御など応答を重視す る応用向けにネ ッ トワー クか らプ レゼ ンテー シ

ョンを省 いた ものである。OSIか らははずれ るが、FAの 実際的対応 と して考え られて い

る。MAP/EPAは ミニMAPと 本来のMAP(フ ルMAP)と をつな ぐ位置付けのノー

ドで、両方の プロ トコルを並設 してい る。表3-9は ミニMAPと フルMAPの 得失 を示 し

てい る。
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表3-9

MMS

簡易マネ ジメ ン ト/
デ ィレク トリ

(イ ン タフ ェー ス)

LLC

タイ プ3

ISOト ー ク ンバ ス

5Mbps

キ ャ リアバ ン ド

EPA/ミ ニMAP

プ ロ トコル階層図

ミニMAPの 得失

比較点 フルMAP ミニMAP

応答 7層 を通過す るので遅い
'

3層 のみでかっ、LLCタ イプ3

で即応す るので速い

OSI準 拠 完全 不完全(OSIで ない)

製品価格 比較的高価 安価 と期待される

ネ ッ トワー ク

レイ ヤ

あ り:
・他 の サ ブ ネ ッ トと通 信 可

・セ キ ュ リテ ィ不 安

な し:
・自サ ブネ ッ ト内 の み

・他 サ ブネ ッ トか らの侵 入 な し

メデ ィア ・ツ リー状分岐 と中間増幅器

で広範囲をカバー
・高価

・他 に も応用可

(CATVな ど)

・ケ ー ブ ル長lkm

リピー タな し
・簡 易 安 価

・専 用

以上が3.0版 までの状況であ るが、その後MAPの 光化が予定 されている。またTOP

の課題 はTOP3.0で も完全 には終了せず引 きつづ き検討 され るであろ う。TOPの メデ

ィアの拡張 としてIEEE802.5ト ークン リングが検討 され ることも十分考え られる。
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(5)展 望

MAP/TOPはOSIの 初の実用化例 と して、サブセ ッ トの切 り出 しとそのイ ンプ リメ

ン ト、 コンフォーマ ンステス ト等を実施 して来た。最近 にな ってOSIの イ ンプ リメ ン トは

ECのSPAG、 米国のCOS、 日本 のPOSIの3団 体が連携 して推進を始め、米MAP

/TOPユ ーザーグル ープ もCOSと 共 同開発の態勢 を作 った。 この ことはMAP/TOP

がOSI実 用化の大 きな流れ に乗 り入れ たことを意味す ると共 に、MAP/TOPの 独 自性

は薄 くなることを予測 させ る。理想 的なOSI対 応製品 は、各種 のLANと 広域網、それに

対応 しCASEま でのプ ロ トコルをのせ た通信 アダプタ(ボ ー ド)お よび種 々のアプ リケー

シ ョン層プ ロ トコル ソフ トに分化 して、その 自由な組 み合わせで使われ るよ うな ものであろ

う。 これが実現 した ときMAP/TOPは その使命を終え、ま とま ったプ ロ トコルセ ッ トで

はな くOSIの オプ シ ョンの一 部をなす ことになろう。現在のMAP/TOPが この方 向に

沿 った ものであることは間違いない ところである。
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